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この事業は、 日本 自転車振興会 から競輪収益の一部 である機械工業振興

資金の補助 を受 けて平成3年 度補助事業 の一環 として作成 した ものである。
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は じ め に

情報化 の進展 とともに,多 種多様、大量の情報が流通す るようにな り、同時 にデ

ータベ ース も企業,個 人 を問わず幅広い分野で利用 されるようにな りました。 デー

タベースは、以前 のように専門家だけの ものではな く、いわば社会 の 「公器」 にな

りつつある とい えるで しょう。

もっとも、我が国のデータベース ・サー ビスの歴史は20年 ほ どであ り、若い産業

です。一般 に若い分野にみられ る現象ではあ りますが、使われてい る用語が必 ずし

も統一 されてお らず、同じ言葉で別の ことを意味 している場合 もみ られます。 デー

タベースをよ り多 くの人々が より有効 に活用するために、 このような用語の定義 を

明確 にし、 その統一 を図る必要があ ります。

データベース振興セ ンターは、1991年 度(平 成3年 度)に データベース用語辞典

編集委員会 を設置 し、 こうした問題 について調査、分析、議論 し、「第1章 総論」

か ら 「9章 情報管理」 の内容 を収録 した本報告書 をまとめました。広 く関係各位

の参考 になれば幸 いです。

最後 に、本報告書 をまとめるに当た り、 ご協力をいただきました委員 の方々 をは

じめ、通商産業省 な ど関係各機関の皆様 方に厚 くお礼 申し上 げます。

平成4年3月

財団法人データベース振興センター

理事長 圓 城 寺 次 郎
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第1章 総
論
日冊

1-1デ ータベース用語辞典編集委員会の 目的

1-1-1デ ー タベース関連 用語の特徴 一 供給側 と利用側の拡が り

近時、「デー タベース」の構築や利用 は、企業等 の組織体か ら個人 レベル にまで、大 きな広が り

を見せている。 同時 に、情報関係諸分野 にお けるデータベースに関係する技術 も、 日々進展 を見

てい る。 こうした状況 を反映 して、データベースを とりまく技術、サー ビス、産業、制度等が多

様化 し、従 って これ らをいい表すために多数の用語が発生 して、 日常頻繁 に用 い られ るようにな

ってい る。 ここで問題 とされ るべ きは、 この種 の用語のそれぞれが、必ず しも厳密 な定義 を背景

とした上で、用 い られているとは限 らない とい うことである。元来 こうした事態 は、いずれの分

野で も多かれ、少 なかれ見 られることであ り、 これが実務にあたって、対話な どにさほどの齪酷

を生 じないのであれば、 ことさら問題視 するに必要 はない。実際、たいていの分野で は、 こうし

た範囲の中に収 まっているようにみえる。

そ こで、データベースの関係 について省 みると、 そこでの用語 には、多義的であって、 それが

使われる文脈 に依存 して、場合場合 の解釈 を必要 とす るものが、少な くない ように見受 けられる。

こうした事態 の要因 を考 えてみると、 まず、1)デ ータベースの応用範囲が広 い こと、2)同 時

に、データベースを実現 するためには、広 い範 囲の技術 ・知識 をあれ これ と応用す る必要がある

こととい う両側面 をあげる ことがで きよう。すなわ ち、データベ ースは実 に多 くの分野での需要

が あ り、 それぞれで構築 され、利用されているのであるが、一方、データベースの実用化 にあた

って は、 データベ ース固有の技術のみならず、広 い範囲の各種技術や知識 を集合 させ ることが必

要で あることも事実である。

つ ま り、データベースは、その構築 ・供給者側 と利用者側の双方 に大 きな拡が りを持 ってお り、

デー タベース関係用語 における問題 は、基本的 にこれ に起因している とみ られ る。 この点か ら、

デー タベース分野 は、語彙統制、用語定義の観点か らみて、 なかなか厄介 な分野 である といえる。

1-1-2分 野 の発展 と用語の普及

ところで、上述 の ような専門語 を総称 して"Buzzword"と い うことがあ る。英和辞典 によれ

ば、 これには 「その意味内容 は明確ではないが、 もっ ともらしく響 く専 門用語」 とい う悪 い意味

が与 え られてい る。 しか し、 ここで注意す るべ きは、 もっともらし く響 く言葉 とい う点である。

つ まり、その用語 を使 うことで、厳密な内容 は ともか くとして、何 にせ よ先端的で有意義である

ことが表現で きる とい うことが重要であろう。 これは、その用語の総体 的意味内容 が、全体 とし

てプラス・イメー ジを持 って社会 に受入れ られているか らに他な らない。つ ま り、 それが"Catch・

一1一



word"と して有効 であるということで もある。「データベース」な どは、 まさにこの典型 とい うこ

とになるであろ う。「データベース」が、一般 に好意的に迎 えられ るか らこそ、頻繁 に用 い られ、

また拡大解釈 的な使い方 もなされ ようというもので ある。

従 って、ある用語が、BuzzwordやCatchwordに な るとい うことは、その分野 の関係者 として

は、む しろ歓迎 するべ き状況 にあるとい ってよい。 しか しなが ら、 これは、当該分野の離陸発 展

期においては、その有望性の証左 として歓迎 されるべ きものの、一定の普及 をみた後の、 いわ ば

本格的成長期 に至 っては再考の必要が生 じる。すなわち、 このような用語法 の拡散 は、実務的 な

レベルでの コ ミュニケー ションの阻害要因 にもな り、ひいては当該分野の一 層の発展 に とって も、

好 ましか らざる影響な しとしないか らである。 デー タベース関連分野 もまさに この ような時期、

段階 にさしかか ってい るように考 えられる。 そこで は、 これ までの拡散的 な用語環境 をいったん

収束、安定 させ る方向 にもってゆ くことが重要 になるであろう。

1-1-3委 員 会 の 目的

本委員会は、上記のような状況認識 に基づいて設定された もので、 この際デー タベース関係用

語 を全般にわたって見直 し、重要 と見 られ る用語 を選定 し、それ らに標準的な意味内容 の規定 を

与 えることを目的 にしている。 しか し、拡大解釈的な用法 も含 めて普及 した用語や、現在発展途

上 にある用語 なども含 めて、 これ ら全体 を見直 し、相互の関連性 を整理 しつつ、再定義 してゆ く

ことは、必ず しも容易ではない。「データベース」は、上述の とお り、供給 サイ ドと利用サイ ド双

方に相当の拡が りを持つ分野なので困難は より大 きい。

そ こで、今年度は、データベース関係各分野の専 門家 に委員 を委嘱 して、関係分野の拡が りそ

の ものを見極 めなが ら、 その相互 間の関連性 を整理 し、 その上で、「データベース」を中心 に置い

た ときの、関連用語 の星座 を描 く方法について検討 を行 った。 これは、用語辞典 に引 き寄せてい

えば、辞典の編集方針の検討 とい うことにな る。 しか し、本委員会では、 この段階で具体的 な辞

典の編集 とい うことにはさほどこだわ ることな く、む しろ、データベース関連 の用語 ・概念 の整

理、再定義、標準化のための方法論 とい う、いわば根元的なレベルに重点 をおいて討論 を行 って

きた。以下、本報告書の本文である、用語の体 系化 に向 けての各分野 ごとの 「各論」 を概括 する

形で、全般的な見取 り図を描いてお く。

1-2デ ー タベース関連分野の拡が り 社会的視点

データベースは、その発生をた どれば、 コンピュータによる多種類 ・大量のデータの管理技法

に基礎 をお くもの とされ る。 しか しその後の発展普及の結果、データベースについての関心 の所

在 は、 システム、 サー ビス、産業、政策等、多方面 に拡 がっている。 この ような状況 の もとでは、

データベースに関連す る用語 を収集 ・整理 するにあたっての、思考の枠組 み 自体が大 きな問題 で

ある。

本委員会 では議論展開の糸口 として、 まず次 のような仮の分野区分 を設定 した。す なわち、内
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外のデータベース事情 ・データベース産業、省庁 におけるデータベース関連施策、関連ハ ー ドウ

ェア技術、関連 ソフ トウェア技術、通信ネ ッ トワー ク、パ ソコン通信、電子 出版、情報検索、情

報管理の9区 分である。 ここには現在のデータベースに関 して、一般 に関心が持 たれ るであろ う

テーマがひ ととお り列挙 されてい る。 データベース関連で重要な用語 は、 これ らの どこか にそれ

ほ ど無理 な く包 含 され る と考え られるか ら、 カバ レッジの点で、 これはひ とまず妥 当な設定 とい

えるであ ろう。

そ こで、 この各分野 において重要 と思われる用語 を、それ ぞれの専門の立場か ら選定 して持 ち

寄 り、委員会 において相互 に突 き合 わせなが ら検討 していった。用語集的な もの を編集す るので

あれば、 こうした手法で十分利用価値 のある辞典 を作成で きるはずである。ただし、本委員会で

は、先 にも述べた とお り、データベース関連用語の標準化、体系化 とい うところに重点 をおいて

お り、 むしろ、 そうした体 系化 の結果 の具体的産物 として、用語辞典が編集 され うるとの考 え方

をとって、以下 に述べ るような検討 を進めた。

1-3情 報 化 とデ ー タベ ー ス 歴史的視点

前項 にみたデー タベ ース関連分野は、現時点 におけるデータベ ースを社会的観点か ら広 く見渡

そうとした もの ともいえる。そ こで、 こうした現況 に至 った経過 を回顧 してお くことも、用語の

選定上必要である。データベースは、 その基礎 をコンピュータ技術 においてい る。従 って、 その

史的展開 は、 巨視的 にはいわゆる情報化(コ ンピュータ リゼーション)の 流れの中に位置づ け ら

れ る。

久保委員に よれ ば(9章)、 これ までの情報化 の進展 は、1)企 業 ・産業における情報化、2)

社会 システムの情報化、3)個 人 ・家庭での情報化 という順序で実現 して きている。 そして、現

時点で は、「情報化」を超 えて、4)情 報の産業化 という新たな局面が展開 しつつある と認識 され

る。1)は1965年 頃か らの企業 におけるコンピュータ利用の発達 を指 し、 これが今時 のSISに 連

なっていることはいうまで もない。2)は 交通、環境、医療、教育等、行政 に関係す る公共的分

野にお ける情報化である。 また、3)は パ ソコンの家庭への普及 を背景 とした ホーム ・オー トメ

ー ションな どを意味 している。

ところで、 こうした社会史的経過 に即 した整理 を、前項の分野区分 と対比 してみる と、1)は

データベース事情 におけるイ ンハ ウス ・データベースの進展 として括 ることもで きる。2)は 省

庁施策 として まとめられるし、3)は パ ソコン通信 を軸 として語 ることが可能である。4)で は、

もちろんデータベ ース産業の動 向が主 内容 になろう。

データベースの発展経過 は、 この ような流れの中で跡づ けることがで きる(鈴 木委員、2章)。

すなわ ち、1957年 のスプー トニク ・ショックを契機 とする、米国の国防関係でのデータベースの

開発以降、今 日に至 るまでの歴史である。 この間、わが国で も、情報化進展の重要 な要素 として、

データベースが社会の各分野で応用 されてきてお り、政府におけるデータベー ス関連施 策 も、 内

田委員 による解説 にみ られ るとお り(3章)、 充実 してきている。データベース関連用語の選定 と
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内容規定にあたって、上記のような歴史的経過 を踏 まえた評価 は、将来動向を見通 す意味か らも

不可欠である。

1--4コ ン ピ ュ ー タ技 術 と デ ー タベ ー ス 技術的視点

データベースは、基本的 にコンピュータ技術 に基礎 をおいているか ら、 こうした技術 的観点か

らの用語整理 はいわば当然である。そ こで、 まずコンピュータ用語辞典 を考 えてみる。 これには

コンピュータ技術用語の解説が期待 されるはずで、 当然 なが らハー ドウェア とソフ トウェアの両

面が含 まれ る。データベースはコンピュータの応用分野であるので、大筋 としては、上の ような

用語辞典でカバー されるべ き用語 か ら、データベース用語 として適 当な もの を抽出 し、整理す る

ことになる。

中本委員 によれ ば(4章)、 データベース・システムは、 ソフ トウェアであるデータベース管理

システム(DBMS)を 用 いた応用 システムであるので、ハー ドウェアには普通の ものが使 われ る

ことになる。従 って、データベースへの応用性 に着 目して、関連の強いハー ドウェア用語 を評価、

選定 してゆ くことになる。昨今は、主 としてデータベース的応用 をめざ したハー ドウェアも多 く

開発 されるようになっているか ら、かな りの語彙が ここに含 まれるはずで ある。

オ ンライン型のデータベースは、通信ネ ッ トワークを介 してア クセスされ る。実際、通信ネ ッ

トワーク側か らみて も、 データベースは重要 な適用分野 になっている。そ こで、通信関連 の技術

用語 もデータベース用語の うちに一群 を形成す ることになる。長谷委員 によれば(5章)、 デジタ

ル通信 に関す る技術用語が その主体 をなす ことにな るが、 さらにマルチメディア化へ の対応 も大

きな話題 になっている。

オ フライ ン型のデー タベ ースはCD-ROMに よって実現 され、急速 に普及 しつつある。これに よ

って、出版 とデータベース との関係が さらに密接 になる とともに、データベース と出版物 との間

の線引 きが困難 になってい る。黒川委員に よれば(7章)、 電子編集 システムによる電子媒体上で

の資料 ・文書の作成 が一般化 し、電子出版物 あるいはデータベース としての製品化が促進 されて

いる。従 って、電子出版関係技術 もデータベース技術 の一環 を形成 している。

ところで、上の通信や電子出版 に関する用語の うちか ら、データベース用語 に取 り込 むべ き範

囲 と内容 を選定するの は、ハー ドウェア、 ソフ トウェア技術の場合 とはやや趣 を異 にする。 これ

か らは ともか くとして、通信や出版 はデータベース とは一応別個 の技術分野である。従 って、デ

ータベース技術者が、通信技術者や出版技術者 と有効 な対話がで きる程度の通信、出版技術知識

を与 えるとい うのが、用語選択、内容解説に当た っての目安 になるであろう。 ここで は技術用語

を対象にしているので、データベース技術者 を想定 した言い方 になっているが、 この こと自体 も

実 は大 きな問題である。すなわち、用語集 はだれのために、 また どの ように使われ ることを予想

して編集されるべ きか とい う点であって、後 にさらに検討す る。
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一
1-5用 語の属性 用語整理の機軸

ここで改 めて、用語 の属性 を整理する視 点を考 えると、常識的にはお よそ次 のような切 り口が

あ りうる。

1)対 象種 別…物財 ・サー ビス ・技術 ・制度 ・事件等

デー タベー ス関係用語 については、その意味内容の表す対象が、物やサー ビス といった経済財

をさす ほか、技術 をい うことも多いし、 また事件 とか制度 ・政策 ・構想な どに関する重要 な言葉

も多い。用語 を このようないわば用語の対象種別によって区分 し、それぞれの重要語 を選択 して

ゆ くという方法が考 えられ る。データベースに関 しては、単 に技術用語だ けではな く、制度 ・政

策関連 など含 めて、 カバーするべ き範囲が広いか ら、 このような対 象区分 に即 した検討 も重要で

あろう。

2)成 立過程…歴史性 と将来性

用語 の必要性 を評価 し、内容 を規定す るにあた って は、 その用語の起源、成立過程 に も注 目す

る必要が ある。 ことさ らデータベース技術史 ・発展史 を叙述 する目的ではな くとも、 その用語が

現在 にいた る過程 を踏 まえることは、理解 を助 け、 また今後 の展開、すなわち将来 に対す る見通

しを与 える意味 で も重要 な ことと思われ る。

3)適 用分野 …分野分類

用語が主 として どの分野 において用 いられ るか ということは、用語 を整理 してゆ く手掛か りと

して有効であ る。本委員会では、先に述べた とお り、議論の開始点 として、 この視 点か らの検討

を行 ったが、用語 を整理 して提示す る段階では、分野 の分類法についての再検討 を要する。

4)必 要性 …利用者の 区分

用語集には必要度合 の高 い用語が収録 されるべきである。 この とき、必要性は一概 には評価 で

きないか ら、用語 の利用者 を層別 して、 それぞれについて評価 しなければな らない。データベー

スの広義の利用者、データベース用語 を知 り、使 いこなす必要のある人々を どの ような区分で考

えれ ば、必要性の評価 に基づいた用語 の整理が可能 になるか とい う問題 である。デー タベ ース関

係では、大 き くは、デー タベースの構築・供給者 と狭義の利用者 という分別が行 われ るが、供給 ・

利用 それぞれの 中での細 分類や、供給者 と利用者間の線引 きな ど、一概 には確定 しに くい部分 も

ある。

5)用 語の相互関係…階層性、同義 ・関連語

シソーラスの編成 では、階層関係(上 位語・下位語)、 同義語、関連語 とい った用語 間の関係 を

明示 す ることが行われる。 この種の関係の判別、設定 は、具体的作業になる と容易ではない。階

層 とい って も、何 を評価軸 として評価 した場合 の上下関係 なのか、議論 の余地のあるところだか

らであ る。 しか し、用語の理解 を助 ける意味では有効であるか ら、用語集の編成の際には、 この

ような相互関係 もある程度提示す ることが望 ましい。
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1-6利 用者の視点 体系化の原点

データベース用語の整理、評価、選択 の方法論 をめ ぐって、上述の ような視点での検討 をして

ゆ くなかで、 当面妥当な方式 として、以下の ような結論 に至 った。

1-6--1原 点 と して の デー タベ ー ス利 用者

まず、データベ ース用語 としての重要度、必要性 を評価 する原点 を 「利用者」 にお くとい うこ

とである。 もっともこの際、利用者の規定が問題 になる。データベ ースの普及に伴 って、利用者

層 も拡大 してお り、 どのあた りをもって、 この場合の利用者 の典型 とす るか とい う問題が ある。

ここでひとつの見方は、専門家 との対比 を考 えることであろう。用語 の標準化 は、専門家の間

で ももちろん有用である。しか し、データベースの振興・普及 を促進 する立場か らすれば、 この際、

とか くわか りに くい とされるデータベース関係用語 を整理 して、「一般 に」提供する とい うことが

もっ とも肝要である。 この趣 旨か らデータベース利用者 を規定す るとすれば、それ は職業的専門

家ではない人々 ということになると考 えられ る。単 に利用者 とい えば、代行検索者の ような、デ

ータベースを 「利用」 して
、サー ビス を提供するような専門家 もこれに含 まれ ることになる。そ

こで、 この際 このような専 門家ではない ところの利用者 を想定 し、 その立場か ら、 データベース

の利用 に当たっての、必要知識 を用語集の形で提供 しようと考 えることになる。

藤野委員によるパ ソコン通信 を中心 とした動向分析 にみ るとお り(6章)、 個人 レベルでのデー

タベース利用 は広が っているが、そ こで要求 される知識 には相 当高度かつ先端的な ものが含 まれ

る。従 って、 データベース利用者を原点 に据 える といって も、 それは、必 ず しも初歩的な用語だ

けを選択すればよい ということにはな らない。 この点は、語彙設定上 むしろ好都合 なことであ り、

利用者 とい う視点が、用語整理の原点 としてよ く機能す ることを予想 させる。

1-6-2用 語配置の座標 系

原点 を とりあえず非職業 的な利用者 に設定 した ところで、つぎには、用語 を整理 し、配置す る

べ き座標系が問題 になる。委員会 の経過 の中で、各委員か らそれぞれの立場で重要 と思われる用

語 リス トが提出 されているが、 これ ら全体 を見渡 しつつ、前項 にみた用語 の諸属性 を勘案 し、用

語の整理、位置付 けの次元 ・軸 として妥当な ものを検討 した。

三輪委員によれば(8章)、 データベース関係用語 を、利用者の立場 に立 ちつつ、技術、施策、

産業、利用 という4側 面 に区分 して、利用者側への親密性 に即 して、 これ らの軸上 に配列 して考

えるのが分か りやすい。 これをさらにいいかえるなら、 デー タベース用語には、技術 に関する も

の、施策や社会環境 に関す るもの、 デー タベース関連産業 に関す るもの、及 びデータベースの利

用 に関するもの という4区 分になる。 これによる配置例 は次の ようになる。
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1)技 術

情報 システム技術、通信ネ ッ トワーク技術、 メデ ィア関連技術、ハ ー ドウェア技術、 ソフ

トウェア技術、利 用技術

2)施 策

各国のデータベース事情、各 国のデータベース関連施策、官公庁施策(日 本)、 地域情報化

事業、人材育成策

3)産 業

情報通信産業、情 報サービス産業、電子 出版業、オンライン ・データベース ・サー ビス産

業、パ ソコン通信業、検索代行業

4)利 用

著作権 ・法的諸 問題、利用方法(DPT)、 プレゼ ンテー ション、利用料金、利用案内、ユー

ザ ・インタフェイス、検索 ソフ ト、サーチャー

図1-1用 語配置の座標系

情 報 通 信産 業

情 報 サ ー ビス産 業

電 子 出版 業

オ ン ライ ンDBサ ー ビス産 業

パ ソコ ン通 信業

検 索 代行 楽

DB利 用 技 術

DB関 連 技術(ソ フ ト)

DB関 連 技 術(ハ ー ド)

メデ ィア関 連 技 術

通 信 ネ ッ トワ ー ク技 術

情 報 シ ス テム技 術

↑

＼
‥ ザ

＼
/
術技

著 作権/法 的諸 問 題

利用 方法(DTP)

プ レ ゼ ン テー シ ョン

利 用料 金

手明JU案 内(Directocy)

ユー ザ ・イ ン タ フェ イ ス

検索 ソフ ト

サ ー チ ャー

人 材育 成 策

地 域 情 報化 享 楽

官公 庁 施 策(【 』本)

各 国 のDB関 連 施 策

各国 デ ー タベ ー ス事情

この種の座標系は、用語選択 の際 において一定の基準 を与 えるものであるが、同時 に、用語辞

典 における用語の配列方法 に関する提案で もある。具体的な用語収集作業 を開始す る際 には、再

度検討 を加 え、一層妥 当な星座が描かれるもの と期待 したい。
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1-7各 論の構成 と今後の課題

1-7-1各 論 の構 成

上記 の原点 と座標系 を、用語 の選定 を進 める上 でのいわ ば足場 として、各委員 は、各 自の専 門

とす る領域について、主要 なデータベース関連用語 を選定 して、解説 を行 った。 その際、当該分

野の動向を見渡 して、データベース用語 の標 準化 や、それ に基づ く用語辞典 の編集方式 について

考察 しなが ら、 そのいわば例示 として、重要な用語 を掲 げ、 これ に対する解説 を加 える とい う形

で、各論が展開されている。分野 区分は、 当面、先 に掲げた内外のデータベース事情 ・データベ

ース産業、省庁 におけるデータベ ース関連施策、関連ハー ドウェア技術、関連 ソフ トウェア技術、

通信 ネッ トワーク、パ ソコン通信、電子出版、情報検索、情報管理等 となっているが、論 旨にお

いては必ず しもこれにこだわ らず、 よ り広い観点か らの考察 を含 んでいる。

これ により、現時点および近未来 にお ける、 データベースに関連す る基本用語 はほぼカバー さ

れているとみることができる。つ まり、用語選定の考 え方、枠組 み と具体的 な用語集合 の試案が

ここに与 えられているわけで、今後 これ を再検討 しなが ら、実際の用語集 の作成 に入 ってゆ くこ

とがで きると思われる。

1--7-2辞 典 の 形態 と今 後 の 課 題

ところで、実際に用語集、用語辞典 として まとめるにあたっては、た とえば これ をCD-ROM上

のハ イパーテキス ト的なデー タベース として、関連す る用語間 を トレースで きるようにす ること

が考 えられ る。 これ を、従来の図書形 態、す なわち、1次 元配列で ある本文 に、「を見 よ」式の関

連語への参照 と、人名索引、事項索引 といった数種 の巻末索引 を付加 する方式 と対比 すれ ば、多

面的 ・網羅的検索可能性の点で比較 にな らないほど有効 であろう。 こうした方式 を採用す ること

によ り、先の座標系の ような、多次元の概念空間における各用語 の配置 もその まま表現できるか

ら、利用者 には便利な辞典 になるはずで ある。 さらにこの際、画像 を含むマルチメディア化 も検

討 に値す る。初学者 にとっては、視覚的表現 の方が、文章 による解説 よ り数等分か りやすいか ら

で ある。

はじめに述べた とお り、データベースは幅広 い分野で発展 を続 けてお り、 国際的な交流 もます

ます盛んで ある。 このような現況 において、データベース関連用語の標準化 ・体系化 を考 える こ

とは、 まさに時宜 にかなうところで、 これによ りデータベース関連活動 の一層の進展 を期待 した

いo
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第2章 内外 のデー タベース事情

2-1内 外 デー タベー ス を巡 る動 向 と項 目選 定 の 背 景'

2--2重 要 項 目

2-3お わ り に





第2章 内外 のデー タベ ース事情

2-1内 外データベースを巡 る動向 と項 目選定の背景

2-1-11950年 代

大量のデータをコンピュータで処理 ・蓄積 し、検索 して利用で きるようにしたデー タベースが

登場 したのは1950年 代 のアメ リカであ る。』そ もそも 「データベース」 とい う言葉 の起 源 は50年 代

の米 国防省 にある と言 われ る。つ まり、 当時世界規模 で展開 している兵員、武器 な どに関するデ

ータを集中管理す るため、 コンピュータを駆使 したライブラ リィを開発 した。 これがデータの基

地 とい う意味で データベー ス と呼 ばれるようになった。

また、1957年 の ソ連 の人工衛星 スプー トニク打 ち上 げ成功 は、アメ リカの軍事 ・宇宙技術分野

における絶対的 自信 に多大 のイ ンパク トを与 えた。 これを契機 に連邦政府 は、軍事 ・宇宙分野 に

かかわる大規模情報 システムやデータベースの開発 プロジェク トに一段 と力 を傾注す ることにな

った。 そして1958年 にはNASA(航 空宇宙局)を 設立 すると共 に、エクスプローラの打 ち上 げに

成功 している。 さらに、SAGE(航 空機奇襲 自動対応 システム)が 完成 したの も1958年 で ある。

2-1-21960年 代

1960年 代 には1950年 代末か らスター トした一連のプロジェク トの成果が続々 と出て きた。 まず

1963年 にはケネ ディ大統領 の科学諮問委員会が ワインバーグ報告書を提 出 し、科学技術情報の流

通 について勧告 を行 なった。さ らに同報告 に基づ き、国防省やNASAで 進 められていた大規模 デ

ータベース開発の国家 プロジェク ト成果が民間 に技術移転 された
。SDC社 のORBITや ロ ッキー

ド社 のDIALOGな どである。

一方
、1960年 代 には出版界 におけるコンピュータ利用で注 目すべ き動 きが見 られた。 当時すで

に、科学技術分野 を中心 とする印刷 ・出版物のイ ンデ ックスや アブス トラク ト作成が、論文な ど

の急激 な増大 によって人出 で行 な うには限界 に達 していた。 このためコンピュータ技術 を導入 し

た索引作成が盛 んになったが、 この結果従来の紙 の印刷物 に加 えて、マ シン ・リーダブルな形で

の書誌情報が副産物 として大量に蓄積 された。 これが 「リファレンス ・データベ ース」 として後

に登場 して くる ことになる。

さらに この時期 は、 アメ リカの情報処理サー ビス企業が台頭 し、タイムシェア リング ・サー ビ

ス とい う名 の もとにネ ッ トワー クの拡充 に力 を注 ごうとしていた。GEやADPな ど、後 にRCS

(リモー ト・コンピューテ ィング ・サー ビス)あ るいはネッ トワーク ・サービス企業 と呼 ばれ る

一群 の情報 サー ビス企業の 出現である
。
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2-1-31970年 代

1970年 代 に はア メ リカ の商 用 デー タベ ー ス ・サ ー ビスが本 格的 に開花 した。 まず 、1971～72年

にか けて、SDCや ロ ッキー ド社 が商 用 ベ ー スでORBITやDIALOGを 開始 した。また、ネ ッ トワ

ー ク ・サー ビス企 業 が ホ ス ト ・コ ン ピュー タや ネ ッ トワー ク設備 を生 か してデ ー タベ ー スの デ ィ

ス トリビュー タ として活 躍 しは じめ た。 特 に、 ネ ッ トワー ク企業 は欧州 な ど海 外 市 場 への参 入 を

促 進 したた め、 ア メ リカ のデ ー タベ ー スが 通信 回線 を通 じて海外 か ら容 易 に利 用 で き るよ うにな

った 。 この た め フラ ンス な どで は、 ア メ リカの情報 シス テムや情 報 その もの へ の依 存傾 向が高 ま

る こ とに警 戒 を強 め、情 報 分野 の 自立 を求 めた 「ノ ラマ ンク ・レポ ー ト」(1978年)を ま とめ た ほ

どで あ る。

1975年 にはパ ケ ッ ト交換 技術 を駆 使 した付加 価値 サ ー ビス網(VAN)が 登 場 し、 デー タベ ー ス

の流 通 を促 進 させ た。民 間初 のVANはTelenet社 に よ る もの で あ ったが 、 これ も国防省 の リソ

ー ス シ ェア リ ン グ ・ネ ッ トワ ー ク
、ARPANETの 成 果 を転 用 し た もの で あ る。1960年 代 の

DIALOGな どと共 に、 ナ シ ョナ ル ・プ ロ ジ ェク トの技術 移 転(テ ク ノロ ジー ・トラ ンス フ ァー)

の成 果 として注 目すべ き もの で あ る。

1970年 代 にはわ が 国で もデー タベ ー ス ・サー ビスが 開花 した。1972年 には 日本 経 済 新 聞 に よ る

NEEDS-TSな どオ ンラ イ ン ・サ ー ビ スが スタ ー トした。 そ の後 、 市 況 情 報 セ ンタ ー(後 に㈱

QUICKに 商 号 変更)に よる株 価情 報(QUICKビ デ オ1)、 働 日本 特 許情 報 機構(JAPIO)に よ

る特 許情 報(PATORIS)な どが開 始 され たが 、民 間分野 か らの参 入 は まだ 多 くはな か った。

2-1-41980年 代

1980年 代 はア メ リカ な ど海外 は も とよ り、 わ が 国 にお いて もデー タベ ー ス ・サ ー ビスが 多様化

す る と ともに一 段 と進 展 した。 ア メ リカ で は1970年 代 末 か ら1980年 代 初 頭 にか けて 相次 い でパ ソ

コ ン ・ネ ッ トワー クが 出現 した。特 に、CompuServeな どはその後1980年 代 を通 じて ユー ザ を一

般 個 人 の レベ ル に まで拡大 し、趣 味 あ るい は生活 関 連情 報 の デ ー タベ ー ス を提 供 す るな ど、 デー

タベ ー ス利 用者 の 拡充 に貢 献 した。

同時 に、 この時期 は デ ー タベ ー ス の ビ ジ ネ ス ・ユ ー ス が一 挙 に拡 大 した。 既 述 した よ うに、

1960～1970年 代 のデ ー タベ ー スは その 生 い立 ちか ら見 て も科学 技術 分野 の ものが 多 くユ ーザ も科

学 者 や エ ンジニ ア な ど専 門家 が 中心 で あ った。 しか し、1980年 代 に はデ ー タベ ー ス流通 網 の拡 充

や記 憶 メデ ィアの技術 革 新 に よる フル テ キス ト ・デ ー タベ ー スの登場 な どに よ って、 ビ ジネ ス マ

ンの デー タベ ー ス利用 が 進 んだ。 また 、 デ ー タベ ー ス を作 成 す る プ ロデ ューサ も、 政 府機 関 や学

会 な どか ら、 民 間企業 が 主 力 とな って きた 。 この結 果 、 デ ー タベ ー ス も1960～1970年 代 の 「リフ

ァレ ンス ・デー タベ ー ス」 か ら 「フ ァク ト ・デー タベ ー ス」 が 主流 とな り、 特 に 「金 融 情報 」 な

どオ ンライ ン ・リアル タ イムで利 用 す る形 態 が全 盛 とな った。

また1980年 代 は、 ア メ リカを中心 に デ ー タベ ー ス業 界 で 吸収 合併 が 活発 に行 な わ れ た。 ち なみ
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に、PergamonInfolineに よ るORBIT買 収(1986年)、Knight-Ridderに よ るDIALOG買 収

(1988年)、CompuServeのTheSource買 収(1989年)な どが 相次 い だ。

わが 国 にお い て も、1980年 代 は商 用 デー タベ ー ス ・サー ビス が本 格 化 した。施 策 面 にお い て も、

デー タベ ース 台帳 の刊 行(1983年)、 デー タベ ー ス振 興 セ ンター(DPC)の 設立(1984年)、 産 業

構 造 審議 会 の デー タベ ー ス答 申(1985年)な どが相 次 いだ。 また、地 域 にお ける デー タベ ー ス に

対 す る取 り組 み も活発 化 し、 各地 域 にデ ータベ ー ス に係 わ る協議 会 な どが続 々 と設 立 され た。

民 間部 門 にお い て も、80年 代 中 ごろ には新規参 入 が特 に活 発 にな るな ど、 デー タベ ー ス に対 す

る企 業 の関 心 が 高 まった 。 もっ とも、 わが 国 の参入 形 態 を見 る と、 プロ デ ュー サ兼 デ ィス トリビ

ュー タが 多 い な ど 「デー タベ ース流 通機 構 」 は明確 な もの にな ってい な い。

2-1-51990年 代

1990年 代 には、データベースに格納 される情報の内容、提供形態、そ して利用者な どの多様化

が一段 と進 んで いる。た とえば、データベース化 され る情報 の内容 は、科学技術 か らビジネス情

報、そ して趣味、買物、旅行、 レジャー、予約、健康 など多様化 している。利用者 も専門家 か ら

ビジネスマ ン、 そして個人へ と裾 野の拡大が見 られる。提供形態 もオ ンライ ンが主流 であること

には変わ りが ないが、CD-ROMな どスタン ドアロンの もの も人気がでてきている。

さらに、テキス ト・画像 ・映像 ・音声 といったいわゆるマルチメディアを取 り込んだデータベ

ース も登場 しつつあ る
。今後、通信衛星、放送衛星 あるいはハ イビジ ョンなど、データベースを

取 り巻 くメデ ィアが多様化す ると同時 に、 こうしたメディアが融合(フ ュー ジョン)す る傾 向が

今後次第 に強 くなるもの と見込 まれる。

2-2重 要 項 目

2-2-一 一1デ ー タ ベ ー ス

同義語:電 子情報サー ビス(EIS)、 データバ ンク、知的資源

関連語:デ ータベース ・サービス

参照語:デ ータベース ・マネジメン ト ・システム(DBMS)

起 源:「 データベース」 とい う言葉 の起源 は1950年 代の米国防省 に遡 る。当時、世界規模 で展

開 している兵員、武器 な どをコンピュータを駆使 して管理するための コンピュータ ・ラ

イブラ リィを開発 した。 これをデータの基地(ベ ース)と い う意味でデータベース とい

うようにな った と言われ る。

定 義:デ ータベースの定義 については、国際的に整合性 の とれた ものはない。 このためデー タ

ベースの国際比較 などは困難 な状況 にある。こうした点 を改善するため、目下OECDな

どにおいて研究 が行なわれている。わが国では、改正著作権法 において、「論文、数値、

図形、 その他 の情報の集合体 であって、 それ らの情報を電子計算機 を用 いて検索す るこ
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とがで きるように体 系的に構成 した もの」と定義 されている。。アメ リカにおいては、電

子情報サー ビス(EIS)と 称 され、電子的 に提供 される情報 を広範囲 に とらえている。

デー タベ ースに係わる技術革新が急激 に進展 していることを勘案 して、データベース

の範囲 をより広 く捉 える傾 向が出て きてい る。すなわち、知的資源の高度利用 とい う視

点か ら、データベースの条件 としては、①情報が電子化 されていること、②利用者のア

クションによって必要な情報が必要 な時 に入手で きること、の2点 に限定す ることも考

えられ よう。 また、データベー スを格納す るメデ ィア(媒 体)は 、磁気 テープ(MT)は

じめ、FD、CD-ROM、ICカ ー ドな どいかなる もので もよい。提供方法 も有線 ・無線(公

衆網、専用線、CATV、 衛星)に よるオンラインをはじめ、上記の各種 メディアによる

オフライン(あ るいはバ ッチ)な ど何 で もよい。 さらにまた、電子化 される情報 も、統

計数値、文字、音声、画像は じめ感性 デー タな ど何で もよい。

2-2-2デ ー タベ ー ス ・サ ー ビ ス

関連 語:プ ロデ ューサ、 デ ィス トリビ ュー タ、 イ ンフ ォメー シ ョン・ブロー カ(検 索代 行 業)、 エ

ー ジ ェ ン ト(代 理 店) 、 デー タベ ー ス流 通機 構

用語 間の位 置付 け:産 業軸

定 義:デ ー タベ ー スの構 築、 流通 、検 索 な ど、 エ ン ド ・ユー ザが デ ー タベ ー ス を利 用 で き るよ

うにす るた めの一連 の業務 活 動。 対 価 を と って ビジ ネス ・ベ ー スで行 な う商 用 デー タベ

ー ス活 動 と
、社 内 あ るいは同 一 グ ルー プ内 のユ ー ザ を対 象 に した イ ンハ ウ ス ・デー タベ

ー ス活 動 が あ る
。

実際 のサ ー ビス形 態 と して、 デー タベ ー ス を構 築 す る企 業 をデー タベ ー ス ・プ ロ デ ュー

サ(あ るい は単 にプ ロデ ュー サ)、 流 通 す る企 業 をデ ー タベ ー ス ・デ ィス トリビュー タ(同

デ ィス トリビュー タ)と 呼ぶ 。 デ ィス トリビ ュー タ につ いて は、 ベ ンダ ー と称 す る場合

もあ る。 また、 エ ン ド ・ユ ーザ の 要請 に応 じて検 索 サー ビス を実 施 す る企 業 をイ ンフ ォ

メー シ ョン ・ブ ロー カ とい う。

デー タベ ー ス ・サ ー ビス に参 入 してい る企 業 は これ らのサ ー ビス形 態 の ひ とつ、 また は

複 数 を兼 務 して実施 して い る。 わが 国 で は、 プ ロデ ューサ兼 デ ィス トリビ ュー タの兼 務

形 態 が 多 い。 なお、 デー タベ ー ス の構 築 か ら利 用 まで の一連 の流 れ をデー タベ ー ス の流

通機 構 と称 す る。

2-2-3デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス産 業(デ ー タベ ー ス産 業)

関連語:情 報産業、情報 サー ビス産業、特定サービス産業実態調査

用語間の位置付 け:産 業軸

定 義:デ ー タベース ・サービスに参入 してい る一群の企業あるいは機関が形成す る産業の こと。

ただ し、対価 を とらず に実施 しているデータベース ・サー ビスは含 まない。
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デー タベース ・サー ビス産業の規模 は、通産省 の指定統計である特定 サー ビス産業実態

調査(特 サ ビ)に よれば、平成2年 度で1,886億 円。 ちなみ に、5年 ご との売上高推移

は、1975年144億 円、80年441億 円、85年1,008億 円、そ して90年1,886億 円 となっている。

データベース ・サ ービス産業 は情報産業の一翼を担 うもの と期待 されているが市場規模

自体 は まだ小 さい。なお、情報産業の定義 あるいは範囲 について も国際的に整合性の あ

る ものはない。わが国では産業構造審議会(産 構審)の 情報部会答 申の中で、①電子工

業、②電気通信業、③情報サー ビス業 の3つ を合わせて情報産業 としている。ただ し、

た とえば経済企画庁な どは、上記の他 に出版業、新聞業、放送業な ども情報産業 として

とらえている。

情報 サー ビス業の範囲 も多様 な考 え方があるが、① ソフ トウエア ・サー ビス、②受託計

算がメインであることは事 実である。 データベースは売上高 は小 さいが「情報 その もの」

をサー ビスする ところか ら 「情報の産業化」の代表格であ り、情報 サー ビス分野 におけ

る今後 の期待値 は高い。

2-2--4デ ー タベ ー ス の 分 類

定 義:デ ータベースの範 囲を理解 しやす くす るために、 データベ ースをさまざ まな視点か ら分

類で きる。 た とえば、 データベースに格納 されてい る情報 の分野 という点では、通産省

のデー タベース台帳で は①一般、② 自然科学技術、③社会 ・人文科学、④ ビジネス と分

類 してい る。

デー タの属性 に着 目す ると、 データベースは① リフ ァレンス ・デー タベース と② フ ァク

ト・データベースに大別 され る。前者は文献データベース とも呼 ばれ、書誌 あるいは抄

録 な どオ リジナル情報 を参照す るためのデータベースで ある。後者 はソース ・データベ

ース とも称 され、 オ リジナル情報 その ものを提供す るものである。

また、データベースを用途別 に分類すれば、①商用(コ マー シャル)デ ータベース、②

インハ ウス ・データベース、③パー ソナル ・データベー スに区分 けで きる。 データベー

ス産業 とい う面 では商用 データベースが対象 になるが、戦略情報 システム(SIS)な ど産

業界 における情報利用(産 業の情報化)の 視点に立 てば、 インハ ウス ・データベースの

整備が重要 になる。 なお、 インハ ウス ・データベースについては、企業内だけでな く、

業界 ・学術界 ・官庁 など特定 グループを対象 にしたデータベースを含 む場合 もある。

さらに最近では、パ ソコン通信 な どを利用 して個人 のデー タベース利用が増大 している。

パ ソコンの普及 に ともない、個人用のデータベース を作成す る気運が盛 り上が りつつ あ

る。
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2-3お わ りに

本稿 においては、重要項 目 として① データベース、② データベース ・サー ビス、③ データベー

ス ・サービス産業、④データベースの分類 の4っ しか取 り上 げていない。 また、用語間の位置付

けについて も、十分な考察 を加 えていない。

以上 の二 つの背景にはつ ぎの ような事情 がある。 すなわち、本担当部分(内 外のデータベ ース

関連)に おいては、全体 にかかわ る基本語(例:デ ータベースな ど)が 出て くる。 これ らの基本

語(キ ーワー ドと呼ぶにして も、重要項 目と呼ぶに しても)を どの程度 のレベルで取 り上 げるか

は、他 との連携な しには考 えに くい。

た とえば、 ここでは 「データベース ・プロデューサ」 は言葉 としては登場 して も、重要項 目の

レベルでは紹介 していない。 しか し、データベ ース構築の重要性あるいは国産データベースの意

義 な どに着 目すれば、「プロデ ューサ」は十分項 目にな りうる。 そうなれば 「デ ィス トリビュータ」

な ども連動 して項 目あるいはキー ワー ドとして扱 うべ きものになる。

次 に、用語間の位置付 けについては、①産業軸、②利用軸、③技術軸、④施策軸 の中心 を 「ユ

ーザ」 とするか 「データベース」 とす るか検討する必要が ある。 ユーザ とした場合 は利用軸 との

関連 をどうとるのか、 また、データベース として場合 は本稿のデータベー ス関連 とどう対応 する

のかな ど検討すべ きことが残 されている。

また、実際の辞典編集 に際 して は、各軸で取 り上 げるべ き項 目(あ るいはキーワー ド)を 検討、

整理す る必要があろう。
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第3章 省庁 におけるデータベース関連施策

3-1デ ー タベ ー ス振 興政 策 の動 向

3-2重 要 項 目





第3章 省庁 におけるデータベース関連施策

3--1デ ー タベ ー ス 振 興 政 策 の動 向

データベース関連の振興 政策 は、次 のような構造 を持 っている。

構 想:振 興政策 は通常 は全体的な構想(ビ ジ ョン)の 下 に進 め られ る。つ まり、政策の立案 に

当た っては、現状の認識 と今後の展望 を明 らかに し、 ここか ら導 きだ される課題、課題 を解決す

る方策 としての施策 と言 う順 に具体化 され るわ けである。つま り、具体 的ではあるが、個別的な

課題解決のための様々 な施 策を必要に応 じて実施 すると、現代社会 の複雑 な構造 ・活動 に対 して

時 には矛盾 した効果 を もた らす可能性 がある。国際社会 をも踏 まえた全体的な視野の下 でデータ

ベースの振興 という課題 と体 系的な対応策 を明 らか にす る必要がある。 また、構想の発表 によ り

関連 する課題 とその対応策 を広 く社会 に広報す る効果 も大 きい。全体的な枠組 みを提示 すること

によ り、具体 的な個別施策 の位置づ け ・関連が明 らかになるか らである。 この構想は、実施 主体

によ りさ まざまなレベルの ものが あるが、政府 によ り展開 され る全 国的な もの と、 自治体 によ り

実施 され る地域的 な もの とに分 け られ る。前者 にはニ ュー メデ ィア ・コ ミュニテ ィ(通 商産業

省)、 テレ トピア(郵 政省)、 イ ンテ リジ ェン ト・シテ ィ(建 設省)、 グ リー ン トピア(農 水省)、

NIST(科 学技術庁)等 があ り、後者 にはニ ューフロンティア212計 画(北 海道)、 インテ リジェン

トコスモス構想(東 北)等 がある。

制度、施策:振 興のための具体的な政策 としては、民間の活動 を助成す るもの と、政府 自身が実

施 する もの とに分 けられ る。前者 は財政的な ものが多 く、事業に対 する補助金、政府関係金融機

関 を通 じた事業への出資 ・融資、税制面 での優遇措置等がある。後者 は社会的なインフラス トラ

クチ ャ整備的な ものが多 く、流通のためのデ ィレク トリーや技術基準の整備、技術開発等があ る。

補助金:一 定 の条件 を満たす事業の立 ち上げを支援するため、資金的 な助成 を行 うもので、「重要

データベース」「中小企業 向けデータベース」等がある。

出資 ・融資:民 間の事業投 資への出資 または低利 ・無利子の融資を行 うもので、財政投融資資金

を活用 した ものである。民 間金融 を受 けに くい事業の支援策である。

税 制:条 件 に合致 した事 業支出 に関 する税控除を認 めるもので、「地域情報化促進税制」「情報

化基盤税制」 「データベー ス開発費用 に充てるための準備金制度」等がある。
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デ ィ レク トリ:デ ー タベ ー ス の流通 を促 進 す るた めの もので 、 デ ー タベ ー ス振興 セ ンター が作 成

して い る 「デー タベ ー ス台帳 総 覧 」が あ る。

関係機関:具 体的な制度 ・施策 の活用 に当た っては、民間企業が実施す るもの と、政府が実施 す

る もの と、 どちらで もない関係機関が実施す るものが ある。 これ らの機 関 としては、政府が設立

した法人 と、民間が設立 した法人 もし くは団体がある。

行政内部の活動1振 興政策 は政府が民 間や地方 自治体の活動 を支援 するためのものであるが、デ

ータベースの重要性 は政府内部 において も十分に認識 されている
。 したが って、行政内部の事務

効率化等 を目的 として さまざまな活動が行われてい る。 これ らの活動 は、民間や社会の活動 と密

接 な関係 を持 ってお り、相互に波及 しあ っている といえる。具体的には、政府機 関が相互 に矛盾

な くデータベースを構築 してい くための指針、民間 にとっては情報源 となる各種 データベー スの

構築、データの民間への提供指針等があ る。

3-2重 要項 目(順 不同)

3-2-1重 要 デ ー タベ ー ス(の 構 築 促 進)

通商産業省が昭和61年 度 より実施 してい る支援策の一 つ。産業社会活動 の発展 に必要 となる基

礎的データを網羅的に収録 し産業社会活動の新たな源泉 を産 み出 しうるもの、幅広 く産業社会 に

提供 され るもの、国際的視点か ら戦略性があるもの(日 本独 自でかつ国際的 にも評価 され うる も

の)、 社会的 には構築の必要性 が高 いが情報内容 ・提供形態 に対 する具体的ニーズ ・原情報の収集

体制 ・システム構成の技術 的可能性 の面で不確定要因が多いため、民間のみでは構築が 円滑に進

み に くい、産 ・学 ・官の連携 によ り構築が促進 され る、 とい う条件 に合致 した重要 データベース

について、構築 に向 けたフィージビ リテ ィ ・スタデ ィを行 ってい る。毎年度4～5テ ーマについ

て実施 されてお り、JANア イテムコー ド・ファイル等の既 にサー ビス開始に至 ったもの もある。

3--2-2ニ ュ ー メ デ ィ ア ・ コ ミ ュ ニ テ ィ

通商産業省が進めている地域情報化構想 で、昭和59年 度 よ り地域指定 を開始 している。地域 コ

ミュニティのニーズに即応す る各種モデル情報 システムを構築 し、 その運用 を通 じて影響評価 を

行 うと共 に、情報 システムの普及 を図 り、高度情報化社会の基盤形成 を促進する ものである。 モ

デル地域 における事業主体 に対 しては基盤技術研 究促 進セ ンターか らの出資が、ニ ュー メデ ィ

ア ・セ ンター(民 活法 に指定 された一定の要件 を満たす地域情報化 の中核 的機能 を有 する施設)

を整備する法人 に対 しては日本開発銀行等か らの出資が受 け られ る。構想 を推進す る第3セ クタ

ー法人 に対 しては日本 開発銀行等か らの無利子融資、政府系金融機 関による特利融資が受 け られ

る。公益法人等 による構想 の推進業務 のための基金 へ出掲 を行 う法人 に対 しては、 当該 出損金の
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全額損金算入を認める地域情報化促進税制、ニ ューメデ ィア ・センター一整備事業 を行 う第3セ ク

ター法人 に対 し特別償 却、固定資産税 な どにおける優遇措置 を認 める情報化基盤税制が、それ ぞ

れ講 じられている。

関連語:テ レ トピア

3-2-3デ ー タベ ー ス 台 帳

通商産業省 が昭和57年 度 よ り実施 している、データベース普及支援の制度である。 データベー

ス ・サー ビス企業の申告 に基づ き、データベースの概要 ・利用法 を記載 したデータベース台帳総

覧 を作成 し、一般 に閲覧す る。利用者 は閲覧により必要 とす る情報 を収録 したデータベースの所

在、利 用法 を確認する ことが出来 る。 データベース台帳は、国会図書館、各地域通商産業局、主

要商工会議所 で閲覧す る ことが出来 る。昭和62年 度版 よ り財 団法人 データベース振興 センターか

ら電子化版が発行 されてお り、国内のデータベース ・クリア リング ・サー ビスの向上 に努めてい

る。

関連語:デ ータベース振興セ ンター

関連語:デ ータベース ・ク リア リング ・サービス

関連語:オ ンライン ・デー タベース ・デ ィリレク トリー(郵 政省監修)

3-2-4中 小 企 業 向 け デ ー タベ ー ス(SMlRS)

中小企業向 けデータベー ス(SMIRS:Smal1&MediumenterpriseInformationResearch

System)は 、中小企業 に対す る情報提供 を行 うことを目的 としている。 中小企業事業 団中小企業

情報セ ンターが主体 とな り、中小企業が必要 とする経営 ・技術情報 を収集 し、データベース化 す

る。各地 の中小企業地域情報セ ンターは、 自らの情報収集 によ り地域固有情報のデータベース化

を推進す ると共に、前述 の中小企業向 けデータベース(SMIRS)に よる情報提供 を行 う。

3-2-5国 の 行 政 機 関 に お け る デ ー タベ ー ス 整 備 の 基 本 方 針

昭和62年12月 に行政情報 システム各省庁連絡会議 において了解 された、各省庁 にお けるデータ

ベ ース整備 の基本的方策 を示 した ものであ り、 その考え方は現在 で も継続 されている。 データベ

ースを、業務処理型、政策支援型、共同利用型 に大別 して、類 別毎 に基本 的方向を示す と共 に、

データベースの各省庁 間利用の推進 と公的データの民間提供促進 を示 している。デー タ整備 につ

いて も各省庁個別推進事項 と各省庁共通推進事項 を定めている。各省庁 における現状調査 をほぼ

隔年 で実施 している。

3-2-6政 府 省 庁 に お け るOSl利 用 推 進

異機種 システムの接続 のための国際的な標準プロ トコル として制定 されつつあるOSI(開 放型

システム間相互接続)の 行政機関 における利用を推進することを閣議決定 し、具体 的方策 を順次
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策定 してい る。欧米では政府が調達 するコンピュータはOSIに 準拠 してい ることを義務づ けてお

り、わが国で もなんらかの施策が求 められている。

3-2-7各 省庁保有磁気デー タの民間提供

政府機関が保有 している磁気 データは、データベースの原データ としてかねてか ら民間への提

供が望 まれていた。各省庁 においては法律 により保護 されてい る個人 データや外交等の機密 デー

タ等を除 き、民間に提供可能 なデータを多 く保有 している。特 に統計データについては提供 の要

望が強 く、昭和62年 に統計審議会では統計 データの磁気テープによる民間への提供についての要

領 を作成 し、対象データ、提供体制 と方法、第三者提供 について条件 を明確化 した。 さ らに、統

計 データの都道府県への提供は民 間よ りも優遇 すること、統計以外 の公的データの提供 について

も課題 の検討 を進 めこととした。

3-2-8学 術 情 報 デ ー タベ ー ス

文部省 では学術情報センター、国立大学等におけるデー タベース作成事業 を推進 している。 こ

の中には国際的な協力の下 に作成 されてい るデータベース(国 立遺伝学研究所 のDNAデ ー タベ

ース等)や 、 国際的に当該分野のデータベースがな く世界各 国か ら作成が期待 されてい るもの(筑

波大学の総合高分子物性 データベース等)も ある。 また、科学研究費補助金の研究成果公開促進

費 により、 データベースの必要性 は高いが欠落 している分野、我が国が当該分野の研究又は情報

のセ ンター となってい る分野等 を重点に、学術情報 システム等 を通 し公開利用 を図 ることを目的

とす るものを対象 として、学会 や研究者 グループによるデータベース作 成 を支援 している。

関連語:学 術情報ネ ットワー ク

3-2-9生 涯 学 習情 報 デ ー タベ ー ス

人々が求める学習情報のニーズに対応 するため、文部省では昭和62年 度 よ り県 と市町村が一体

となって生涯学習情報のデータベース化 ・ネ ッ トワーク化 を図 り、情報提供や学習相談 に応 じら

れる体制の整備 を推進す るため、補助事業(生 涯学習情報提供 システム整備事業)を 実施 してい

る。 これは、 コンピュー タ等 を活用 して、各種の学習機会等 に関する情報 を体系的に蓄積、整備

し、地域住民への情報提供 や相談 に応 じられる体制 を作 る ものである。

3-2-10学 術 情 報 ネ ッ トワー ク

文部省では昭和62年 より学術情報セ ンター を中心 として全 国の国公私立大学の図書館 ・計算機

セ ンター等、更 には海外機関(米 国国立科学財 団、英国図書館)を 高速 デジタル専用回線 で結ぶ

学術情報ネ ッ トワークの整備 を推進 している。 このほか、学 内の各種 コンピュータ と研究室や教

室の端末 を光 ファイバーで接続 し、情報流通の学 内促進 を図 るキ ャンパ ス情報 ネ ットワー ク(学

内LAN)に 関 しては国立大学の大規模 整備 を進めている。
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3-2-11テ レ トピ ア

郵政省が推進 している地域情報化構想で、昭和59年 度 よ り地域指定 を開始 してい る。CATVや

ビデオテックス、データ通信等のニ ューメディアを用 いて地域社会の振興 を図る ものである。事

業に対す る支援措置 として、 日本開発銀行等か ら第3セ クターへの無利子融資、民 間が実施 する

事業 に対 する財政投融資、利子補給 ・債務保証等 を行 う公益法人(テ レ トピア基金)設 立 に係わ

る民 間か らの出損に対す る損金算入措置、 テレ トピア推進法人が行 う試験研究 に対 する基盤技術

研究促進 セ ンターか らの出資な どが講 じられている。

3--2-12科 学 技 術 情 報 の全 国的 流通 シス テ ム(NlST)

科学技術庁が昭和44年 の科学技術会議答 申に基づ き推進 している構想で ある。科学技術 に関す

る諸活動の効率的な推進 のため、科学技術情報流通の円滑化 を図 り、各種情報機関を有機的に結

合 させ、全国的流通 システムを整備確立 しようとする もの。提供情報(デ ータベース、案内情報、

原文献)の 充実、情報流通体制の整備、情 報の国際流通の促進 と地方展開、情報収集 の強化 ・充

実、情報提供機能 の高度化 を行 っている。

関連語:日 本科学技術情報 セ ンター(JICST)

3--2-13日 本 科 学 技術 情 報 セ ン ター(JICST)

わが国にお ける科学技術情報流通の中枢的機関 として設立 された科学技術庁所管の特殊法人で

ある。同セ ンターでは科学技術文献 データベース、各種 フ ァク ト・データベースの構築や関連技

術開発 を推進 してい る。文献 データベース としては、内外の科学技術文献 等を収集 しデータベー

ス化 し、オ ンライン(JOIS)や 冊子体 で提供 し、重要度 の高 い ものは英文 データベース化 を進め

てい る。技術 開発 としては文献 デー タベース作成支援 、 日英機械翻訳等の各 システム開発 を進め

てい る。

関連語:JOIS

3-一一2-14デ ー タベ ー ス事業 に対 す る金 融 ・税 制 支 援

通商産業省 の 「データベース構 築者 に対 する税制措置」は、将来発生 するであろうデータベー

ス開発費用 に充て るための準備金制度である。同省の 「民間 におけるデータベース構築 に対す る

支援」 は、 日本開発銀行 による、データベース構築法人 に対す る出資、 および民間 においてデー

タベースを構築運営す る者 に対す る資金の低利融資である。郵政省では民間 におけるデータベー

ス流通 を促進す るため、第2種 電気通信事業者 のオ ンライ ン ・データベ ース提供設備 を対象 とし

て、 その購入 に必要な資金 を日本 開発銀行等 を通 じて低利融資する制度 を設 けてい る。
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3-2-15財 団 法 人 デー タベ ー ス振 興 セ ン ター

通商産業省所管の財団法人で、データベース作成の助成金、 データベース白書の発行、 データ

ベース関連調査の実施、デー タベース普及のための事業等 を行 っている。

3-2-16著 作 権

データベースは著作権法 によ り著作物 として保護 を受 けている。データベースの作成 における、

原資料の収集、選定、 データベース体 系の設定、情報の分析、加工、 キーワー ドの選定 ・付与、

ファイルの作成 とい う一連 の過程 に、通常の創作 的行為 と評価 しえる知的活動が含 まれている と

の認識が確立 されている。

3--2-17財 団 法人 日本 特許 情報機 構(JAPIO)

特許庁所管 の財 団法人 で、 日本の特許情報、外国の特許清報、外国向 けの特許情報(英 文抄録)

のデータベースを提供 している。 日本 の特許情報 は、特許、実用新案、意匠、商標 の書誌 データ、

抄録、図面 等が総数1,000万 件 以上 にの ぼ り蓄積 され てい る。外 国 について はオース トリアの

INPADOC(国 際特許情報セ ンター)よ り提供 を受 けている世界52か 国の特許書誌データで総件数

は1,200万 件以上にのぼる。 これ らの特許情報 はオ ンライン・サー ビス(PATOLIS)に よ り国内

外 に提供 されている。外国向けにはわが国の公開特許の書誌データお よび抄録 を英訳 した もので、

海外 にオ ンライ ン ・サー ビスを行 ってい る。
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第4章 デー タベース関連ハ ー ドウェア技術

4-1重 要 項 目





第4章 デー タベ ース関連 ハー ドウ ェア技術

4-1重 要 項 目

4--1-1デ ー タベ ー ス ・ハ ー ドウ ェ ア ・シ ス テ ム(databasehardwaresystem)

デ ・・一一タベ ー ス ・シス テ ム は、 デ ー タベ ー ス管理 シス テム(DBMS:ソ フ トウ ェア)を 利 用 した

コ ン ピ ュー タ応 用 シス テ ムの一 つで あ る とい う こ とが で き る。 した が って、 デー タベ ー ス ・ハ ー

ドウ ェア ・シス テム は コ ン ピ ュー タ ・ハ ー ドウ ェア ・システ ム と基 本 的 に同 じで あ る。 情 報 シス

テム のハ ー ドウ ェア ・シ ス テム も同様 で あ る。 デー タベ ー ス ・ハ ー ドウ ェア ・シス テム は デー タ

ベ ー ス セ ンタ ー、通 信 ネ ッ トワー ク と端 末装 置 で構 成 され る。 デ ー タベ ー ス を意 識 した デー タベ

ー ス ・ハ ー ドウ ェア ・シ ス テム の基本 構 成 は図4-1の よ うにな る。

図4-1デ ー タベ ー ス ・ハ ー ドウ ェア ・シ ス テ ム基 本構 成 図
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最近 は高性能 な汎用 マイクロ ・プロセ ッサを使 った高機能なパ ソコン、 ワークステー シ ョンの

普及、高性能ネ ッ トワークの整備 ・技術の進歩、光技術 による高密度記憶装置の実現 などにより

大規模 ・高性能 ・分散 ・高信頼化 を指 向している。

大 きな流れ としてはダ ウンサイジング(小 型化)、 ネ ットワー キング、オープン ・システム化、

マルチ メデ ィア化が進行 している。 これ らの現象 は、 いずれ も利用者 にとって低価格化 ・容易 な

操作 な どのメ リッ トを提供 す ることになってきてい る。

また、CD-ROM、CD-1、ICカ ー ドなどの新 しい記憶素子の普及 はパ ッケージ型 のデータベ

ースを実現 してお り、移動型携帯 データベースとして新 しい利用分野 を開発 しつつある。
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4-1-2デ ー タベ ー ス ・セ ン タ ー(databasecenter)

データース ・セ ンターは、大量のデータを記憶す るための磁気 ディスクな どの記憶装置、デー

タの処理 ・管理や利用者か らの検索要求 を処理す るためのホス ト・コンピュータ(デ ータの入力 ・

変更 ・管理のための入 ・出力装置お よびその他 の周辺装置 を含む)と 端末 と通信 をす るた めの通

信制御装置か ら構成 されてい る。

記憶装置 はデータベース ・ハー ドウェア ・システムの特徴 の一つで あ り、大容量性 と高速性 を

両立 させるために記憶容量 とアクセス速度 の異なる記憶装置 を複数個組み合 わせ る。アクセス頻

度 の高いデータは高速記憶装置 に記憶 す るな ど高速小容量か ら低速大容量 までを階層的に構成 し

て使用 してい る。記憶媒体 には磁気 ・光記録現象を利用 した磁気デ ィスク、光 ディスク、磁気 フ

ロッピィー ・デ ィスクな どが使 われてい る。

関連語:デ ー タベース ・マシン(databasemachine)

デー タベース管理 を行な うの に適 した専用 プロセ ッサをホス ト・コンピュータ とデータ

ベー ス ・ファイル(記 憶装置)の 間においてデータベース処理の高性能化 を計 っている

データベース専用の コンピュー タ ・システムである。 この専用 プロセ ッサの ことを通信

制御用のフロン トエ ン ド ・プロセ ッサに対 してバ ックエ ンド ・プロセ ッサ と呼ぶ ことが

ある。 システム構成例 を図4-2に 示す。

図4-2デ ー タベースマシン構成概念図
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4-1-3通 信 ネ ッ トワー ク:第5章 を参 照

4-1-4端 末 装 置(デ ー タベ ー ス 端 末 装 置)(dataterminalequipment)

LSIの 技術 を使 った各種のマイクロ ・プロセ ッサの発達 によ りそれぞれの使用 目的にあった端

末装置が開発 されている。

端 末装置のハー ドウェアの基本構成 は コンピュー タ ・システムの基本構成 と同 じである。 つま

り、マイクロ ・プロセ ッサが担 当す るデータ処理機能に図4-3の ような機能が付加 されて構成
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されている。 それ ぞれの機能 は用途 によ り選択 され各種各様 な端末装置が実用化 されている。

パ ソコンを例 に とってローエン ド機か らハ イエ ンド機 までを展望する と表4-1の ようになる

だ ろうと予想 されている。

図4-3端 末装置(デ ー タベース端末装置)構 成 図
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表4-11995年 のパ ソ コン仕 様

ロー エ ン ド機 ミ ドル レンジ機1ハ イ エン ド機

形 態 ラップトップ(ポータブル) ラ ップ トップ

1

デスクトップ

性 能 4～10MIPS 10～30MIPS 30～50MIPS

主要CPU 80386 80486 80586

主 要OS MS-DOS(Wind。ws) OS/2,MS-DOS OS/2,UNIX

主 記 憶
2～8Mバ イト

[4MDRAM朋1

8M～32M/1イ ト

[4MDRAM使 用]

32M～128Mノ{イ ト

[16MDRAM使 用]

外 部HDD(非 交換) 40Mバ イト 40M～200Mバ イト 300M～IGバ イト

記憶
交 換

FD(IM,4Mバ イト)

lCカ ー ド

FD(IM,4Mバ イト)

光磁気ディスク

(100Mバ イト)

FD(1M,4Mバ イト)

光磁気ディスク

(600M～1G/1イ ト)

デ ィス プ レイ
ノーマル/モ ノクロ ノーマル/カラー

ハイレゾ/モノクロ(加 一)

ハイレゾ/カラー

スーパーハイレゾ/カラー

価格(基 本構成) 10万 ～30万 円 20¶万～80万i80万 ～

※;淵紬 織 胤 ㌦㍊嚇 『解像度
出展:NlKKElBYTE/OCTOBER|989
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関 連語:パ ソコ ン(personalcomputer)/ワ ー プ ロ(wordprocessor)

パ ソコ ンや ワー プ ロ を端 末装 置 として使 った シス テ ム にパ ソ コ ン通信 シ ステ ムが あ る。

本 シ ステ ム は各 種 の デ ー タベ ー ス と接 続 され てお り、 もっ とも一 般 的 な デー タベ ー ス端

末装 置 として通 信 機 能付 きパ ソ コンや ワー プ ロ を使 用 す る こ とがで きる。

関連 語:ワ ー ク ステ ー シ ョン(workstation)

オ フ ィス、 エ ンジニ ア リング部 門 にお け る専 門家 の 非定 型 的 な業務 を処 理 す る コ ン ピュ

ー タ ・シ ステ ムで あ る。 ハー ドウ ェア と して、 スー パ ー ・コ ンピ ュー タな みの処 理 速 度、

高解像 度 ビッ トマ ップ ・デ ィス プ レイ、 大 容 量記 憶 装置 、 通信 機能 を備 えてお り、 性 格

の異 な る業務 分 野 全 て に対応 で き る。将 来 的 には、 知識 ベ ー ス を支援 す る シス テム に発

展 す る可 能 性 が高 い 。

デ ー タベ ー ス端 末 装 置 と して高 度 な機 能 を持 って い るの で専 門 的 な複 雑 なデ ー タ(図 形

等 を含 む) .を 取 り扱 う こ と もで きる。

関連 語:ビ デ オ テ ック ス(videotex)

ビデ オ テ ック ス ・シス テム は、広 く普 及 して い る電 話網 、 テ レ ビ ジ ョン受 像機 とコン ピ

ュー タを組 み合 わ せ た大衆 向 けの情報 検 索 サ ー ビスで あ り、安 い費 用 、簡 単 な操 作 、 図

形 に よ るわ か りや す い情 報 の表 現 に重点 を置 い た コ ン ピ ュー タ ・シス テム で あ る。 シ ス

テ ム は各 種 の デ ー タベ ー ス ・セ ンター と接 続 す る こ とが考 慮 されて お り、 一般 的 な 日常

情 報 の利 用 に は便 利 な シ ステ ム とい う ことがで き る。 その端 末装 置 も操 作 が容 易 にな る

よ うに設計 され て い る。

関連 語:フ ァ ミコ ン(fainilycomputer)

フ ァ ミコ ンの構成 もコ ン ピ ュー タ と同 じで あ るか ら通 信 機能 を付加 す る こ とに よ り限 定

され た デー タベ ー ス ・サ ー ビス を受 ける こ とが で き る。 フ ァ ミコ ンが 対 象 とす るデ ー タ

ベ ー ス ・サ ー ビス は フ ァ ミコ ン専 用 の シス テム を介 して サー ビス され る ことに な る。 デ

ー タベ ー ス ・セ ンター で は、 フ ァ ミコ ン用 に表 示 フ ォー マ ッ ト、 検 索手 順 な どの変換 を

し、 フ ァ ミコ ン通 信 用 の通信 イ ンタ ー フ ェー ス装 置 を設 置 す る。

関連 語:電 話 機(telephoneset)

電話(音 声)を 使 って限 定 され た分 野 の デー タベ ー ス ・サー ビス をす る こ とが で きる。

デー タベ ー ス ・セ ンター で は デー タベ ー ス ・シス テム の入 出力 部 に音 声認 識 ・音 声合 成

装 置 を設 置 して デー タ と音 声 の メデ ィア変 換 をす る こ とに な る。

特 に、 マ イ ク ロ ・プ ロセ ッサ を内蔵 して簡 易 キー ボ ー ド機 能 とデ ィスプ レイ機 能 を もっ

た多機 能電 話機 は デ ー タベ ー ス の簡易 端 末 として利 用 す る こ とが で きる。

関 連語:フ ァック ス(facsimile)

デ ー タベ ース の ア クセ ス に電 話機 、 その 出力 に フ ァ ックス を使 用 す る こ とに よ り図形 等

のハ ー ドコ ピー ・デー タ をサ ー ビスす る こ とが で きて、電 話(音 声)に 比 べ て利 用範 囲

が広が る。 デー タベ ー ス ・セ ンター で は コ ン ピュー タ ・デ ー タ とフ ァッ クス ・音 声 デー

一24一



タ とのメディア変換装置 を設置す る。

4-一一1-5マ ル チ メ デ ィア ・デ ー タベ ー ス(multimediadatabase)

文字、数値、図形、画像、映像、音声等性格の異 なるデー タを一元的 に処理、管理 して、利用

者が相互に関連付 けて検索 できるデータベースを指す。

画像、映像 データは文字、数値 データに比べて数十倍 か ら数百倍 のデータ(物 理量)を 必要 と

す るために高密度記憶、高速度データ処理、高速通信ネ ッ トワークの技術 とそれ を実現す るため

の高密度磁気 デ ィスク、光 ディスク、LSIな どのハー ドウェアが不可欠である。

関連語:画 像 データベース(imagedatabase)

大量の画像デー タを蓄積 する ことを 目的に したデータベ ースで画像 データ と ともに文

字 ・数値 データが格納 され、検索や管理の目的に使用 され る。

画像 データベースの典型 として絵画などの美術品 を高精細 なカラー画像 ・映像 と文字、

数値、音声で作品 の解説をしたハイ ビジョン ・ギャラリー ・システムが実用化 されてい

る。 その構成例 を図4-4に 示す。

図4-4ハ イビジ ョン ・ギ ャラ リーシステムの構成例

ハイビジョン

データベース*1

ハイビジョン
ビデオ デ

ィスプレイプロセ
ッサ*2 装 置

標準 テ レビ

デー タベー ス*1

(光 デ ィス ク)

文 字 ・数値 ・図形

デー タベ ー ス

(磁気 デ ィス ク)

パ ソ コ ン

ま た は

ワ ー クス テ ー シ ョ ン

ピ㌫ 劃

匡

*1:映 像 ・画像 ・音声情報

*2:映 像 ・音声信号処理機能
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第5章 通信 ネ ッ トワー ク

5-1通 信 ネ ッ トワー クの 動 向

現在 の通信 ネ ッ トワークはISDN、LAN等 に代表 され るように、通信 のディジタル化が大いに

進展 し、 もともとデ ィジタル情報 を扱 うコンピュータとの親和性が高い と言われ始 めてか ら久 し

いo

電話 を中心 とした通信ネ ッ トワー クはアナログ技術 をベ ースに して発展 して きた。現在、約

5,500万 加入 を収容 するわが国の公衆電話網 も、その大半はアナログをベースに構築 されて きたネ

ッ トワークである。データベースをアクセスする場合 にも、デー タ端末か ら通信 回線 を通 して情

報 を伝送す る場合 には、 まだ まだモデムを介 してデ ィジタル情報か らアナ ログ信号への変換が よ

く行われてい る。

しか し、通信 のディジタル化 は最近、著 しい普及 を見せ るようになっている。通信のデ ィジタ

ル化の起源は、1937年 に英国の リーブスがPCM(パ ルスコー ド変調)方 式 を発明 した時点 まで遡

るが、当時は まだディジタル化 のための技術が な く、 日の目を見 ることはなかった。 しか し、第

2次 世界大戦 の後、 コンピュータが開発 されて以来、1948年 には トランジスタが発明 され、 さ ら

に1959年 には米 国TI社 の キ リー らによってIC(集 積 回路)の 着想が発表 され、半導体技術 は

LSI、 超LSIへ と長足 の進歩 を遂 げた。

このような半導体技術の進歩 は、当然通信技術 の分野 にも取 り入れ られる こととな り、 デ ィジ

タル処理 を必要 とする通信のディジタル化 が経済的 に実現できるようにな った。 その結果、 まず

わが国では1965年 、主 に電話局 と電話局間を結ぶ中継伝送路がデ ィジタル化 された。 その後、 中

継伝送路のデ ィジタル化 は着実 に進 み、伝送媒体 に も光 ファイバー ・ケーブルが使用 されるな ど、

大 きな進歩 を示 した。一方、オンライン ・データベース ・システム等に関する加入者回線 には、

以前 として電話網 やアナログ専用回線等が使用 されていたので、伝送速度や接続遅延時間、伝送

品質 などの点で次第 に問題 が発生するようにな った。

そ こで、1978年 にはコンピュータ通信 に適 した専用回線 としてディジタル専用回線サー ビス、

いわゆる符号品 目回線サー ビスが開始 され、 さらに不特定多数間の通信 を可能 とす る公衆 データ

網 として、DDXの 回線交換 サー ビスが1979年 に、またパ ケッ ト交換サー ビスが1980年 にそれぞれ

サービスを開始 した。 さらに高速 ・大容量 のデ ィジタル伝送 を可能 とする高速 ディジタル伝送サ

ー ビス も1984年 か ら開始 されている
。

また、通信ネ ッ トワークで伝達 する情報 も電話やデー タ通信で扱 う音声や コー ド情報 だけでは

な く、 ファクシ ミリ情報 や図形情報 も伝送 したい とい うニーズが次第 に高 くな り、1981年 には フ

ァクシ ミリ通信網サー ビス、1984年 には ビデオテックス通信サー ビスが開始 された。 このため、

各通信 メデ ィア対応に個別のネ ッ トワークが構築 されて きたが、 これで は、ネ ッ トワークにお け
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る規 模 の経 済 が全 く働 い て こな い。 しか し、 通 信 の デ ィジ タル 化 が 現 実 の もの とな り、電 話 、

DDX、 フ ァク シ ミ リ通 信 な どい ず れの ネ ッ トワー ク もデ ィジタ ル とい う共通 技術 に よ り統 合 化 で

きる とい う見通 しが え られ、 通 信 のマ ル チ メ デ ィア化 が一 気 に加速 す る こと とな った。

この た め、 これ らの サー ビス を統 合 して提 供 し よ う とい うISDN(IntegratedServicesDigital

Network)の 実現 に対 す る期 待 が 高 まった。日本 で は、NTTが1988年4月 にINSネ ッ トとい う名

称 で サー ビス を開始 し、 まさに通信 の デ ィ ジタル化 に よ りマル チ メデ ィアの伝 送 に適 した経 済 的

なネ ッ トワー クが構 築 され た。 この よ うに通 信 ネ ッ トワー ク は、 その デ ィジ タル技術 に よ り大 き

な変革 を もた ら され た の で あ る。

また、通 信 ネ ッ トワー ク は公 衆 網 や専 用 回線 を利 用 したWAN(WideAreaNetwork)の 分 野

のみ な らず、 企 業 内 に閉 じたLAN(LocalAreaNetwork)の 分野 で も大 きな進 歩 を見せ た。10

Mb/s以 上 の 高速 な通 信 が可 能 なLANは 、ホ ス ト・コ ン ピュー タ と端 末 間 で高速 の デー タ通 信 を

実 現 す る もの と して拡 大 して きた。また、各 フロ ア毎 に支線 のLANが 張 り巡 らされ る と、これ ら

の支線LAN同 士 を結合 した幹 線LANに 対 す るニ ー ズ も高 くな り、100Mb/sの 速 度 で伝 送 可 能

なFDDI(FiberDistributedDigtalInterface)も か な り導入 され る よ うに な った。

一 方
、パ ソコ ンLANは ビ ジネス処 理 や ソフ ト開発 分 野 を中心 に、その適 用 が徐 々 に拡 大 され る

傾 向 に あ り、 イ ンハ ウス ・デ ー タベ ー スで はパ ソ コ ンLANが 極 めて有 効 に適 用 され よう。

また、現 在 のLANとWANに お け る通 信速 度 は、お おむ ね2桁 の違 い が あ る。す な わ ち、LAN

間 を専 用 回線 やISDN回 線 で接続 す るLANの イ ンタ ー ・ネ ッ トワー キ ング を経 済 的 に実 現 す る

場合 に は、WANの 速 度 と して64Kb/s程 度 を選 択 す る場 合 が 多 く、この通 信 速度 が ボ トル ネ ック

とな ってい る。したが って、LAN間 を高速 に接続 す る もの として、数 十Mb/s以 上 の 速度 で通信

で き るMAN(MetropolitanAreaNetwotk)と い う概 念 が米 国で 生 まれ て きた。 日本 で も、1992

年 内 には近距 離 間 にお け る156Mb/sの 超 高速 デ ィジ タル専 用 サ ー ビスの提 供 が 予 定 され て い る。

この よ うに パ ソ コ ンLANやWS-LANが 普及 す るに つれ、 従 来 ホ ス ト・コ ンピ ュー タ と端 末

を通 信 ネ ッ トワー クで結 ん だ オ ンラ イ ン ・システ ムで はホ ス ト ・コ ン ピュー タ の役割 や 機 能分 担 、

さ らに はシ ステ ム全体 の信頼 性 や経 済 性 の観 点 か ら、 分散 処 理 への 指 向が 高 ま ってい る。 また、

ネ ッ トワー ク ・コ ンピ ュー テ ィング、 ク ライ ア ン ト ・サ ーバ モデ ル とい った ハ ー ド ・ソフ ト資源

の共 用 化 の概念 や、 エ ン ド・ユー ザが コ ン ピュー タ ・シス テム を簡単 に利 用 しアプ リケー シ ョン ・

ソフ トを開発 す るエ ン ド ・ユーザ ・コ ン ピュー テ ィ ング とい う考 え も普及 して きて い る。

以上 の よ うにオ ンライ ン ・デ ー タベ ー ス ・シス テム か らみ た場合 の通 信 ネ ッ トワー ク は、 その

シス テム の重要 な神経 系統 の役割 を満 た す もの で あ り、 いつ で も、 ど こで も、 簡 単 にデー タベ ー

ス に アク セ スで きる手 段 を提 供 す る。 しか し、 そ の ネ ッ トワー ク構 成 に関 して は、利 用 で き るサ

ー ビスの選 択 の幅 が 拡大 して きた結 果 、 逆 に通 信 ネ ッ トワー クに関 す る豊 富 な技 術 や知 識 、経 験

が な けれ ば、 な か なか最 適 な ネ ッ トワ ー ク を構 築 して い くこ とが難 し くな って い るの も事 実 で あ

る。 す なわ ち、通 信 の デ ィジ タル化 に よ りサ ー ビスが多様 化 した の み な らず、 通信 の 自由化 の進

展 に よ りVANサ ー ビス も数 多 く出現 して きて お り、 どのネ ッ トワー ク を選 択 し、 ど うい う形 態
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のネ ッ トワーク構成 とす るかな どが大 きな課題 となっている。例 えば、通信ネ ッ トワークの選択

に当たっては、 データベー スへの アクセス頻度、通信速度、利用料金な どの様々な要素 を総合的

に評価 してい く必要が ある。

なお、上に述べて きたような ことは通信ネ ットワークの物理的 なレベル を中心 にした もので、

端末 か らオ ンライン ・データベースをスムーズ にアクセスするためには、通信 プロ トコル も同一

のプ ロ トコルを採用 しない と、端末 とホス ト・コンピュータ間で うまく通信がで きな くなる。最

近の システムではマルチ ・ベ ンダによるシステム構築が当た り前 となってお り、通信 ネ ッ トワー

クのみな らず、通信プ ロ トコルの選択が大 きな課題 となっている。

さらにデータベースか らの情報が人 間に とって よく理解 され るためには、 コー ドだ けではな く、

グラフィックや画像な ど種々のメディアを扱 える必要があ り、人 間の聴覚や視覚 に直接訴 えてい

くこ とが必要である。通信技術 のマルチメデ ィア化への対応 とともに、デー タベース 自身のマル

チメデ ィアの進展、 さらに人間 との接点 に当た る端末のマルチメデ ィア化が真に一体 となってデ

ータベースのマルチメデ ィアが手軽 に利用できる時代が訪れるもの と思われ る。

5-2重 要 項 目

5-2-11SDN(IntegratedServicesDigitalNetwork)

同義 語:サ ー ビス総合 デ ィジ タル網

関連 語:INSネ ッ ト64、INSネ ッ ト1500、B-ISDN

参 照 語:WAN、 パ ケ ッ ト交換 、LAN

IntegratedServicesDigtalNetworkの 略 で、 日本語 で はサー ビス総合 デ ィ ジタル 網 と訳 され

て い る。

通 信 の デ ィジタ ル化 の進 展 に よ り、 音声 、 デ ータ、 フ ァク シ ミ リ、映像 等 の各 メ デ ィア を1つ

の統 合 され たネ ッ トワー クで交換 ・伝 送 しよ う とす る公衆 網 で あ る。 わが 国 で は1984年 か ら東 京

都 三 鷹 地 区 で 実 験 サ ー ビス が 開 始 さ れ、1988年4月 か らNTTがINSネ ッ ト64と い う名 称 で

ISDNに お け る基本 イ ンタ フ ェー ス のサ ー ビス を開始 した。

基 本 イ ンタ フ ェー ス とは、1本 の加 入 者 回線 を利 用 し、64Kb/sの 通信 速度 を もつ2本 の情 報 チ

ャネ ル(Bチ ャネル)と16Kb/sの 信号 チ ャネル(Dチ ャネル)を 提 供 す るサ ー ビス で あ る。2本

のBチ ャネ ル は独 立 した情 報 チ ャネ ル として利 用 で き、1本 の 回線 で あ たか も2本 の 回線 が あ る

よ うに利 用 で きる。 また、 完全 にデ ィジ タル化 され て い るので、 音 声 に限 らず デー タや 映 像 まで

のメ デ ィア を扱 え る。サ ー ビス開 始 当初 は、64Kb/s単 位 の 回線交 換 サー ビス しか 利用 で きなか っ

たが、1990年6月 か らパ ケ ッ ト通 信 モ ー ドが提 供 され て以来 、INSネ ッ ト64の 利 用者 数 も急速 に

増加 して い る。 な お、パ ケ ッ ト通 信 モ ー ドは64Kb/sの 情 報 チ ャネ ル で も、16Kb/sの 信 号 チ ャネ

ルで もい ずれ も利 用 で きるが 、端 末 多重 が 可能 な の は16Kb/sの 信号 チ ャネ ルの みで あ り、実 際 の

利 用 につ いて は細 部 にわ た る仕 様 や加 入条件 等 を明 確 にす る必 要 が あ る。
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ISDNは 基 本 イ ンタ フェー スだ けで は な く、1.5Mb/sの 速 度 を もつ一次 群速 度 イ ンタ フ ェー ス

も規 定 してお り、わが 国で は1989年6月 か らサ ー ビス を開始 したINSネ ッ ト1500が これ に相 当 す

る。INSネ ッ ト1500で は、23B+Dと い う形 式 と24B/Dと い う2種 類 の契約 形 態が あ り、23B+

Dで は64Kb/sの 速 度 を単独 で使 用 した り、Bチ ャネ ル を6本 束 ね た384Kb/sと い う速 度 で 自由

に使 用 す る こ とが で きる。24B/Dで は、64Kb/s、384Kb/sの ほか 、1536Kb/sの 速 度 で も使 用 で

きるが、 この使 用 形 態の場 合 に は、 別 回線 と してDチ ャネル が用 意 され て い な けれ ばな らな い。

さ らに音 声 や デ ー タ等 を中心 とした64Kb/sの 狭 帯 域 のISDNか ら、動 画 像 な ど非 常 に広 い帯

域(数 十Mb/s以 上)を 必要 とす る通 信 を可能 とす るた め、B-ISDN(Broad-bandlSDN:広

帯 域ISDN)に 対 す る検 討 も開始 され てい る。

また 、ISDNは わが 国特 有 のサ ー ビスで は な く、国 際間 に またが るISDNサ ー ビス も利 用 可能

で あ り、相 手 国 がISDNを 提供 して い る場 合 には、KDDが 国 際ISDNサ ー ビス とい う名 称 で1989

年 か ら米国 、英 国 を始 め と して順 次 サ ー ビス対 象 国 を拡 大 して い る。

以上 の よう にISDNは マ ル チ メデ ィアの 通信 に適 したネ ッ トワー クで あ り、マ ル チ メデ ィア化

が進 んで い るデ ー タベ ー ス の ア クセ ス環 境 と して利 用 で きる最適 ネ ッ トワー クの 一 つで あ る とい

え よ う。

5-2-2LAN(LocaIAreaNetwork)

同義語:

関連語:WAN、MAN、 パ ソコンLAN

参照語:CSMA/CD方 式、 トークンリング方式、 トー クンリング方式、FDDI

LocalAreaNetworkの 略で、 日本語で は企業内情報通信網 といわれ る場合 もあるが、すで に

LANと いう名称が一般化 している。

LANと は、同一構内 または同一建物 内等 において、ホス ト・コンピュータやデータ端末間 をバ

ス形やスター形、あるいは リング形 に接続 して1Mb/s以 上 の通信速度でパ ケ ッ ト化 されたデー

タを高速 に送受信する伝送路 を指す。伝送媒体 としては、 ツイス トペ ア ・ケーブル、同軸 ケー ブ

ル、光 ファイバー ・ケーブルが利用 されている。

LANで は、公衆網 と違 い送信側 と受信側の間 に通信路 を設定 す るコネクシ ョン型 の通信 を行

うので はな く、データを送 りたい装置が勝手 にLANに 向けてデータ・パケ ッ トを無秩序 に送 り出

す方式で、 コネクションレス型の通信 を実現 している。 このため、装置か ら送 り出 されたデータ

同士がLAN上 で衝突する ことにな り、この衝突 をうま く回避す るための制御 が必要になる。この

制御方式が媒体 アクセス方式 と呼ばれ る ものであ り、米国のIEEE802委 員会で3つ のアクセス方

式が標準化 され、広 く利用 されている。CSMA/CD方 式、 トークンバ ス方式、 トー クン リング方

式がそれである。

各 フロアに1～ 十数Mb/sのLANが 設置 されれば、今度 は各 フロア間 を結 ぶLANも 必要 と

なる。 このLANが 基幹LAN(バ ックボー ンLAN)と いわれる もので、ANSIで は、100Mb/s
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の光LAN、 す な わ ちFDDI(FiberDistributedDataInterface)方 式 を標 準 化 した。

デ ー タ通 信 や デ ー タベ ー ス ・アク セス を行 う場 合 、通常 はLAN内 に閉 じた通 信 の ほか、LAN

間 に またが る通 信 も多 い。そ こでLANの 普 及 と ともに、LAN間 接 続 の技 術 も必 要 とな り、ブ リ

ッジや ル ー タ と呼 ばれ るLAN間 接 続装 置 を介 してLANの イ ンタ ネ ッ トワー キ ング が実 現 され

て い る。しか し、1Mb/s以 上 の速度 を扱 え るLANと64Kb/sを 中心 と したWANで は大 きな速

度 ギ ャ ップが あ る。米 国で は この ギ ャ ップ を埋 めるた め、MAN(MetropolitanAreaNetwork)

とい う名 称 の も とに、高 速 の伝 送路 を開発 すべ くIEEEで 標 準化 の作業 が 盛 んに行 わ れ て い る。

MANと は、40～50㎞ の範 囲 をカバ ー し、伝 送 速 度 が数 十～150Mb/sの 能 力 を もつ もので あ る。

当初LANは デー タ ・パ ケ ッ トの転送 が 中心 で あ ったが、デー タ に限 らず音 声 も伝 送 したい とい

うニ ー ズが あ り、IEEE委 員会 で はIVD-LAN(IntegratedVoiceandDataLAN)や 、 さ ら

にツ イ ス トペ ア ・ケ ー ブルや 光 フ ァイバ ー ・ケー ブル な どの有線LANに か わ っ て、無 線LANの

標 準 化 も進 め て お り、 これ らの新 しいLANが 手軽 に利 用 で きる の も間近 と思 われ る。

い ずれ に して も、LANは その高速 性 か らデ ー タベ ー スの ア ク セ ス環境 として は極 め て便 利 に

利用 で きる こ とは 間違 い な か ろ う。

5-2-3WAN(WideAreaNetwork)

同義語:広 域網

関連語:LAN、MAN

参照語:ISDN、 パ ケ ッ ト交換網

WideAreaNetworkの 略で、広域網 と訳 されている。WANは 、新 しい通信サー ビスの名称

ではな く、LANに 対 する概念 として生 まれた用語である。

したがって、WANと は、コモンキャ リアが提供す る専用回線やISDN、 パ ケッ ト交換網、電話

網な どの総称 と考 えるのが妥当である。LANは 各 ユーザや企業 が 自由に設置で きるものである

が、WANは 第一種電気通信事業者が提供 するネ ッ トワークが中心 となる。

広域 な い しは国際 間 にわ た ってア クセスす るオ ンラインのデータベ ー スの場合 には、 この

WANを 利用 してネ ッ トワー クを構築 してい くことになる。現在では、サー ビス機能が極めて豊

富 にな り、料金体 系 もサー ビスによりまち まちであることか ら、最適 なネ ッ トワー クを構築 し、

システムのレスポ ンスや コス ト・パ フォーマンスを高めてい くことに十分な注意が払われなけれ

ばな らない。

5-2-4ビ デ オ テ ックス

同義語:静 止画情報 システム

関連語:キ ャプテ ン(CAPTAIN)

参照語:

一般家庭の テレビ受像機 と情報センタ とを通信 ネ ットワー クで結び、天気 予報、ニ ュース、株
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価情報、各種 の情報案内な どの情報 を文字 ・図形 として映 し出 し、予約やホーム ・シ ョッピング

がで きる静止画情報 システムである。 このためビデオテ ックスは、静止画情報 をオ ンライ ンで提

供す るデータベース ・サー ビスの一種 ともいえる。

ビデオテ ックスは1974年 に英 国で発表 され、1979年 にプレステル という名称でサー ビスが開始

された。わが国では、キャプテ ン(CAPTAIN)と い う名称 で1984年 か らサー ビスが開始 され てい

る。当時、 ビデオテックスを実現する方式 として、 日本の キャプテン方式のほか、北米か ら提案

されたNAPLPS方 式、欧州か らのCEPT方 式 とい う3っ の方式がCCITT(国 際電信電話諮 問委

員会)で 標準化 された。

当初 キャプテンはニューメデ ィア とい うことで大変な期待 を集めたが、情報提供業者 の提供す

る情報内容や、端末装置の価格、通信料金等の問題 もあ り、 ビデオテックス通信網サー ビスの契

約者 は予定 どお り拡大せず、10万 加入 を突破 したのが1990年 に入 ってか らで ある。

なお、NTTで はキャプテン ・システムの機能 を高度化 しハイキャプテン(Hi-cAPTAIN)と い

う名称で新 しい商品を売 り出 している。ハイキャプテ ンとは、INSネ ッ ト64等のデ ィジタル回線

を通 じて、 カラー自然画や文字、図形等の画像情報 のほか、 メロデ ィー等の音声情報 を提供 とす

るプライベー ト形の ビデオ テックスである。

ハイキャプテンで は、指定 した時刻 に指定 した画面 だけを映 し出す同報サー ビス、特定の画面

を特定のメ ンバだけに提供す る閉域接続機能 のほか、画面 タッチによる検索機能な どによ り商 品

案 内、観光案 内、タウン情報な どの きめ細かな情報 の提供 を可能 としている。

5--2--5パ ケ ッ ト交 換 網

同義 語:DDX網

関連 語:X.25

参 照語:通 信 プ ロ トコル 、ISDN、LAN

パ ケ ッ トに よる交換 方 式 で デー タの送 受 信 を行 う網 の こ と。 す なわ ち、 メ ッセ ー ジや テキ ス ト

を一定 長 の長 さで区切 り、 各 々の 区切 られ た デー タ に宛 先 な どのヘ ッダ情 報 を付加 して組 み立 て

たパ ケ ッ トを 交換 単位 と し、パ ケ ッ ト交換 機 で はヘ ッダ情 報 をみ て それ ぞれ の行 き先 にパ ケ ッ ト

を振 り分 けて交換 す るネ ッ トワー クで あ る。

このバ ケ ッ ト交換 は、デ ー タ通 信 用 にCCITTで 標 準 化 が行 わ れた交 換 方式 で あ り、X.25と い う

勧 告番 号で、1976年 に最初 の勧告 が 出 され た。 その後 、X.25の 機 能 が拡充 され るた び に、80年 版

X.25、84年 版X.25、88年 版X.25と い うよ うに改 定 勧 告が な され て い る。 このX.25は 、 デ ー タ通

信 にお ける通 信 プ ロ トコル の1種 で あ り、OSIの レイ ヤ3(ネ ッ トワー ク層)に も適 用 され て い

る。

わが 国で は、1979年 にDDX網 の交 換 回線 サ ー ビスが 、また1980年 にはパ ケ ッ ト交換 サ ー ビスが

開始 され た。 その後 、ISDNが 提 供 され る にい た って、DDX網 の 回線 交 換 サ ー ビス は機 能 的 に

INSネ ッ トサー ビス と同等 の機 能 を もつ こ とか ら、回線 交 換 の 新規 販 売 は行 わ れ な くな り、徐 々
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にISDNに 吸収 されてい く見込みである。また、INSネ ッ トで もパケ ッ ト通信 サー ビスが開始 さ

れているが、DDXの パ ケ ッ ト交換網はすでに20万 回線(電 話網 との網間接続 である第2パ ケ ッ ト

交換 サー ビス も含 む)を 超 えてお り、INSネ ッ トとDDXの パ ケッ ト交換網が相互接続 され る形

で、今後ISDNへ の移行が進むであろう。

パ ケ ット交換 は、 データ通信 に適 したネ ッ トワークであることか ら、オ ンラインのデー タベー

スを構築 してい く上で今後 とも利用 され続 ける と思われる。しか し、DDX網 を利用す るか、ISDN

を利用す るか、 あるいは企業 内データベースの場合 にはセキュリティ上専用 回線 を利用すべ きか、

料金 の問題やデータベースの性質な どか ら総合的 に判断 してい くこと必要である。

5-2-6VAN(VaIueAddedNetwork)

同義語:付 加価値通信網

関連語:EDI

参照語:

ValueAddedNetworkの 略で、付加価値通信網 と訳 されてい る。VANは かな り広い概念で

あるが、通常、第一種電気通信事業者 か ら通信回線 を借 りて、高速 デ ィジタル回線 を低速 の回線

に何本 に も分割 し回線 の再販売 を行 うことか ら、パケ ット交換やISDN等 の通信サ ー ビスの ほ

か、 コンピュータ と組 み合わせて蓄積 サー ビス、プロ トコル変換、 メディア変換、 フォーマ ッ ト

変換等の種々の通信処理 を行 うネ ッ トワー クの ことをいう。

VANを 行 う通信業者 としては、1992年1月 現在、特別第二種電気通信事業者が35社 、一般第二

種電気通信事業者が984社 の数 に も上 っている。

特別第二種業者 はオ ンライン処理や リモー トバ ッチ処理な ど、専用回線 を利用 した企業 向けサ

ー ビスを提供 してい るほか
、異機種の コンピュータを接続す る際 にVANを 経由させ、VAN内 の

コンピュータでプロ トコルや コー ドの変換 を行 うサー ビスが伸びていると言われてい る。一方、

一般第二種業者 はボイスメールやパ ソコン通信な ど
、主に個人 向けサー ビスや、POSと いった流

通VANサ ー ビスを提供 する事業者が多 くなっている。

VANに よく似 た もの として、最近EDI(ElectronicDataInterchange:電 子データ交換)と

い う言葉が注 目を浴びている。EDIと は、企業間における商取引のためのデー タを文書 や伝票な

どの独 自の書類か ら、標準化 されたデータフォーマ ットや規約 にしたがい コンピュータ相互間で

オ ンライ ンによる伝票交換 を可能 とす る方式であ り、見方によってVANと 同一の機能 を果たす

ものである。例 えば、全 国銀行為替ネ ッ トワー クは各銀行間 にお ける為替交換 を行 う業界VAN

で もあ り、EDIで もある といえる。

さらに、1987年 か らは国際VANサ ー ビスが提供 されるようにな り、海外のデータベースへの

アクセス手段 として重要視 されている。
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5-2-7通 信 プ ロ トコル

同義 語:通 信規 約

関連 語:OSI、TCP/IP

参 照語:X.25

機 械 対機 械 が 自由 に通信 す るた め には 、電 話 に よる人 間対 人 間 の通 信 とは異 な り、機 械 同 士が

相 互 に通信 す る場 合 の通信 手順 を きめ細 か く決 めて お く必 要 が あ る。 この通 信 に関 す る取 り決 め

の こ とを通 信 プ ロ トコル また は通 信 規 約 とい う。現 在 、注 目 を浴 び て い る通 信 プ ロ トコル として

は、OSIとTCP/IPが あ る。

OSI(OpenSystemsInterconnection)は 、ISO(国 際標 準 化機 構)で1977年 か ら検 討 が 開始 さ

れ、 異 な る シス テム間 で 自由 に デー タ通 信 を行 う こ とを 目的 として開発 され た通 信 モ デル で あ る。

この通 信 モ デルがOSIに お ける基本 参 照 モ デ ル で あ り、物 理 層か ら始 まって、下 か ら順 にデ ー タ

リンク層、 ネ ッ トワー ク層 、 トラ ンス ポ ー ト層、 セ シ ョン層 、 プ レゼ ンテ ー シ ョン層 、応 用 層 の

7レ イ ヤにわ た る プロ トコル を規 定 して い る。OSIの プロ トコル は、 す べ て新規 に制 定 され た の

で は な く、 す で に広 く採用 され て い るプ ロ トコル につ い ては、 その まま採 用 され て い る。 例 えば

デ ー タ リンク層 で はHDLCが 、 また ネ ッ トワー ク層 で はX.25が 適 用 され て い る。

さ らに応 用 層 に関 す るプ ロ トコル として も、 フ ァイル転送 プ ロ トコル や 、 トラ ンザ ク シ ョン処

理 、電 子 メール 、 デ ィレ ク トリな どの ほか、 離 れ た シ ステム 内 に あ るデー タベ ース に ア クセ スす

るた め の規 格 で あ るRDA(RemoteDatabaseAccess)な どが 開発 され て い る。

一 方
、TCP/IP(TransmissionControlProtocol/InternetProtocol)はARPANET用 とし

て 開発 され た もので 、米 国防 総省(DOD)が 採 用 した プ ロ トコル仕様 で あ る。TCP/IPはOSIの

階 層 に対 応 させ る と、 トラ ンスポ ー ト層及 び ネ ッ トワー ク層 に対 応 す るプ ロ トコル で あ るが、 広

義 に は端 末 間 でオ クテ ッ ト単 位 の通 信 を実行 す るTelnetプ ロ トコル、Telnetを 利 用 して フ ァイ

ル 転送 を実行 す るFTPプ ロ トコル 、簡 易 な ネ ッ トワー ク管 理 プ ロ トコル で あ るSNMPな ど応 用

層 に対 応 す るプ ロ トコル まで も含 めて い う場合 もあ る。

また、TCP/IPはOSIに 先 行 して開 発 され、ARPANETの プ ロ トコル と して その 仕様 が公 開

され て い た こ とや、UNIXにTCP/IPの プ ロ トコルが実装 され 、WSで 容 易 に利 用 され る と とも

に、コネ ク シ ョンレス型 の通信 で あ るLANと の親和 性 が高 か った こ とな どに よ り、業 界標 準 とし

て広 く利 用 され てい る。

デー タベ ー ス ・システ ム に限 らず、 一般 的 にオ ンライ ン ・シ ス テム を構 築 す る場合 に は、 通 信

プ ロ トコル の選定 が大 きな問題 とな るが、 シス テムの マ ルチベ ン ダ化 が 進 ん で い る現 状 を考 え る

と、 な るべ く標 準 として広 く使 用 され て い るプ ロ トコル を選 定 して い くこ とが重 要 で あ る。
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5-2-8ネ ッ トワ ー ク ・コ ン ピ ュー テ ィ ン グ

同 義語:ク ライ ア ン ト ・サ ーバ ・モ デル 、 ク ライ ア ン ト ・サ ーバ ・コ ンピ ュー テ ィ ング、 クラ イ

ア ン ト ・サ ー バ方 式

関 連語:パ ソ コ ンLAN、 分散 処 理

参 照語:

パ ソ コ ンやWS、LANの 急速 な普及 に よ り、分散 処 理型 の コ ン ピ ュー タ・シス テ ムで あ るネ ッ

トワー ク ・コ ン ピ ュー テ ィ ング とい う新 しい概 念が 生 まれ て きた。

従来 メ イ ン フ レーム で集 中的 に処理 して きた デー タベー ス管理 、 計算 処 理 、通 信 な どを、 メイ

ンフ レー ム の パ ワー や機 能 を分割 して それ ぞれ の業 務 にあ った た くさん のWSや 専 用 マ シ ン を

ネ ッ トワー ク化 し、 ネ ッ トワー ク全体 で コ ン ピュー テ ィ ング ・パ ワー を発 揮 させ よう とす る もの

で あ る。

パ ソ コ ンな どの処 理 を依頼 す る側 をク ライ ア ン ト、高 性能 なWSな どサ ー ビス を提供 す る もの

をサ ーバ と呼 ぶ ことか ら、 ク ライ ア ン ト ・サ ーバ ・モ デル、 ク ライ ア ン ト ・サ ーバ ・コ ン ピュー

テ ィ ング、ク ラ イア ン ト・サ ーバ 方式 な ど と もい われ る。また数 多 くのパ ソ コ ンがLANを 介 して

接 続 され る こ とか ら、 この よ うな ネ ッ トワー ク構 成 をパ ソ コンLAN(PC-LAN)と も呼 んで い

る。

また、 この よ うなネ ッ トワー ク構 成 で フ ァイル ・サ ーバだ けで な く、 専 用 の デ ー タベ ー ス ・サ

ー バ を設 置 す れ ば、SQLで デ ー タベ ー ス を検 索 で きるな ど、全体 として極 めて処 理 の効 率 が 図 れ

る こ とに な る。

5-2-9イ ン テ リジ ェ ン ト ・ネ ッ トワ ー ク(lnteligentNetwork)

同義語:

関連語:

参照語:

ユーザ並び にネ ッ トワー ク事業者 に とって必要な新機能を、サー ビス網の実現形態 とは、独立

に、容易かつ円滑 に導入で きるネ ッ トワークの コンセプ トであ る。すなわ ち、ユーザ にとって は

便利 な通信 サー ビス機能が容易 に利用で き、 ネッ トワーク事業者 に とって も効率 よ く、保守 しや

すいネ ッ トワー クが構築で きるようにす るため、 ネッ トワー クの各所 にイ ンテ リジェン ト機 能 を

取 り入れたネ ッ トワークの ことで、基本 的な交換機能 と、新 しい通信サー ビスを提供するサー ビ

ス制御機能 と分離す ることにより実現 されようとしている。

INの サー ビス例 としては、着信課金、第三者課金、通話中転送、閉域接続、着信拒否、コール・

ウエイティング、N者 通信、テレマーケテ ィング、予約サー ビス、仮想専用網サー ビスな ど、実

に様々なサー ビスが考 えられてい る。 これ らのサー ビスの中には、すで に現在 の電話網やISDN

網 で実現 されているもの も多いが、交換機 の中で交換機能 と同 じように扱われてお り、サー ビス
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の追加 ・変更等ですべ ての交換機の ソフ トウェアを入れ換 える必要があ り、たいへん な作業 にな

ることか ら、サービス機能 を集中 してネッ トワーク内 に交換機能 とは別に持たせ よう とした もの

であ る。

以上 のように、INと してはコモ ンキャリアのネ ッ トワーク構成の あ り方を示 した もの とい え

る。

5-2-10衛 星 通 信

同義語:

関連語:無 線通信

参照語:

無線通信 の一種で、人工衛星 に搭載 した トランスポンダ(中 継機)を 利用 して通信 を行 うもの。

人工衛星 には、地球 の 自転 と同じ速度で回るいわゆる静止衛星 を利用する ことが多 い。1965年

に静止衛星 インテルサ ッ ト1号 が大西洋上に打 ち上 げ られたのが通信衛星 の始 ま りである。1個

の衛星で日本全土 をカバーで き、料金や品質が地上 の距離 と無関係であること、全 国 どこで も同

時 に受信で きること、移動体 との通信 も容易であることなどか ら、離島、災害時のバ ックアップ

回線 あるいは高速 ディジタル伝送 な どに用い られている。

現在、電話 については携帯電話 に対 する需要が極 めて高 くなっているが、 いつで もどこか らで

もデータベースにアクセス したい とい うニーズが今後、拡大 して くることも十分予想 される。そ

のためには、衛星通信 を含 め移動体通信 の基本であ る無線通信 ネ ッ トワー クが高速 で品質が よ く、

しか も手軽に安 く利用で きることが前提 とな ろう。

5-2--11テ レテ キ ス ト

同義語:文 字 多重放送

関連語:ビ デオテックス

参照語:

わが国では文字多重放送 ともいい、 テレビ放送信号のす き間 にニ ュースや天気予報、株価情報

な どの文字図形情報 をデ ィジタル符号 の形 で挿入 して放送 し、 テレビ受像機側でその情報 を写 し

出す方式の ことをいう。

文字図形情報 を扱 うことか ら、 ビデオテックス とよく似たサー ビスであ るが、 ビデオテ ックス

は双方向の通信が基本 となっているのに対 し、 テレテキス トでは片方向の放送であ るか ら、任意

の情報 をいつで も取 り出す とい うわ けにはいかない。

このテレテキス トは1976年 か ら英国のBBCが シー ・フ ァックス とい う名称でサー ビスを開始

してお り、わが国で も1984年 か らサー ビスが開始 されている。
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第6章 パ ソコン通信

6-1パ ソコン通信の傾向

6-1-1パ ソ コ ン通 信 を利 用 す るユー ザ層 の広 が り

全国数千にのぼ るパ ソコン通信 ネッ トワー ク局の登録会員の総延人数 は1991年12月 現在 で百十

万人 に達 している。最大手の 日本電気 の運営する 「PC-VAN」 が32万 人、 また、㈱ニ フテ ィの提

供 する 「NIFTY-Serve」 も29万 人 と、2社 とも昨年の同期 に比べ て会員数がほぼ倍増 してお り、

一万人 以上 の会員 を有す るネ ッ トワーク も国内13局 を数え
、大手のネ ッ トワークが大幅 に会員 を

増加 させていることがわか る。

また個人や団体が運営す る小規模 なネ ッ トワーク も、運営所在が把握 できた ものだけで も1 ,400

局以上 にのぼ り、大多数が個人 の運営 によるものである。ホス ト局 はパ ソコンとモデム、 それに

電話回線が あれば手軽 に誰 で も開始 で きることもあって、実際には数千 ものパ ソコン通信局が国

内で稼働 してい ると推測 されている。 いわゆる草 の根BBSと 呼 ばれ るこれ らのネ ッ トワークの

平均会員数 はお よそ100人 程度、会員 も大半のネ ッ トワークで増加傾 向にある。パ ソコン通信人 口

は大手 と小規模 ネ ッ トワークをふたつの コア として1順調 に拡大 してい るといえよう。一方では、

そうした個人運営 の ものばか りでな く、 自治体 や公共団体 な ど様々な組織体 で運営 してい るもの

も増加 してい る。お よそ170局 が地域の振興 のための情報提供や交流な どを目的 として官庁や 自治

体主導 で運営 しているものである。

6-1-2パ ソコ ン通信 を利 用 した商用 デー タベースの利用

こうしたパ ソコン通信 の会員数の増大の一つの要因 として、手軽 にオ ンライン ・データベース

が利用 で きるという実用性が評価 された ことがある。 た とえば「NIFTY-Serve」 か らは日本経済

新聞、朝 日新 聞、読売新聞、毎 日新聞、共 同通信 の各全文記事 データベース、 口外 アソシエーツ

の提供 する人物人材情報、 図書情報、雑誌情報、海外企業情報、経 営 ビジネス情報、帝国データ

バ ンクのCOSMOS2、 東洋経済企業情報、東京証券取 引所の株価情報 といった国内のデータベー

スに加 え、USAの データベースを簡単 に利用できるINFOCUEと いったサー ビスがゲー トウェ

イに よって接続 されている。

パ ソコ ン通信 によるデータベース利用は、データベース供給者側 か らは個人顧客層 とい う新た

なマーケ ッ トの拡大であ り、 またユーザか らは新 たなパ ソコン活用の手段 として大 きな期待 を も

って迎 え られている。
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6-1-3パ ソ コ ン通 信 か らの デ ー タベ ー ス 利 用 の課 題

今後 の課題 としては個人で使用料 を負担 するユーザが多 い ことか らまず料金面での一層の低廉

化、 さらに公的なデータベースに対す るアクセスの利便性が望 まれ るところである。 また各 デー

タベースやパ ソコン ・ネ ッ トワーク ・サー ビスの間で異なっている操作 コマ ン ドの統一 も大 きな

問題である。

内容面においては身近 な生活 に関す るデータを充実す ることに加 えデータベースなどのいわ ゆ

るインフォメーシ ョン系のサー ビス とホーム ・シ ョッピングやオ ンライン ・リザベー シ ョンとい

った トランザ クション系のサー ビスの連動 といったネッ トワークの特性 を活 かしたサー ビスは重

要である。パ ソコン通信 は情報機器のたんなるアプ リケーシ ョンとい うよ りは、社会的な情報基

盤形成 の重要 なファクター として これか ら期待 される ところである。

さらにわが国のパ ソコン通信 も1985年 の通信開放以来拡大 をつづ けてお り、その内部で蓄積 さ

れた情報 も膨大な もの となっている。 このデータを活用す るための適当な手段 ものが まだ確立 し

てお らず、 これか ら大 きな問題 となる可能性が ある。

高速 なフ リーワー ド自然語検索、共有 されたシソーラス、ネ ッ トワー クを越 えた適切 な情報 リ

ンク、標準化 された操作手順 な ど、その活用のための今後の課題 は膨大であ り、 メーカー、 シス

テム提供者、ユーザが一体 となって解決 していかなければならないだろう。

6-2重 要 項 目

6-2-1パ ソ コ ン通 信

「パ ソコ ン通 信」は広義 に は、パ ソコ ン を用 いた デ ー タ通 信 全 般 を指 す。LANやWANと い っ

た高 度 なネ ッ トワー ク ・シ ス テム か ら、 パ ソ コン同士 を シ リアル ・ケー ブ ルで つ な いで デ ー タ を

や り と りす る ご く初 歩 的 な もの にいた る まで、 い ろい ろな場 合 に用 い られ る。

通 常 はパ ソ コンに モデ ム と電話 回線 を用 い て、 ホ ス トと呼 ばれ るセ ンタ ー ・コ ンピ ュー タ に接

続 してデー タ交 換 す る用途 を さす と きに用 い られ る。

サ ー ビスの規模 か らみ る と 「パ ソコ ン通 信 」 は次 の3つ の 分野 にわ け られ る。全 国 あ るい は特

定 の地域 をエ リア として コ ミニ ュケ ー シ ョン ・サー ビス、 イ ンフ ォメー シ ョン ・サ ー ビス、 それ

に あ る程度 の トラ ンザ ク シ ョン ・サ ー ビス に加 え、 海外 な どの他 のネ ッ トとのゲ ー トウ ェイ接 続

まで を含 めた 個人 向 け情 報 ニ ー ズ の大 部 分 を一 つ の ア クセ ス で行 え る統 合 サ ー ビ ス を指 向 した

「大規 模 な ユー テ リテ ィ型 ネ ッ トワー ク」。それ よ り も小 さ く、特 定 の分 野 の情 報 に特 化 して、個

人 あ るいは 団体 が情 報提 供 や コ ミニ ュケ ー シ ョンの場 として開 設 してい る、 い わ ゆ る 「BBS」 と

呼 ばれ る もの。 それ に企 業 な どが社 内 で の連 絡 手段 と して 用 い るパ ソコ ン 「電子 メー ル 」 を主 体

とす る通信 機 能 として の利 用 で あ る。

と くにPC-VAN、NIFTY-Serveと い う2つ の全 国 をエ リア とす る大 規模 ユ ー テ リテ ィ型 の
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商用 サー ビスが牽引力 とな り、パ ソコン通信 を利用する人口は急激 に増加 してい る。パ ソコン通

信はい まや電話、 ファクシ ミリに続 く第3の 情報通信 メディア としてその地位 を確立 しつつある。

利用者数 は推定 で約100万 人 に達 する といわれる。(機 能 を示す)

機能面か らみる とパ ソコン通信 は、 コ ミニ ュケーシ ョン系、インフォメー ション系、 トラ ンザ

クシ ョン系のサー ビスの3つ に大別 され る。

1)コ ミニ ュケーシ ョン ・サー ビス

パ ソコン通信 には、「SIG」 あるい は 「フォーラム」な どと呼ばれ る関心や興味 に基づ くコ ミュ

ニティが存在す る。 その ようなネ ッ トワー ク上の コミュニティでは、 メッセー ジの交換 によって、

同 じ趣味や関心 を持つ人 を見つける方法 と、協力 して情報を持ち寄 り互いに効率的になるような

仕組み とを提供 している。 このよ うなパ ソコン通信上のコ ミュニテ ィは新 しい社会的 な契約のネ

ッ トワークをつ くり出 しているといえる。

電子的なデータ を財 としてみる と、容易 に複製が可能なことやその複製の価値 はオ リジナルの

価格 と変 わ らない といった特異 な性質 を持 っている。財 としてのデータは人 に渡 して も自分 の手

元 に残 る。パ ソコン通信の コミニ ュケーシ ョン機能 は時間や空間 といった障害 を越 えて個人 と個

人 とを結 びつけるものであ り、いわ ゆるSIG、 フォーラムといった もの は互 いに情報 を探 し合 っ

た りす ることを通 して、参加者 にある種 の豊かさを提供 している。 これ は新 しい種類 の経済概念

であって、集団が情報空間を共有 することによる新 しい種類 の富 をつ くり出 してい く場 となって

いる といえよう。

2)イ ンフォメーシ ョン ・サ ー ビス

パ ソコン通信 において提供 されるデータベースには、個々 のネ ッ トワー クにおいて独 自にデー

タベースを構築 して提供 され るもの と、既存の商用 データベ ース をゲー トウェイで接続する もの

と大別 して2つ あ り、最近増 えつつあ るのがゲー トウェイ接続 によるサー ビスであ る。パ ソコン

通信か らの既存 のデー タベースの利用 は、個々のデータベースへの会員登録や ミニマムチ ャー ジ

がかか らないことか ら手軽 に利用で きるかわ りに、検索費用 はやや高 めの設定 になっている こと

が多いが、 とくに日常的にオ ンライン ・データベース利用するわけではない人 にとってメ リッ ト

が ある。今後 の課題 として個人 で使用料 を負担す るユーザが多い ことか ら、 トランザクション機

能 との連動 といった、 より身近 な生活情報 を充実することと利用料金面での一層の低廉化が望 ま

れ る。 また、各 データベースや各パ ソコン通信サー ビスで も異な ってい る操作 コマ ン ドの統一 も

解決 をはか るべ き問題 であろう。

3)ト ランザ クシ ョン ・サー ビス

パ ソコン通信 を使 った商品のオ ンライン注文の方式には現状 は2つ の種類、ホス ト側 の指示 に

従 ってインタラクテ ィブにデータを入力 してい くオーダー ・エ ン トリー方式 と電子 メールを使 い

普通 の注文伝票 を送 るメール ・オーダ方式 とがある。前者 は間違 いが比較的少ないが、同一の も

の を多 く注文 する ときな どは入力が面倒 であ り、 あらかじめ注文 データ を作 っておいて も使用で

きないなどの問題 がある。 む しろ、現状ではよ り単純 な後者の方が多 く用 いられ ている。訂正 や
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確認 な どの問題 もあるが、運営者側の システム構築が簡単 になるとい う利点があ る。 しか し、将

来的にはホス ト機能 の拡充 によって、オーダー ・エ ン トリー方式にまとめられる見込 みである。

また、パ ソコン通信では商 品を直接に目でみて確認 できないためにカタログを前 もって配布 した

り、 さらには、カタログその ものを電子化 してパ ソコンで画像表示 できるように したサー ビス も

ある。

しか し、パ ソコン通信 を利用 した取引には大 きな問題があ る。ひ とつ は決済方法、 それに現行

の法律な どとの兼ね合いである。せ っか くオ ンラインで品物 を注文 して も、決済機能がないため

に、金融機関に出向いて振込 をしなければならない。 また、現行 の法規が店頭販 売 を原則 として

いるため販売で きない品 目がかな りあることや、 チケ ッ トの発券な どのオンライン予約 も関連 す

る法令 に抵触するおそれが あるため、 あま り行われていない。 この ように、技術の進歩 に法制度

が追いつかない状況があ り、パ ソコン通信のみならず、電子上 の取引全体 の共通課題 となってい

る。

6-2-2ネ ッ トワ ー ク 通 信

わが国では、特有 の複雑な言葉体系 を処理す る点か ら、 ワープ ロ専用機が ごく早い時期か ら開

発 され、 とくに個人所有 の もので は、パ ソコンと同等、あるいはそれ以上の普及 を示 してい る。

またパーソナル ワー プロのほ とん どが通信機能 を持 ってお り、 そのためパ ソコン通信 とワー プロ

通信 を統合 して 「ネ ットワーク通信」 と呼ぶ ことがある。 また、 よ り積極的 に使用す る機器 にこ

だわ らない、 むしろメデ ィアの側面、人 と人のつなが りを強調す る場合 にも「ネ ッ トワーク通信」

と呼ぶ こともある。

6-一一2-3電 子 ネ ッ トワ ー ク

パ ソコン ・ワープロ通信、 ファクシ ミリ、 ビデオテ ックスな ど主に電話回線 を用いた情報サー

ビスの総称 として用い られる。通商産業省用語。

データベース用語の最新動向 ～ 空間化す る情報メ タフ ァ

ー 情報 アクセスか ら体験共有へ一

氾濫する電子情報 をよ り人間の感覚 に近い もの として認識 しようとす る試 みがい くつかあ らわ

れ始 めている。SF小 説 をルーツ とする もの、ビデオ映像 のや りとりか ら始 まったもの、遠隔操作

が起源 とするもの、 コンピュータネ ッ トワーク技術 など様々 な分野で起 こっている ことが まさに

ハ イブリッ ドに影響 を及 ぼしあって、将来の電子情報のあ り方への提案がなされている状況であ

る。
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6-2--4サ イ バ ー ス ペ ー ス

「デ ー タ交換 の頻 度 を表 示 す る地 図 をプ ログ ラム してみ よ う。 巨大 なス ク リー ン上 の ひ とつの

画 素 が千 メガ バ イ トを表 す。 マ ンハ ッタ ン とア トラ ンタは純 白に燃 え上 が る。 それ か ら脈打 ち は

じめ る。 通 信 量 の あ ま り、 この シ ミュ レー シ ョンが過 負荷 にな りか け てい る のだ 。地 図が新 星 化

して し ま う。 ち ょっ と落 とそ う。比 率 を上 げて み る。 画 素 あた り百万 メガバ イ ト。 これ は毎 秒 一

億 メガバ イ トにす る と、 よ うや くマ ンハ ッタ ン中央 部 のい くつか の ブ ロ ック や、 ア トラ ン タの古

い中核 を取 り巻 く百年 来 の工業 団地 の輪郭 が見 え て くる… …」一 ウィ リア ム ・ギ ブス ン 「ニ ュー

ロマ ンサ ー」(1984年)よ り

もっ と もよ く使 わ れ る言 葉 と して、SF作 品 に まず あ らわれ た 「サ イバ ー スペ ー ス」と呼 ばれ る

もの が あ る。人 間 の神 経 器官 が イ ンター フェー ス を介 して直接 に情 報 ネ ッ トワー クにつ な が る(ジ

ャン ク ・イ ン)描 写 か ら、 機械 と人 間 の共 存 を唱 えた ノーバ ー ト ・ウ イナ ー の 「サ イバ ネ テ ィ ッ

ク」 に敬 意 を表 して 「サ イバ ー スペ ー ス」 と呼 ばれ る。

6-2-5メ デ ィ ア ・ル ー ム MITネ グ ロポ ンチ た ち

1976年 に現在 の 「メ デ ィア ラボ」 の前 身 とな るMITの ア ー キ テ クチ ャー マ シ ン ・グ ル ー プ は、

今 で はあ りきた りの もの に な ってい るパ ソ コンの デ ィス ク トップ ・メ タ フ ァに変 わ る もの として、

部 屋 自体 をコ ンピ ュー タ に して しま う 「メ デ ィア ・ル ーム」 を開 発 した。壁 面 を 占め る デ ィス プ

レ イに声 を出 して命 令 す る とオ ブ ジ ェク トが 指示 に従 って動 いてい く。

6-2-6テ レプ レゼ ンス ス コ ッ ト ・フ ィ ッ シ ャ ー

遠隔の作業空間 を仮想 の情報環境 に置 き換 えて操作可能に した もの。 データグローブやデ ィス

プレイのオーバー レイ技術 を使 って、従来は不可能であった作業 を可能 にす る。

6-2--7ビ デ オ ・ス ペ ー ス マ イ ロ ン ・ク ル ー ガ ー

通常我々がテ レコ ミニ ュケー ションを行 うとい うことは、二つの地点を単純 に結 び付 けるもの

として とらえられ てい るが、双方向のテレコミニ ュケーションの場合 には両者が同時 にえ られる

情報か ら構成 され る第三の場 を生み出す ことをマイロン ・クルーガーは提案 した(1974年)。

6-2-8ハ イ パ ー ・ス ペ ー ス ジ ョン ソ ン ・レ ン ツ

コンピュ一夕ーを媒介 とした文化 はその 「ハ イパ ー ・スペース」 の中 に社会組織 を実体化す る

ことを意味 している。我々が直面 してい るグローバルな問題 の多 くは、古い機械論的 な世界観が

もつ限界 の兆候 である と理解 され る。 このような激動 の時代に役 に立つ ものは、 もはや機能 しな

くな った もの よ りも、維持可能 な文化パター ンを反映 したもの とな らざるをえないだろうと考 え

る。 それ は、人 間の集団 と技術 に対 する新 しい捉 え方を必要 とする。

一41一



6-2-9バ ー チ ャル ・リア リテ ィ ジ ャ ロ ン ・ラ ニ ア

データベースの発達 につれて数多 くのす ぐれた ドキュメン ト管理技法が開発 されて きたが、ア

一夕が大量かつ多様 になるにつれて問題 も出て きた
。端的 にいってユーザが情報の迷路 の中で迷

子 になるとい う点である。

・自分は今 どこにいるのか?

・これまで どこにいたのか?

・これか らどこへい こうとしているのか?

・選択で きるオプシ ョンは何か?

バーチャル ・リア リテ ィは新 しい技術概念で電子情報 に対する方法 を根本的 に変 える要素を持

っている。ユーザは単 に表示 された画像 を見 るのではな く、あたか も実際 に自分が3次 元の世界

の内部に入 り込んでい るような感覚 を与 える。

バーチャル ・リア リテ ィの中では、構造化 された情報 を視覚的なメタファで描いたネ ッ トワー

ク表示が可能 にな る。その中でユーザ は自由に動 き回って必要 とする情報 を確認で きるはずであ

る。
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第7章 電 子 出 版

7-1電 子出版の動向

「出版」 とい う文化活動 に、 コンピュー タによる情報処理、電気通信、記憶装置、記憶媒体 等

の形 でかかわ った ものを 「電子 出版」 とい う。 このかかわ りあいは多岐 にわたってお り、原稿作

成 と入力、編集、組版、印刷、 あるいは出版の媒体 という具合 いに、出版のあ らゆるステ ップに

関係 してお り、電算写植 システム(CTS)やDTPな どの電子編集 シス テムが普及 して きてい る。

また、「電子 出版」とは情報加工の一種 で もある。文書、グラフ ィック、写真等の素材が統合的

に加工 されて、従来か らの紙 による印刷物 だけでな く、CD-ROMな どの電子出版物、データベ

ースな どの形 でマルチメデ ィアに出力 され るものである
。

このように、電算写植 システム(CTS)の 導入が進 み、文字 に関 してはワープロの普及 によ り

手書 き原稿 にかわってフロ ッピー ・デ ィスクによって入稿 されるようにな っている。 そして、電

送入稿か ら文字変換出力 と進み、ニ ューメディア といわれる各種情報提供 ・伝達手段 に もCD-

ROMを 中心 とした光デ ィスクな どのパ ッケー ジ系 メデ ィアか らビデオテ ックス、文字放送な ど

のオ ンライ ン系 メデ ィアまで、多 くの選択の幅が持 てるようにな りデー タ資源の有効活用が はか

られるようになって きている。

特 にCDメ デ ィアはマル チメデ ィア、動画な どをキーワー ドにめまぐる しい動向 を見せてい る。

CD-ROMは ゲーム、エ ンタテイメン ト分野 で ソフ ト、ハー ドともにつ ぎつ ぎと製 品化が行われ

て きた。 また、電子 出版の分野で は電子 ブック、電子手帳な どが登場 し一般 コンシューマへの普

及 を見せている。さらに、カーナビゲーシ ョンの分野で もCDCRAFT、 ナ ビゲー ション研究会 な

どの共通仕様が登場 し実用化への きざ しを見せている。また、DVIもDVIプ レーヤの標準化の標

準仕様 が決 め られ、CD-1に ついて も米国でCD-1プ レーヤが発売 され ようや く市場が立 ち上が

ろうとしている。

7-2重 要項 目

7-2-1CTS(ComputerizedTypesettingSystem)

印刷技術 はグーテンベルグの鉛の活字 による活版印刷 の発明 によ り発 展 を遂 げて きた。 また、

活字 と並行 して写真植字 とい う新たな文字組版の手法 も誕生 している。 しか しなが ら、昨今の コ

ンピュータ技術 の発展 によ りそれ までの手 工業的な方法からコンピュータによる日本語処理 シス

テムの方向へ と変貌 を遂 げ、昭和40年 頃か ら印刷、新聞業界 に導入が始 まった。CTS(電 算写植

システム)は 、 その背景 として活字組版 による鉛公害問題、活版技術者 の不足、生産性の向上が

挙 げられ、 もともと活字、組版の代替 として誕生 した。電算写植 とは、漢字入力機、電算機、電
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算写植機を組み合わせて文字版下 を作 ることを基本 としたシステムである。

世 の中の情報化、OA化 が進 むにつれ、出版社 を含む各企業だ けでな く著者にまで ワー ドプロセ

ッサ をはじめ としたコンピュータの導入が進み、文字 に関 しては手書 き原稿にかわってフロッピ

ー ・デ ィスクによって入稿 され るようになった
。 そ して、電送入稿 から文字変換出力 と進み、編

集 ・組版の機能 を備 えた電子編集機 も多 く実用化 されて きている。

現在 きわめて多 くの情報が印刷 メディアで提供 され てはいるが、それ らは紙 の上 で情報が蓄積

されているにすぎない。しか し、CTSの ようにその制作工程が電子化 される と、さまざまな情報

が コンピュータに蓄積 され、これ らの情報 をCD-ROMな どの電子メディアにいろい ろな角度か

らの切 口で加工す ることにより、新 たな情報 に再生 する ことがで きるようになる。 この ような電

子 出版の出現は、情報製作面 での大 きな広が りをもた らし、 また、ニューメディア といわれる各

種情報提供 ・伝達手段 に も多 くの選択 の幅が持 てるようにな った。 これは、 データ資源の有効活

用を意味す る。すでに、大手印刷会社や新聞社で は、 さ まざまなメデ ィアヘマルチメディア展開

を図っている。

7-2-2企 業 内 印刷

従来、印刷物の作成 は印刷会社へ発 注するのがふつ うであった。 その場合原稿 を手渡 してか ら

後 も、校正 な どのわず らわ しい作業があ り、完成間近での大幅な変更な どは困難である。

企業 内印刷 システムは企業内で発生す る各種文書の作成 を印刷物 を印刷会社 に発注せ ずに自社

内で行 うためのシステムで、素材 として収集 された文書や図形、 イメージな ど様々な情報 をペー

ジ単位 で編集、出力す るまでの作業 をコンピュータで行 うものである。

企業内印刷 では、印刷物が出力 される まで を企業内で管理するため、作業効率を高め、印刷外注

費の削減 を図る もので あるが、同時に、文書 を電子化 しコンピュータで管理する事 によ り文書の

再利用が可能 になる。一度作成 した文書 をデータベ ース として変更点 を追加、削除 してやれば最

新情報 を含んだ新文書が完成 する。複数の文書か ら必要部分だけを抜 き取 り別の文書 を作成す る

の も容易になる。

自社内で必要な文書 を印刷 するメ リッ トは、企業 内情報が漏れ るのを最小限 に抑 え られ るとい

う点 に もある。実 データが外部 に出回 る回数が減 る とともに、デー タの一元管理が容易 にな る。

ただ、印刷 を専門 としない企業 内で印刷物 のレイアウ トの全て まで を済 ませる為 にシステム には

複雑 な組版処理能力及び高品質出力 と手軽 な操作性 とい う相反する2点 が要求 され ることになる。

また、多 くの企業内文書を取 り扱 うにあた って強力 な文書管理能力 も必要 になろ う。

企業内印刷 の出現を促 した要因は、文化的なもの と技術 的な もの とに分かれ る。文化 的な もの

としては、 ワープロの普及な どによる コンピュータ出力文字 の認知 が大 きい。当初、手書 きでな

くてはな らない とされていた文書で も、現在 ではむ しろワープロで出力 した ものでなければな ら

ない程 に思 われている。技術 的な要因 としては、電算写植機 、文書整形 プログラム、 日本語処理、

レーザ ・プ リンタ、オフ ィス用 ワー クステーションなどの技術的発展が企業 内印刷 システムを支

一44一



えてい る。今後 の企業内印刷 システム は、企業 内で発生する印刷物 を作成す るためのシステムに

留 まらず、 コンピュータ技術の開発 とともに企業内の文書データベース として統合情報処理 シス

テムに発展す る可能性 を秘 めている。

7-2-3DTP(DesktopPublishing)

DTP(DesktopPublishing)は 本来 は机上 に乗 るパ ソコンで簡易 にしか もパーソナル な処理で

完結す るパ ブ リッシングを指 していたが、いまでは電算写植 まで含 めた本格的なパブ リッシング

にまで広が ってきた。対象マシンもパ ソコンか ら最近ではワークステー ションで行 う例が増 えて

きている。

DTPに おいて必要 となる ものには、パ ソコン、もし くはワークステー ション、それ らのコンピ

ュータ上で動作す るペー ジレイアウ ト・ソフ ト、 レーザ ・プ リンタ、スキ ャナな どがあるが、現

在の ようにDTPが 盛 んになった背景 には、 これ らのハー ドウェアや ソフ トウェアの技術 の進歩

がある。DTPで は、電子化 された原稿、図表、写真やイラス トな どをコンピュータの画面上で操

作 ・処理 し、美 しくレイアウ トされた印刷物 を得 る事がで きるが、 その為 には優秀 なペ ージレイ

アウ ト ・ソフ トが必要 であるし、「見た通 りの ものが得 られ る」WYSIWYG(WhatYouSeeIs

WhatYouGet)と いったDTPに 不可欠 な機能の実現には高解像度 のデ ィスプレイや強力なハー

ドウェアが必要 にな る。 また、ページ記述言語ポス トスクリプ ト等 の技術 によ り、 レーザ ・プ リ

ンタか ら美 しい文字 や図形の出力が可能である。 これ らのハー ドウェア、 ソフ トウェア技術 の進

歩 により、DTPで は、複数の素材か ら非常に高品質の印刷物 を作成す る事が可能 である。最近で

はDTPに よ り出版物 を作成す る例 も多 く見 られ る様 になった。DTPで は電子化 された素材 を編

集 して印刷物 を作成す るが、 これ らの素材は時期デ ィスクや光デ ィスクな どの大容量記憶装置上

に蓄積 する事 が可能で、後の変更や他 の印刷物への活用な どに柔軟 に対応が可能である。

7-2-4電 子 編 集 シス テ ム

電子編集 システムは、出版物、印刷物 の原稿作成 にあた り、 テキス トやデータ、図表や写真な

どのイメージを画面上で レイアウ トし、加工、作成 するシステムで、 より活字 に近い品質、商業

印刷物 に近 いグラフ ィックス とデザイ ン、 を作成す る事が可能であ る。

電子編集 システムは、電子化 された素材 を印刷物 に編集す るにあた って中心 的な役割 を担 うシ

ステムで、編集 ワークステーシ ョンと、LBP(LaserBeamPrinter)、 イメージ ・スキャナなど

によって構成 され る。価 格的 にはハ イエ ン ドの1,500万 円以上 か らロー エ ン ドの300万 円台 まで

様々 なバ リエーシ ョンが ある。電子編集 システムで は従来人手 に頼 っていた印刷物の編集作業 を

電子化 し、省力化す るものであるが、原稿 内容 を検討 した り、用字用語 をチェックした りする作

業では未だ人手 に頼 らなければならない部分が多い。 しか し電子編集 システムは、作業の電子化

に とどまらず、情報 を電子化 し、 さまざまな情報流通 を可能 にする ものである。電子編集 システ

ムで編集 の対 象 とな る情報 を電子化 する事によって通信回線 を利用す るな どの方法 により遠隔地
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か ら素材の入手が容易 にで きる利点がある。 これは、新聞や雑誌 な どの素材の即時性が必要な出

版物 の編集 に有効な手段 である。 また、電子編集 では素材が電子化 され、容易 に蓄積 される事か

ら編集素材のデー タベースが構築で き素材 の応用が可能で ある。 また、既 に蓄積 されている素材

の持つ情報の変更 ・削除な どが容易な点 も電子編集の利点である。例 えば、現在の新聞のほ とん

どは電子編集 システムで作成 されてい るが、毎 日の連載 コラムだ けを抜 き出 して単行本 として出

版す る事が可能 である。文書 その もの はコンピュータ内にあるので、 レイアウ トだけを指示すれ

ばよいのである。編集作業 の電子化のニーズは出版者や編集 プロダ クシ ョンだけでな く企業 内に

も多い。各種マニュアルや社 内文書や プレス リリースな どの作成 を電子化すれば機密保持や編集

作業の合理化が可能だか らである。

7-2-5SGML(StandardGeneralizedMarkupLanguage)

SGML(StandardGeneralizedMarkupLanguage:標 準一般化マーク付 け言語)は 、文書 の

論理構造(意 味構造)を 簡単 なマークで記述 する言語である。1986年10月 、ISOで 国際規格(ISO

8879-1986)に なってお り、IBM社 のDCF(DocumentCompositionFacility)ζ いう組版 シス

テムに含 まれているGMLを モデルにしている。

SGMLは 互換性のあるDB構 築のための統一性のある標準 フォーマ ッ トで、文書形式 を整理す

る汎用文書 データ規格である。 日本では現在JIS化 が進 め られてい る。

SGMLは 文書情報交換の保証、文書情報 の再利用、有効利用、汎用性のあ るDB構 築 とその有

効利用 を主な目的 としている。そのため、SGML文 書で付 けられ るマークはイタ リックで印刷せ

よ、 というような組版指示 ではない。 この部分は表題である とか、本文で あるとか、 という様 な

文中の要素をマー クする。この結果、CD-ROM、 オ ンラインDB、 印刷等各種 の応用に利用可能

な文書 データベースが構築 され る。 その上、定型文書のテ ンプレー トを共通化 できるので共同の

文書作成が容易に行 える。

SGML文 書 は大別 して宣言部 と内容部 に分 けられ る。宣言部では、SGML規 格 のバージ ョンの

宣言、使用 している文字セ ッ トの種類、スタ ックやメモ リ等処理 に必要なコンピュータ資源等を

宣言する。内容部 はマー クが付 けられた文書本体 である。

SGML文 書 は、予 め定義 されてい る文書種 別定義(DTD:DocumentTypeDefinition)に 従 っ

て入力する。文書種別定義は文書の構造 を定義 してお り、文書の先頭 には表題が くる とか、 日付

には数値が入 るとい うことが分か り、 デー タに矛盾 や入力 ミスがないか検査で きる。

SGMLは 欧米では官公庁 を中心 に導入 されている。米国防総省 では武器 に関する技術文献、手

引書、規格書 などに使 われてお り、その他米国出版社協会、ISO、 オ ックスフォー ド大学出版局、

EC出 版局、等で も使 われている。更 に、 日・米 ・欧の三局会 議では特許情報 の交換 が検討 されて

い るが、標準 フォーマ ッ トとしてSGMLが 採用 されてい る。

また、国内ではSGML普 及のため 「SGML懇 談会」が発足 されている。
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7-2-6TeX(LaTeX)

TeXは 、米 スタ ンフォー ド大学のDonaldE.Knuthが 開発 した コンピュータによる組版処理

システム(文 書整形 または文書清書 システム とも呼ばれ る)で あ り、 テフあるいはテ ック と読 む。

TeXは 、次の ような特徴 を持 っている。

・多種類の フォン トを利用で きる。

・複雑 な数式 や欧文の組版 に優れている。

・高度 なマ クロ機能 を提供 して いるため、ユーザー によるカスタマイズが柔軟 にで きる。

・出力機の解像度 に依存 しないので多種類の出力機 を使用で きる。

・パ ソコンや ワークステー ションか ら大型コンピュータまで多彩 な環境下 で利用可能。

・原則的 にパ ブ リック ・ドメイ ンの ソフ トとして供給 される。。

・コマ ン ドを挿入 し一括 して文書 を作 るバ ッチ方式である(WYSIWYGで はない)。

・外字作成 システム(METAFONT)に より新 しい文字や記号 を作成 できる。

これ らはアメ リカ を中心 に広 く普及 している。各 国で母国語 に対応 したTeXが 作 られてお り、

日本語版 も登場 している。

TeXに よる文書作成は原稿入力、組版 、印字 またはプレビューの3ス テ ップか らな ってい る。

ユーザーは まず、組版機能 を実現 するための各種の コマンドが埋 め込 まれた原稿 フ ァイル を作成

す る。 この原稿 フ ァイル を入力 としてTeXを 実行する と、組版 された結果がDVI(devicein-

dependent)フ ァイルに出力 される。組版結果 を画面上 で確認 したい場合にはプレビューア を実行

し、プ リンタに印字 したい場合 にはプ リンタ・ドライバ を実行 する。一 口にTeXと いって も色 々

種類が あ り、玄人向 けのplainTeX、 初 心者向 けのLaTeX、 数学論文用のAms-TeX等 が あ

る。それ ぞれ、長所短 所があ り一概 に どれが一番良い とは言 えず、各人の用途や好 みによって使

い分 けられている。米 国DEC社 のLeslieLamportが 開発 したLaTeXは 、初心者 に も比較 的簡

単 に使 える上 に、TeXに ある程度詳 しい人な ら、か な り複雑 な組版 を行 うことも可能 である。

7-2-7マ ル チ メ デ ィ ア(MultiMedia)

CD-1に 代表 され るようなCD-ROMソ フ トウェアでは、文字や音楽、音声、絵 な どが表現の

道具 として使 える。絵 を紙 芝居 のようにめ くることもで き、解説 をつけなが ら音楽 を流 し、気分

を盛 り上 げて絵 を見 てい くこともできる。場面展開 をつけて効果 をだす こともで きる。 また、色

も自然色 を使 い リアル な表現 もで きる。 このようにコンピュータの分野でのマルチメデ ィアは、

文書や音声や画像 な どの さ まざまな種類 のデータをひ とつのメディアの中に混在 させ、統合的か

つイ ンタラクテ ィブに扱 えるようになる。

また、電子出版 とい う面か ら見 る と、 その制作工程が電子化 されたことによって さまざ まな情

報が コンピュータ上 に蓄積 され ることにな り、 これ らの情報 をい ろいろな面か ら加工す ることに

よって紙 の上のみな らず、CD-ROMの ようなパ ッケー ジ系メディア、ビデオテ ックスの ような
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オ ンライン系メディアな どさまざ まなメデ ィアに展 開す ることが可能 となる。

7-2-8光 デ ィス ク

光 ディスクには、CD-ROM、CD-1、CD-G、LD、 光磁気デ ィスク等が上げ られ る。光デ ィ

ス クの特徴 は、ディスクが非接触 の為、同一部分 を繰 り返 し再生 を行 って も摩耗 による劣化が な

く、ほ こりや よごれな どの影響 を受 けに くく、取扱いが簡単 で長期保存 に適 している。 また、量

産で きるの も1つ の特徴である。

CD-ROMは 、高密度記録媒体 であるオーデ ィオ用のコンパ ク ト・ディスクを、読 みだ し専用

の メモ リとして用いた ものである。記憶容量が550Mバ イ トで、大量のデー タを安価 に供給 で きる

ので、電子 出版の媒体 として用 い られている。

CD-1は 、 フィリップス とソニーか ら発表 された世界共通 のハー ド、 ソフ トである。家庭用 の

テレ ビをモニタ とし、 キーボー ドを使用せず、マ ウス等 で操作 を行 う。CD-ROMと は異 な り、

プログラムがCDの 中に組 み込 まれてい るためユーザは、 コンピュータとい う事 を意識せずに使

用す る事が可能である。

CD-Gは 音楽用CDの 未使用領域 に画像 データを収録 し、単な る音楽 を再生す るだ けでな く絵

や色々な情報 を同時に表示す ることがで きる ものである。

LDは 、標準デ ィスク(CAV)と 、長時間デ ィスク(CLV)の2種 類 がある。標準 ディスクは

片面最大30分(両 面最大60分)、 長時間デ ィスクで片面最大60分(両 面最大120分)の 動画 を記録

で きる。高密度、高精度記録 によ り、 テレビ放送 に匹敵す る高画質 を実現 しているので、映画等

の媒体 として用い られている。

MO(光 磁気デ ィスク)に は、5.25イ ンチ と3.5イ ンチの ものが あ り、5.25イ ンチは、片面 で約

500Mバ イ ト、3.5イ ンチは、片面 で128Mバ イ トの記憶容量 を持 っている。記録方法は、データ

を記録 したい ビットだけを磁界 を掛 けなが らレーザー光 を照射 しキュ リー点 に達す るまで加 熱 し、

デー タを記録 する。

7-2-9CD-ROM(CompactDisc-ReadOnlyMemory)

文 字情 報 、画 像情 報 、音 声情 報 その他 あ らゆ る種 類 の情 報 をデ ジタル化 して蓄 え、 コ ン ピ ュー

タで 編 集、 処 理 して これ を電子 的 メ デ ィア に のせ て 出版 す る こ とを電 子 出版 と呼 ん で い る。 中で

もコ ンパ ク ト ・デ ィス ク(CompactDisc)を 利用 した ものが 注 目 され て い る。CDは 直 径 が約12

cmの 大 き さで あ りなが ら540MBも の 記憶 容 量 を持 ってお り、 このCDが 「紙 」にか わ って、 あ ら

た な メ デ ィア として登場 して い る。

このCD-ROMに 代 表 され る光 デ ィス クが 実用 化 された の は、 まずLV(LaserVision)と し

てで あ った。 これ はアナ ロ グ画 像 、 アナ ログ音 声 を扱 うもので あ る。 このLVの 光 デ ィス クの技

術 を応用 して、サ イズ を コ ンパ ク トに し、デ ジタル 音 声専 用 に してで きたの がCD-DA(Compact

Disc-DigitalAudio)で あ る。 これ は、音 楽 の デ ジ タル録 音 メ デ ィア として開発 され、 それ までの
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アナログLPレ コー ドに比べ、 円盤の表面 と接触 しないレーザ光線読 み取 りのため音質が劣化 す

ることがな く、品質の良い音が再生で きる。 この規格書 は、その表紙が赤いので 「RedBook」 と

呼ばれている。 この音楽用 に開発 されたCD-DAの 約600MBの 記憶容量 を他のデジタル ・デー

タ記憶 メデ ィア として開発 されたのがCD-ROMで ある。

1985年 に物理 フォーマ ッ トの規格統一化が行 われた。 この規格書 は表紙が黄色 なので 「Yellow

Book」 と呼 ばれている。デ ィスクは安価 に量産で き、ディスクを接触 によって損傷 させた り、摩

滅 させ た りす ることはない。 また レーザ光 は反射膜に焦点 を絞 り、表面 の傷やほ こりに影響 を う

けに くいように工夫 され、エラー訂正技術 は10の マイナス12乗 以下 を保証 している。CD-ROM

は音楽用CD以 来、標準規格 がいち早 く提案され、これ を遵守す るかたちで発展 してきてお り、物

理仕様、信号処理、物理 フォーマ ット、論理 フ ァイル ・フ ォーマ ッ トな ど世界共通の仕様が提案

され規格化 されている。検 索 ソフ トウェアはホス ト・システム、特 にパ ソコンの種類 によ り異 な

る ところが あるが、MS・DOSの もとで は、CD-ROMExtensionsを 使 うことによ り、どのCD-

ROMド ライブ とも共通 なインターフェースをとることがで きる。

CD-ROMは パ ソコンをホス ト・マ シンとして使用することが多 く、CD-ROMソ フ トウェア

と利用者 との間で対話 を しなが ら目的の情報にアクセスし、入手 する ことができる。百科辞典、

辞書、 目録、企業財務情報、学術情報 な どのほか、最近ではゲーム、 エンタテイメ ン ト分野での

ソフ トのメディア として、 あるいはナ ビゲー ション ・システムの地 図データ及 びソフ トの供給 メ

デ ィア として も普及 し始 めてい る。

7-2-10CD-ROMXA(CompactDisc・ReadOnlyMemoryeXtendedArcitecture)

CD-ROMの 拡張 フォーマ ッ トとして ソニー、フィリップス、マイ クロソフ ト三社 により規格

化 された もので、家庭用のマルチメディア ・システム としてすで に規格化 されていたCD-1の 機

能の一部 を取 り込んだ ものである。CD-1で は長時間の音声 を記録 し、画像 と音声の同時再生 を

行 うということを実現す るために、 インター・リーブ ドADPCM方 式 を採用 している。 これは音

声データを圧縮 し、画像データなどとインター ・リーブ(複 数 チ ャネルの時分割多重)記 録 する

方法である。

CD-ROM規 格(Yellow規 格)で は文字や画像な どの コンピュー タ ・デー タが入 ったCD-

ROMト ラックの他 に、音声の入 ったCD-DAト ラック(Red規 格)を 同 じディスクに収録す る

ことがで きる。しか し、540MBの ディスク一枚で約一時間程度の音声 しか入 らず、画像 な どの大

容量の コンピュータ ・デー タとともに一枚のディスクに収 める事 を考 える と、 この方式 では音声

のデー タ量が大 きす ぎる。 また、CD-DAの 音声は大変高品質であ るが、ナレー ションのよ うな

場合 にはそれほ ど高品質 な ものは要求 されない。む しろ多少品質が落 ちて も、音声データの占め

るデ ィスク領域が少 ない方がアプ リケー ションの立場か らは望 ましい。 また、画像データの トラ

ック と音声データの トラックが分離 してい るため、長時間の音声が収 め られ ない ことに加 え、 マ

ルチメディア ・アプ リケーシ ョンにおいて不可欠である画像 と音声の同時再生 を行 うには非常 に

一49一



効率が悪か った。

そのため、音声のデジタル化 にはADPCM方 式でデータ量 を圧縮 し、かつインター・リーブ方

式 を とったため、画像 などのデー タ読 みだ しと音声の再生 を同時 に行 うことがで きるようにす る

機能 をCD-ROMで 実現 させた ものがCD-ROMXAで ある。

音声データの圧縮 レベル には2種 類が規定 されてお り、音声のみを一枚 のCD-ROMに 収録 し

た時の最大記録時間 はステレオで4時 間から16時 間(モ ノラルはその2倍)で ある。画像データ

にっいては、最大256色 のCLUT(ColorLooKUpTable)と 呼ばれ るフォーマ ッ トが標準 で規

定 されている。

7-2-11CD-1(CompactDisc・lnteractive)

CD-1は 、CD-ROMが コンピュータの周辺機器 として開発 された ものに対 して家庭用の コン

ピュータを内蔵 した機器 として開発 された。 この規格 はソニー、 フィリップス両社 により共同提

案 された規格で 「GreenBook」 と呼ばれている。CD-1と は、CompactDiscIntaractiveの 略

であ り、インタラクティブ とは利用者が プレーヤ と対話 をしなが ら情報 を得 る機能がある という

ことである。CD-1は 民生機器 として、家庭内で教育、娯楽 といった分野で利用 されるCD-ROM

で ある。そのため世界共通 の規格 として規定で きなけらばな らない。

従 って、音声、画像、OS、CPU等 にわたって規格 が定 められ、ディスク とプレーヤの両 方の標

準化 を進めているということがCD-ROMと 大 き く異 なる点である。従 って、CD-ROMの 場合

のような、CDも プレーヤ もメN・一一ー力ご とにまちまちで互換性がない とい うような ことはな くなる。

さ らに、長時間の音声 を収録 し、画像 と音声の同時再生 を行 うというふたつの問題 を解決するた

めに、 インター ・リーブ方式 とADPCM(AdaptiveDifferentialPCM)方 式 を採用 してい る。

これは音声データを圧縮 し、画像データなどとインター ・リーブ(複 数 チャネルの時分割多重)

記録 する方法である。音 声の圧縮 レベル には3種 類が規定 されてお り、それぞれ音声 のみ を一枚

のCD-ROMに 収録 した時の最大記録 時間はステ レオで2時 間か ら8時 間(モ ノラルはその2

倍)で ある。ADPCMで 圧縮 された音 声は、CD-DAに 比べ2倍 か ら16倍 に圧縮 して記録 される

のでCD上 への記録は圧縮比 に合わせ てセクタをとばして記録す ることになる。このインター・リ

ーブを用いて、画像 と音声 を同時 に再生 した り、数 力国語の音声を瞬時に切 り替 えて再生す るこ

とが可能 になる。 このような方法で音声 なら最大16時 間、 また、画像データについて も16色 か ら

フルカラー まで表現できる最適 な圧縮方法が用意 されてお り、テ レビ程度 の静止 自然画 な らば、

7200枚 を収録で きる。

CD-1の 普及 を目指 して 「CD-1コ ンソシアムジャパ ン」が発足 し、ハー ド・ソフ トメー カ約

200社 が参加 している。また、米国でCD-1プ レーヤが発売 され、日本で も家電メーカを中心 に試

作機が発表 されるな ど市場の立 ち上が りのきざしを見せている。
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7-2-12DVI(DigitalVideolnteractive)

DVI技 術 は、CD-ROM上 で動画 を扱 え るマ ルチ メ デ ィア技術 と して1987年 に 日本 で初 め て紹

介 され た。DVI技 術 で もっ と も特徴 的 に捉 え られ て い るの は動 画 の圧縮 技 術 で あ る。 この圧 縮 技

術 は、米 ゼネ ラル ・エ レ トリック社 が1987年 に発 表 した もの だが、1988年 にDVIの 特 許 お よび開

発 部 門 を米 イ ンテ ル社 が 買収 して い る。

動 画 の圧縮 につ い て は、 オ フ ライ ン系 のPLV(プ ロダ クシ ョン ・レベ ル ・ビデ オ)と リアル タ

イム 系 のRTV(リ アル ・タ イム ・ビデ オ)の 二 つが あ る。

PLVは フル ス ク リー ン を30フ レー ム/秒 で再 生 で きる と と もに1677万 色 を同 時 表示 す る こ と

が で き る。 また 、解 像度 は い ま まで256×240で 表示 され ていた が水 平 方 向の 画素 間の 補完 と垂 直

方 向 の二 重走 査 に よ り512×480に な って い る。圧 縮率 は、最 大1/160程 度 で あ る。PLVの 圧 縮 サ

ー ビス は、DCF(デ ジタル ・コ ンプ レ ッシ ョン ・フ ァシ リテ ィ)と よばれ 、 国 内 で も利 用 す る こ

とが で きる。

RTVは 動画 を リアル タ イム で圧縮 し記録 再生 で きるが、画 質 はPLVに 比 べ 劣 る。静止 画 の圧

縮 に つ いて は、PIC(ピ クチ ャー ・イ メー ジ ・コ ンプ レ ッシ ョン)と 呼 ばれ て い る。1677万 色 を同

時表 示 で き、 解 像度 は512×480、256×240な どを選 択 で きる。最近 で は、ISO規 格 のJPEGに も

対 応 され て い る。

オ ー デ ィオ は、4ビ ッ ト量 子化 に よ るADPCMな どが採用 され て い る。DVI技 術 を利 用 した ソ

フ トウ ェ ア とハ ー ドウ ェ ア製 品 開発 の 啓蒙 普 及 活 動 を行 うた め のDVIコ ン ソ ー シ ア ム と して

DAVIS(DigitalAudioVideoInteractiveSociety)が1990年 に結成 され て い る。DAVISで は 、

ひ とつ のDVIタ イ トル(CD-ROM)が 複 数 のハ ー ドウ ェア上 で動 作 す る環 境 を提 供 す るた め、

互 換 レベ ル を レベ ル0か ら レベ ルIIIの 四つ に分 け市場 に導入す る こ とに して い る。 レベ ルIIと レ

ベ ルIIIがDVI専 用 マ シ ン と呼 べ る もの であ る。

7-2-一 一13光 カ ー ド(OpticalCard)

光 カ ー ドとは ク レジ ッ ト ・カ ー ドを始 め とす る名 刺 と同 じ大 きさ、厚 さの プ ラスチ ッ ク ・カー

ドの一 種 で あ る。 この カ ー ドを リー ダ ライ タ を用 いて光 によ って デ ジタル ・デ ー タ を書 き込 み 、

読 み取 りを行 う もの で あ る。光 カー ドは、追 記 可能 型(WORM)と 再 生 専用 型(ROM)の2種

類 が あ り、 用 途 に よ って使 い分 け られ て い る。

光 カー ドの特 徴 として は、携帯 性 に優iれ2～2.5Mバ イ トの大 記憶 容 量 で あ る こ と、情 報 の検 索

が 容 易 に行 え る こ と、 デー タの改 ざ んが難 し く、磁 気 、 静電気 に も強 く、安 全 性 、信 頼 性 が高 い

こ と、大 量 生 産 、大 量 複 製(ROMカ ー ド)が 可 能 で、 低価格 であ る こ とな どが 挙 げ られ る。 これ

らの特 徴 を生 か し、 医療 関連 で は個人(患 者)デ ー タ の登録 、 金融 ・流 通 関連 で は ク レジ ッ ト ・

カー ド、 プ リペ イ ド ・カー ド等 に、 レ ジ ャー関連 で は、電子 楽器 の音源 、 カ ラオ ケ、 ゲー ム ・ソ

フ ト等 に、 そ の他 各 種 証 明書 等、 幅広 い応 用が 期待 され てい る。 大 記憶 容 量 で携 帯 に便利 な光 力
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一 ドは、次 世 代 の記憶 媒 体 として各 方 面 か ら期待 を集 めて い る。

また、光 カー ドの他 にICカ ー ドが あ る。ICカ ー ドとは、 プ ラス チ ッ ク・カー ドに マ イ ク ロ・プ

ロセ ッサ とメ モ リの2つ の機 能 を持 つICチ ップ を内蔵 し、 外 部 端子 を持 つ カー ドで あ る。 つ ま

り、情 報 の コ ン トロール及 び 記憶 を可 能 に した カ ー ドで あ る。 また、ICカ ー ドは磁 気 カ ー ドに比

べ100倍 以上 の 記憶 容 量(最 大8Kバ イ ト)を 持 ち、 デ ー タの改 ざ んが難 し く、 安 全 性 が 高 い 為、

現在 キ ャ ッシ ュ ・カー ド、 ク レ ジ ッ ト ・カー ド、 カー ドキー 、 各種 会員 証 等 に用 い られ て い る。

7-2-14電 子 ブ ック

電子 ブ ック とは、従 来 紙 に よって提供 されて い た膨 大 な情 報 の 出版物 をCD-ROMに 収録 し、

自在 な検 索機 能 を付加 し、情 報 を瞬時 に引 き出 せ る もので あ る。

電 子 ブ ック ・プ レー ヤ ー には規 格 が あ り、 電 子 ブ ック のデ ー タ構造 に基 づ い て作 成 され た デ ー

タを検 索で きるハ ー ドウ ェアの み 「電 子 ブ ック ・プ レー ヤー 」 と認 め られ て る。 この ハ ー ドウ ェ

アに は 「EBマ ー ク」が つ け られ、 この マー クか表 示 され て い るハ ー ドウ ェア は、 す べ て の電 子 ブ

ックの利用 が保 証 されて い る。 「EBマ ー ク」 とは、 「ElectronicBook」 の 略 で、 この マ ー ク を添

付 す る ことに よ り、ハ ー ドウ ェア とソ フ トウ ェア の互 換性 を保証 す るた めの マ ー ク の こ とで あ る。

この電子 ブ ックを中心 とした電 子 出版 市 場 の普 及 のた め、 電 子 ブ ック コ ミ ッテ ィーが1990年1

月 に結成 され て い る。

7-2-15ビ デ オ テ ック ス(Videotex)

遠隔地の中央 コンピュータか ら文字や図形、静止画等 を利用者端末に伝送 して表示する双方向

文字図形情報通信 システムの総称 である。利用者端末 には、現在社会に広 く普及 してい るテ レビ

受像機 にアダプタを組 み合わせた ものやパ ソコンな どを使 う。伝送媒体 には、電話 回線や ビデオ

テ ックス網 などの公衆網 を使 うのが一般的であ る。

また、 ビデオテ ックスは、 これ までの情報発信者主導の一方的 ・画一的 ・定期的な情報 に比べ、

利用者が必要 な ときに必要 な情報 を自由に選択す ることので きる対話型 メデ ィアで ある。

ビデオテックスの国際的標準方式 としてはCCITTに よって、 キャプテ ン方式(CAPTAIN),

北米方式(NAPLPS),欧 州方式(CEPT)の3つ の方式が勧告 されている。

CAPTAIN(CharacterAndPatternTelphoneAccessInformationNetwork)は 、図形等

の情報 を ドッ ト・パ ター ンに変換 して端末 に伝送 す るアル ファ ・フォ トグラフィック方式 を基本

としている。家庭 や事務所 にあるテレビ受像機 と各情報セ ンターに蓄積 された情報やサー ビス画

面 を、電話回線 とビデオテ ックス網で結ぶ ことによって利用す るしくみであ る。情報やサー ビス

は、IP(InformationProvider)と 呼ばれ る情報提供者 に よって提供 され る。各情報 センターに

は、NTTが 提供するキャプテン情報 センター(CAPF)、 企業 などが専 門情報や地域情報 を提供

する直接型情報セ ンター(DF)が ある。色数 は、8色2譜 調16色 しか使 えない。 また、 アナログ

回線で4.8kビ ッ ト/秒 の伝送速度である通常 のキ ャプテ ンに対 し、64kビ ッ ト/秒 の高速 デジタ
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ル 回線 を利用 した ハ イ キ ャ プテ ン(別 名PAIRS)が あ る。 ハ イキ ャプ テ ンで は、 カ ラー 自然 画像

お よび音 声情 報 を提 供 で き るのが 一番 の特 徴 で あ る。

NAPLPS(NorthAmericanPresentationLevelProtoco1Syntax)は 、点 ・線 ・弧 ・四 角

形 ・多角 形 の組 み合 わせ で作 成 した 図形 が コー ド形式 で端 末 に送 信 され、 端 末側 で 再現 させ るア

ル フ ァ ・ジオ メ トリ ック方式 を基 本 と して い る。 カ ナ ダ通 信 省 が 開発 した テ リ ドン を も と に、

AT&Tが 改 良 して北 米標 準 方 式 として統 一 され た。 カナ ダや 米 国 の ほか 日本 で も一部 使 わ れ て

い る。

CEPT(ConferenceofEuropeanPostsandTelecommunication)は 、数 種 類 の モザ イ ク片

の組 み合 わせ で作 成 した 図形 が コー ド形式 で端末 に送 信 され 、端 末 側 で再 現 され るア ル フ ァ ・モ

ザ イ ク方 式 を基本 として い る。 西独 や仏 を中心 に欧州 統一 方 式 と して ま とめ られ た 。

7-2-・-16文 字 放 送(Teletext)

正式 にはテレビジョン文字多重放送 といい、国際的にはTeletextと 呼 ばれる。多重 とい う言葉

が示 す とお り従来 のテレビ放送チ ャンネルに文字や図形な どの情報 をのせて放送す る。受信者側

は、専用アダプタによって文字や図形の情報 に戻 してテレビ受像機 に表示す る。情報 はニ ュー ス

のテロ ップの ようにテレビ番組 の画面 に重ねて映 し出すほか文字放送の情報 だけ画面 に映 し出す

こともで きる。利用者は文字放送用 のアダプタを購入すれば、以後の利用 は無料である。

文字放送 は、1972年 に英 国のBBCがCEEFAXと 呼ばれ る方式 を発表 し1976年 に本放送 を開

始 したのが最初である。 日本では、1973年 にNHKや 朝 日放送が それぞれ独 自の方式 を発表 して

いる。1983年 にNHKが 文字多重実用化試験放送 を開始、1985年 にNHK、 日本 テレビが事業 とし

て正式 に許可 され実用放送 を開始 した。

方式 として は、画素 を点 に分解 して送 るパターン方式、符号化 して送 るコー ド方式、文字だ け

を符号化 して送 るハ イブ リッド方式がある。 コー ド方式、ハ イブ リッド方式 の符号誤 り訂正方式

には、NHKが 開発 したBEST(BurstandRandomErrorCorrectionSystemforTeletext)

方式があ る。

郵政省 は、既存 のマスメディアによる文字放送の独 占を防 ぐため、第三者 の事業者が文字放送

をお こな うことを許可 している。 この ような事業体 は第三者法人方式を とって、放送電波主体 と

は別 の独立 した文字放送 をお こなっている。一方、既存 の放送局 は従来の放送の補完的利用(聴

覚障害者のた めの字幕サー ビスな ど)に 努 めている。

7-2-17CATV(CableTelevision)

CATVは 、テレビ放送の開始直後 に山間部な どテレビ局か らの放送電波が受信で きない難視聴

地域対策 として始 め られた。 テレビ放送 の受信 できない地域近 くの山頂 に共同アンテナをたて同

軸 ケーブルで各家庭 に分配 するシステムである。1955年 群馬県伊香保温泉で誕生 したのが 日本で

最初 のCATVで あ り、その後各地に建設 されている。そのためCommunityAntennaTelevision
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の略でCATVと 呼ぶ こともある。

現在 のCATVは 大別する と都市型CATVと 農村型CATVに 分かれ る。都市 型CATVの 定

義 には、端末数1万 以上、 自主放送が5チ ャンネル以上、双 方向機能がある ことな どである。現

実 には、再送信 と番組供給会社か らの提供番組が大半で、地域 に根 ざした番組 は1チ ャンネル程

度である。再送信 とは、CATV局 が テレビ局の電波 を受信 し、その まま全 く手 を加 えないでテレ

ビ放送 と同時間にCATVで 放送す ることである。また、民間通信衛星 を使 った番組配信 などによ

って、 日本の都市型CATVは や っ と本格的多チャンネル時代 に入 ろうとしている。

農村型CATVも 約20ヶ 所 あ り、それぞれ地域 に密着 した情報活動 をお こな っている。CATV

局の運営は、視聴者か ら徴収す る施設加入時の契約料 と毎月の利用料金 を基本 としている。 自主

放送 をお こな う局は、スポンサーか らの広告料 が含 まれる。 また、月々の固定利用料金 による基

本サー ビス(ベ ー シック ・サー ビス)と は別 に、別途料金 を支払 うことによって提供 される有料

サー ビス(ペ イ ・サー ビス)の 導入 を行 ってい るところもある。

7-2-18電 子 図書 館

電子図書館(エ レク トリック ・ライブラ リー)は 「電子化 された図書館」の事であ り、従来 の

図書館機能 を全て電子化 した ものである。

図書館 におけるお もな活動は、必要 な情報 の収集、 これ らの情報の分類 ・整理、取 り出し易い

用に配列 し、散出 しない様 に保管 ・保存、利用者の要求 に適合す る情報の迅速 、的確な供給、な

どであるが これ らの活動 はコンピュータに とって比較的得意 とす るものである。 しか し、 これ ら

の図書館 の機能 を電子化 しただけでは従来の図書館の機能 を電子化 したに過 ぎずオフィス ・オー

トメーションとなん ら変 わ らない。電子 図書館 と言 うか らには、図書や雑誌 などの情報資源 その

ものが電子化 されていなけれ ばな らない。従 って、電子図書館で は、磁気 デ ィス ク、光デ ィスク

な ど電子的記憶媒体が中心 となる。 この点か ら電子図書館 は電子出版 と密接 な関連 がある。 とこ

ろが、電子的媒体 の最大の欠陥は利用 にあた り何等かの機器すなわちハー ドウェア とソフ トウェ

アが必要にな る点にある。ハー ドウェア とソフ トウ ェア 自体 は費用 さえあれば入手で きるが、何

種類 ものハー ドウェアや ソフ トウェアを長期間管理す るには膨大 な手 間がかかる。 しか し、現在

では図書館業務の電子化に より種 々の先進的 なシステムが現れている。

アメ リカの コロラ ド州 にある 「マギーの家」 と呼 ばれ る図書館で は、従来の図書館機能 に加 え

て、 コミュニテ ィに関す る情報のデータベースを作成 し、 システム内の端末のほか各家庭 に設置

されたホーム ・コンピュータに連結 して情報 を提供 している。 また電子 メ ッセージ、電子 メール

のサー ビス もあ り、質問な ども電子 メールで行 える。また、アメ リカのOCLCと い う非営利機 関

では全米の6,000の 図書館 のネッ トワー ク・セ ンター となってお り、各図書館の 目録 をデータベー

ス化 し、オ ンライ ンで どの本 が どこの図書館 にあるのかを簡単 に調べ る事がで きる。 また、電子

メールの様 な方式 で個々の図書館が別 の図書館 に本の貸 出を依頼する事 も可能であ る。 日本 で も、

大学図書館 を対象 としたOCLCと 同様 なシステムが文部省の学術情報セ ンターで稼動 してい る。
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8-1情 報 検 索(デ ー タベ ー ス利 用)の 動 向

8-2重 要 項 目





第8章 情 報 検 索

8-1情 報検索(デ ー タベース利用)の 動向

情報検索は、データベー スの世界では比較的長い歴史を もち、 この分野 で用い られ る用語 は、

大部分が英語か らの訳語で あるが、それ らの語義や用法はかな り定着 している。従来の情報検索

は文字 データ、特 に文献の検索 を対象 としてお り、図書館 ・情報学や科学技術分野 の情報管理 に

用い られてきた。最近で はデータベースの対象分野 の拡大 に伴 う利用者層の広が り、人工知能 と

の関わ りで生 まれて きた知識ベ ース等の新たなデータベースの登場、パ ソコン通信 やゲー トウェ

イを通 じたデー タベースの利用、 ビデオテ ックスやハイパーメデ ィアや レーザーデ ィスクや光 デ

ィス クによる画像 デー タベースの普及 などのデータベースお よびその利用環境 に生 じた急激 な変

化 により、従来の情報検索の概念の枠組 みが大 きく変わって きてい る。

このような利用環境の変化 は、情報検索 を従来か ら用いられてきた用語 や概念 を再検討 し、 そ

の用法 を見直す作業の必要性 を生 じさせている。そ こで、情報検索でこれ まで用 い られて きた主

な用語の語源や定義お よびその概念枠組 みを再検討 し、現在 のデータベースやその利用環境 の も

とで情報検索お よびその関連用語 を再定義する とともに、用語間の関連 を捉 え直 してみたい。

8-2重 要 項 目

情報検索に関わる重 要項 目 として、以下の用語 を選定 した。なお、選定 した用語の語源、定義

とともに同義語(下 位語 を含む)と 関連語(併 せ て解説すべ き語)を 示 した。情報検 索には、 こ

れ ら用語の他 に 「情報検索 サー ビス」を提供す る業者や機関 も含 まれ るが、それ らはデータベー

ス ・サー ビス産業の中に含 まれ るため、 ここでは割愛 した。

8-2-1情 報 検 索

語 源:英 語 のinformationretrieval

定 義:後 日で の利 用 を想 定 して蓄積 され た情 報 の 中か らあ る特 定 の属 性 を もつ情 報 を選 択 す る

行 為(出 典:図 書館 情 報 学ハ ン ドブ ック)。

デー タベ ー ス との関 連:情 報 検 索 の対 象 とな る情報 の蓄積形 態 が デー タベ ー スで あ る。

同義 語:文 献検 索,書 誌 情 報 検 索,デ ー タ検 索,事 実検 索,画 像検 索,オ ンライ ン検 索,バ ッチ

検 索

関連 語:デ ー タベ ース,情 報検 索 システ ム,抄 録,索 引,デ ー タベ ー ス管理 シス テ ム,ド キ ュメ

ンテー シ ョン,情 報 探 索,情 報 シス テム,情 報 理論,情 報利 用,情 報検 索 技術 者(サ ー

チ ャ ー),検 索 戦 略,検 索 効 率,選 択 的 情 報 提 供(SDI;selectivedisseminationof

information),情 報 要 求
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8-2-2検 索 戦 略

語 源:英 語 のsearchstrategies

定 義:情 報要求 を定義 し、提供すべ き情報の形態 を判断 し、求 める情報が存在 するか否か、存

在するな らばどこにあ り、 どのように構成 され、 どうすれば入手 で きるかを判断 し、 そ

の判断に基づいて考案す る検索方法、検索語の組合せ、お よび検 索手順(出 典:ERICシ

ソー ラス他)。

データベース との関連:デ ータベ ースを検索す る際 に予め考案す る。

同義語:検 索方略,検 索式,検 索手順

関連語:情 報検索,情 報検 索,デ ータベース,情 報要求,検 索効率,調 査 計画,検 索性能

8--2--3検 索 効 率

語 源:英 語 のsearchperformance

定 義:検 索 の結 果 として得 られ た情 報 が どの程 度包 括 的 で かつ適 合 して い るか を評 価 す る基 準

で、 デ ー タベ ー ス 中 に含 まれ る適 合 情 報 の うち どの 程 度 が 検 索 され た か を示 す再 現 率

(recallratio)と 、検 索 結 果 として得 られ た情 報 に含 まれ る適合 情 報 の構 成 比 を示 す精

度/適 合 率(precisionratio)が 用 い られ る。

デー タベ ー ス との 関連:検 索戦 略 の評 価 だ けで な く、 デー タベ ー スの 内容 、構 造 、 索引 の品質 な

どの評 価 に も関わ る。

同 義語:適 合 性(relevance),検 索 性 能

関連 語:情 報 検 索,検 索戦 略,情 報 要 求,費 用 対 効 果,主 題 検 索,信 頼 性(reliability),適 切 性

(pertinence),新 奇 性(novelty)

8-2-4検 索機 能

語 源:英 語 のretrievalfunction

定 義:デ ー タベ ー ス中の情 報 の 中か ら情報 ニー ズ に適合 した情 報 を引 き出す た め の仕 組 みお よ

び その際 に用 い られ る コマ ン ド(メ ニ ュー)・ 演算 子 ・トラ ンケー シ ョン等 の個別 要 素 の

処 理機 能 。

デ ー タベ ー ス との関連:デ ー タベ ー ス か ら求 め る情 報 を引 き出す た め の機能 。

同義 語:検 索 原理,コ マ ン ド,メ ニ ュー,ト ラ ンケ ー シ ョン,論 理 演算 子,位 置 演 算子,比 較 演

算子,転 置 フ ァイル,辞 書 フ ァイル,プ ロ ンプ ト,ロ ー ル,リ ンク

関 連 語:情 報 検 索,検 索戦 略,検 索式,ユ ー ザ ・イ ンター フ ェ イス

8-2-5フ ァイル構 造

語 源:英 語 のfilestructure
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定 義:デ ー タベ ー ス を構 成 す る フ ァイル お よび レコー ドの論 理 的構 造。

デー タベ ース との 関連:デ ー タベ ー ス の構成

同義 語:デ ー タ項 目,フ ィー ル ド,サ ブ フ ィー ル ド,構 造定 義 フ ァイル

関連 語:デ ー タ シー ト,情 報 交換 用 フ ォーマ ッ ト,SIST,タ グ,索 引 フ ァイル,転 置 フ ァイル

8-一一2--6索 引 作 業

語 源:英 語 のindexing

定 義:後 日の検索の際 にアクセス ・キー として用 いるべ く、文献 や対象物 に索引語 を付与す る

行為 で、データベース を構成 する個々の情報の主題概念 を索引語 として抽 出する主題 索

引 と、著者名、表題、事項等の属性 を抽出す るものが ある。主題索引では、主題分析 の

結果 を索引語 に翻 訳する際 にシソーラスや件名標 目表等の典拠 を用 いることもあ り、 こ

の方式 を付与索引法 とい う(図 書館情報ハ ン ドブック)/ERICシ ソーラス)。

同義語:付 与索引法、抽出索引法,引 用索引,事 前結合索引,事 後結合索引,自 動索引,KWIC索

引

関連語:主 題分析,索 引語,シ ソー ラス,件 名標 目,イ ンデクサー,抄 録作成,目 録作成,分 類

作業

8-2-7索 引語

語 源:英 語 のindexterms

定 義:デ ー タベ ー ス を検 索 す る際 にア クセ ス ・キー とな る用語 、 記 号 、 コー ド。

同 義 語:主 題 索 引 語,デ ィ ス ク リ プ タ ー(descriptors),ア イ デ ン テ ィ フ ァ イ ァ ー

(identifiers),件 名標 目,分 類 コー ド

関連 語:索 引作 業,シ ソー ラス,件 名 標 目,統 制語 彙

8-2-8シ ソ ー ラ ス

語 源:英 語 のthesaurus(英 語 で は本 来"thesaurus"と い う語 を 「倉 庫」 お よび 「辞 書」 とい

う意 味 で用 い て いた が、1982年 に ロジ ェ(Roget,P.M.)が"ThesaurusofEnglish

WordsandPhrases,Classifiedandarrangedsoastofacilitatetheexpressionof

ideasandtoassistinliterarycomposition"を 発 行 して 以来 、 こ とば を分 類 し、 同 義

語 な どを ま とめ て表 現 した辞 典 とい う意 味が加 わ った)。

定 義:語 の同義 関 係 、階 層 関係 、 従 属 関係、 お よび他 の関連 を示 した もの で、情 報 検 索 のた め

の標 準化 され 、統 制 され た語 彙 を提供 す る機 能 を備 え、 索 引語 彙 と参 照 語彙 か ら構 成 さ

れ る(ALAGlossary1983)。

ドキ ュメ ン トに用 い られ てい る 自然 語 や 索引者 お よび利 用者 の用 い る 自然語 を よ り統

制 の とれ た 「シス テ ム言語 」 に変 換 す るた め に用 い られ る語彙 コ ン トロー ル手 法 で、 知
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識 の あ る領域 を カバ ーす る情 報 、 相互 の 意味 関係 ・包 括 関係 が 示 され た、 関連 用語 の動

的 な語 彙(UNISIST)。

同義 語:

関連 語:索 引作 業,付 与 索 引 法,統 制 語 彙,分 類 表,件 名 標 目表

8-2-9サ ー チ ャ ー

語 源:英 語 のsearchers(databasesearchers,informationspecialistsと も呼 ぶ)

定 義:利 用 者(エ ン ドユ ーザ)に 代 わ って情報 検 索 を行 う検 索専 門 家。

デー タベ ー ス との関連:デ ー タベ ー ス検 索技 術 者 と も呼 ばれ 、 デ ー タベ ー ス利 用 技術 を備 えた専

門家 で あ る

同義 語:デ ー タベー ス検 索技 術 者

関連 語:参 考 調査 担 当者,エ ン ドユ ー ザ,検 索技術 者 認 定試 験

用語の位置づけ

8-2に 示 した各用語 の位 置付 けは以下 のようになる。

情報検索、検索戦略、

検索効率、検索機能、

シソー ラス

フ ァイル構造 、索引作業、

索引語
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第9章 情 報 管 理

9-1情 報 管理 とデ ー タベ ー ス

「情報管理 」 という概念 には、 さまざ まな とらえ方がある と考 え られる。最近では企業や役所

などの組織の中には、情報管理課 とか情報企画課 といった部署 があるし、図書館や研究所 な どに

も同様 な ものがある。一定組織の情報 システムをコンピュータ管理す ることを意味することもあ

るし、組織 の内外の人 に情報 をサー ビスす るような ことをいう場合 もある。 この言葉 自体 はか な

り一般化 し始 めている。

一般的 に情報管理 というときの意味合いは
、「情報の内容 と所在お よびその動態の状況を、常 に

把握 してい ることを意味す る」 ととらえ られる。 したが って、情報 には様々 な形態があ りうるの

で、それ ぞれに別個の管理論が必要であるか もしれない。「管理 とい う言葉は、人事管理 または物

品管理 などに使 われてい ることが多いが、情報 もまた管理の対象 と考 えなければならない。管理

する という言葉 のなかに、情報の統制、情報の操作あるいは情報の独 占 とい う臭い をかぎとって、

多少 の抵抗 を感 じるむきがあるか もしれないが、 それは過剰反応 とい うものである」(『情報管理

論』梅樟 忠夫)。

情報管理 とデータベースの関わ りについてい えば、従来は情報 を管理す るという場合には、 ど

ち らか とい うと組織内外 のデータベースの管理 とい う狭義の概念で とらえられて来 たきらいがあ

る。 それ もどちらか とい うと、 リフ ァレンス・データベース(文 献 データベース)、 さらに文献 な

どの検 索型データベースの情報 に近い ところの管理 といった意味合 いが強か った。 それは企業 の

業務(人 事管理、顧客管理、財務管理、在庫管理、生産 ・部品管理、経 営管理な ど)に 関わ るよ

うなイ ンハ ウス ・データベースは、その対象 としていなかった ようだ。む しろ企業の業務で も特

許 情報 の管理 や技術 情報の管理、資料管理 とい う範囲に止 まっていた といえる。一方で、情報管

理 技術者 とい う職種 がある といわれ るが、その定義 は、データベース ・システム構築 に携わ る技

術者 をいい、情報 システム技術者 とは一線 を画す といわれてい る。

だか ら情報管理 とい うと、情報 システム関連の人 にとってはデータベース(狭 い範囲の)を 想

起 する し、一般の ビジネスマ ンたちは、データあるいは漠然 とした情報の蓄積 をイメージする。

そ して、神経過敏 な人 は国家 による情報(あ るいは報道)統 制 ・操作的 な暗いイメー ジを思 い浮

かべ る。事実、最近の湾岸戦争における報道 についてジャーナ リズム操作が米 国政府 によって行

われた といわれている。 これな ども一種 の政府(国 家)に よる情報管理 とい えるだろ う。

それはそれで極 めて重要 なテーマであるが、話 をそこまで拡大せず、 データベースの管理 を も

って情報管理 とする とい う従来 の概念 は、今少 し拡張 して考 える ときにきていると思われる。 も

っ と社会活動全般 にわたる情報 の処理、加工、蓄積、提供の全局面 の管理概念 として再構築す る

必要があると考 え られる。
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9-2情 報化 と情報管理の4つ の レベ ル

以上のように、情報管理の概念 を規定 した上で、次の4つ の レベルでの情報管理 とデータベー

スの関連 を考 える。それはまた、情報化の進展の4つ の局面で もあ る。その4つ のレベル とは、

①産業 ・企業 における情報化 と情報管理 のレベル、②社会 システムにお ける情報化 と情報管理の

レベル、③個人 ・家庭生活 における情報化 と情報管 理のレベル、 そして、④情報 の産業化 の レベ

ルである。(④ の情報 の産業化 のレベルは、情報産業 の中のデー タベース・サービス産業 を意味す

るが、 ここでは触 れない。)

9-2-1産 業 ・企業 におけ る情 報化 と情報管理の レベ ル

1990年 代のわが国における産業構造 の変化 は、1986年12月 か ら続 いた景気拡大、いわゆる"平

成景気"の 終焉が その引 き金になるだろ う。1991年1月 か ら3月 にかけて頂点に達 した後、下降

局面 に入った との判断が公 にされたのが今年1992年 の2月 の ことであった(1992年2月19日 の経

済企画庁の判断)。

この間の事情 は、次の ように説明で きるだ ろう。1965年11月 か ら1970年7月 までの57カ 月間続

いた"い ざなぎ景気"に 並んだ といわれた80年 代後半の景気拡大 は、公共投資、円高、物価安、

金利安 といった要因の複合相乗効果 によって、設備投資 と個人消費の拡大 とい う景気拡大の二大

車輪 が順調 に回転 し、企業経営 にもかつてない繁栄 をもた らした。 しか し、一方で対外経済摩擦

の種 をまき、黒字減 らしと内需拡大 を迫 られ、公定歩合 を史上最低 の2.5%ま で引 き下 げた(1987

年2月)金 融緩和 によるカネ余 り現象を生み、経済活動の中で金融肥大化 を招 き、巷間い うとこ

ろの"バ ブル経済"下 でのマネーゲーム社会 を作 り出 した。 そ して その結末 は、数々の金融 スキ

ャンダルの露見 によって明 らかにされた一部企業経 営の腐敗 の構造 と、株式市場 の低迷 によるバ

ブルの崩壊であった。

一方
、産業の情報化 とい う面では、資金力に ものを言 わせた旺盛 な設備投資意欲 を活発化 させ、

その中心に情報化投資が据 えられた。 なぜなら、豊かな物余 り社会 の中で、成熟 し、多様化 した

消費市場 を獲得 するためには高度 に発達 した情報技術 を駆使 した高度 な情報 システム構築が急務

で あったのだ。消費者 の嗜好の多様化 ・個別化がすすみ、選択的消費 のウエー トが増大 し、製品

の多品種化、 ファッシ ョン化、ライフサイクルの短命化 を促 す消費社会の成熟化が進 んだのであ

る。

そのため、生産面で も、流通面 で も、サービス面で も消費者個別対応 を余儀 な くされ、新たな

革新、情報技術 を駆使 した様々 な情報 システムが発展 してい く。産業の情報化 とは、 まさに この

局面 を指 しているのである。生産の面 においては、多品種少量生産方式が求 められ、 さらには個

別受注生産への方 向を加速 させてい く。流通面で も消費者 の要求 を満 たすため、いかに市場 に近

い レベルで需要動向(ニ ーズ)を 押 さえるかが供給側の競争力のベースにな ってい く。

このような産業環境変化 の中で、企業は膨大 で迅速な、 さらに詳細な情報処理 と市場情報管理
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のための情報 システムの確立が求 められてい く。顧客ニーズをいちはや くキャッチす るた めに、

小売業が販売時点で顧客の消費動向 を把握するための情報収 集 と分析 をシステム化 したPOSシ

ステム(ポ イ ン ト・オブ ・セールス)や 、それをベースに して発展 させた顧客管理 システムを確

立 し、 さらにそれ らを生産 に反映 させる方策が求め られる。製造業が追及す るCIM(コ ンピュー

タ ・インチプ レーテ ッ ド ・マニ ュフ ァクチ ャリング)は 、 そ うした市場の動向に合わせた販 売 と

製造の統合化 である。

こうした環境変化が もた らす企業間の競争の激化が、企業の生 き残 りと新たな成長 を目指す こ

ととな り、企業 自身の変革(経 営革新)を 求めてい く原動力 とな ってい る。企業の経営戦略、組

織戦略、人的資源、制度慣行 な どさまざまな面で革新 を求 めてい く。 このような変革 の中枢 を担

うのが情報 システム と位置づけ られ る。SIS(ス トラテジック ・インフォメーシ ョン・シス テム:

戦略情報 システム)と いわれる情報 システムの高度化 は、企業組織体質の強化か ら組織競 争力 の

強化 に向けた情報技術の活用 を目指 した ものだ。省力化か ら競争力強化 のための差別化へ向けて

の情報 システムの確立で ある。

企業活動 と情報 システムのネ ッ トワー クは、企業 内活動のネ ッ トワーク、企業間のネ ッ トワー

ク、企業連携 ・提携 のネ ッ トワー ク、 さらにはそれ らを超 えた社会的なグローバルなネ ッ トワー

クへ と拡大 してい く。

こうした情報 システム機能 の拡張は、データベースの面 においてイ ンハ ウス ・データベースの

適用業務 も、人事管理、顧客管理、財務会計、技術情報、在庫管理、特許情報、生産 ・部品管理、

経営管理、資料管理、統計業務、POS(売 れ筋情報)等 々 といった ものか ら、企業経営に とって

の必要な幅広 い情報の意味内容 を伴 った、利用者の目的や情報要求 に応 じた ものへ と充実 してい

かな けれ ばな らないだ ろう。 そのためには単なる文字 ・数値情報だ けでな く、画像、音 声、映像

な どを含 めた多様 な種類 と情報 メデ ィアが必要 になるだろう。

この ように、産業の情報化が進展 してい く中で、個別業種 ではさまざまな情報化対応がなされ

てい る。以下代表 的な製造、流通、金融についての概 略を述 べる。

a.製 造業の情報化

製造業 における設計部門 ・製造部門では、CAD(コ ンピュータによる自動設計)とCAM(コ

ンピュータによる自動製造)、CAE(コ ンピュータによるエ ンジニ ア リング)が1970年 代か ら1980

年代 に飛躍的に発達 してい る。

設計作業の省力化 ・自動化 および設計情報の共有化(デ ー タベ ース化)が 進 み、エ ンジニア リ

ング ・ワー クステーシ ョン(EWS)やLAN(ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ トワーク)な どの活用 に

より一段 と普及 した。

製造部門は、生産管理部門 と製造現場の自動化 に分 けられ るが、生産管理部門では生産計画、

工程管理、品質管理 な どの管理情報 のオ ンライン化 とデータベース化が進んでいる。製造現場 で

は、 コンピュー タ制御 のNC加 工機 や加工 ロポ ッ トの発達 に よ りCAMに よる製造 工程の 自動
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化 ・無人化が進んでいる。 さらに他品種少量生産のためのFMS(フ レキシブル ・マニュファクチ

ャリング)に よる製造 ラインのフレキシブル化が進んでいる。

さらにCIMの 導入 によって、設計情 報 ・製造情報 と工場管理情報 ・販売情報 をネッ トワークで

結合 し、一元管理す る統合生産管理 システムの発展が目ざましい。 また、物流の面では、 自動搬

送 ロボ ッ ト、 自動倉庫、物流管理 システム としてジャス トイ ン ・タイム(カ ンパ ン方式)が 発達

した。

b.流 通業の情報化

特 に小売業のPOSとEOS(エ レク トロニ ック・オーダ リング・システム)導 入 は、流通業 に革

新 を もた らした といえる。 これによ り単品管理が徹底 し、売れ筋 ・死 に筋商 品を適格 に把握 し、

適正 な品揃 えで消費者ニーズに即応 した商品の仕入れ と在庫管理 をバラ ンス良 く機能 させている。

物流 の面ではまた、流通版 ジャス トイ ン ・タイムを可能にしている。

EOSは 、発注データを発注先 のコンピュー タに通信回線 を使 って伝送 するオ ンライ ン受発注 シ

ステムのことで、小売業、卸業、商品メーカーを結んだ企業間オ ンライ ンが普及 している。

流通業 には、データベース ・マーケテ ィングという言葉が ある くらい顧客情報 の徹底 した管理

が行 われてお り、顧客データベースの構 築の有無が企業存立 の基盤であ るとさえいわれてい る。

この面 で成功 するかどうかが、流通業界 での生 き残 りの基本 であるとい うのだ。 そのため、過度

な顧客情報の収集 と活用が、 プライバ シー侵害 といった社会問題 に もな っている側面がある。

己 金融業の情報化

1960年 代の第1次 オ ンライン、70年 代の第2次 オンラインと続いた銀行の情報 システムの発展

は、80年 代の第3次 オ ンライ ンで ピークを迎 える。預金 ・為替 な どの科 目ごとの窓口業務 の機械

化(第1次)、 主要勘定業務の科 目ごとの連結(第2次)と きたオ ンライ ン・システムが金利 の自

由化、銀行 と証券の相互乗 り入れな ど金融の 自由化 を背景 として、新 しい局面を迎 える。様々 な

新 しい金融商品 ・サービスの登場が、 より顧客 に密着 した金融マーケテ ィングが不可欠なもの と

な り、顧客情報 の収集 ・分析が重要にな り、分析結果 を商品企画や経営戦略 に即時 に反映で きる

戦略的な新 しい情報 システムを必要 とし始 め、第3次 オ ンライ ンを構築 を促 した。

金融業において も、製造 ・流通 と同 じように、顧客情報の管理 とデータベ ースの整備が企業戦

略 と情報 システム戦略の中心的役割 を演 じるようになる。

9-2--2社 会 シス テム の情 報 化 と情 報 管理 の レベ ル

産業 の情報化 と歩調 を合 わせて、行政、都市、住宅、交通、環境、医療、福祉、教育 といった

公共分野での情報化は進 められた。

行政 の窓口業務 のOA化 や住民情報のデータベ ース管理、都市の防災 ・防犯、電力 ・ガス ・上

下水道 の供給 ・整備、交通管制・サー ビス業務、廃棄物処理、医療、学校教育、生涯教育 など様々
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な分野で情報 技術 は応用 され情報通信ネ ッ トワー クは整備 されつつある。

しか し、社会 システムの情報化 の問題 を公共部門の問題 に限定 して考えるのは、社会 システム

の狭義の とらえ方であろう。一般的にいって、産業分野の情報化 と比べて、社会 ・生活 の分野で

の情報化 は大 き く立 ち遅 れているといえる。 日本の場合、国の情報化施策 は、産業の 自立 と国際

競争力強化 ・重視 の旗 印の下 に、経済活動の主体が産業であるという考 え方の時代の様 々な産 業

振興策 と平行 して行われて きた。 しか し時代は産業優先か ら社会 ・生活優先へ と変化 している。

こうした観 点か ら、社会 システム と情報管理 の関係 について考 えてみたい。

当然行政、都市、住宅 、交通、環境、医療、福祉、教育 とい った観点でのそれぞれの情報 シス

テム、 とりわ けコンピュータ ・システムの導入 は活発であるが、 これ らのセクターが最終 的に目

的 とすべ き生活者(市 民 といって もいい)へ のサー ビスが十分配慮 された システムで あるか どう

かが問題 とな ろう。たんな る管理の対象 としての市民管理でな く、豊かな市民サー ビスのための

情報 システム活用 の情報管理 でな くてはな らない。

例 えば、住 民データベースの整備 にして も、 当然公正な課税対象の管理や さまざ まな公共サー

ビスの課金のために利用 されるのは当然だろうが、個人のプライバ シーにまつわるようなデー タ

の収集 ・蓄積 は、一定 限度 の制約 がかぶせ られる必要がある。 また、住民側が公開 を求めて もそ

れに応 じられ るだけの対応 は必要だろう。 プライバ シーに関する法律、情報公開に関す る法的な

措置が必要な所以であ る。

それか ら重要 なのは、安全性 ・信頼性の確保である。 このセキュ リティ管理 は、社会の安全 を

守 るために完壁 でなけれ ばな らない。事故、妨害、災害、犯罪 などによって、社会 システムの安

全が脅かされる ような脆弱性 は排除 されなけれ ばな らない。 それ は技術 的な保証 の面 と、利用 ・

運用管理の面 とあるが、 その双 方に心が配 られなけれぼならない。 こうした問題 は、従来 か ら、

"情報化の影"の 部分 として論 じられてきたが
、本来はシステムそれ自身のなかに安全性 ・信頼

性が 自己修復 的に内包 され ていな くてはな らない ものだろう。 その意味では、い まだ技術的 にも

未熟であるし、人々の問題意識 も十分 とはいえない。

しか し、さ らに重要 なの はこうした社会 システムが コンピュー タ化 し、情報化 してい く中での

人々のシステムに対 する考 え方、接 し方 についての共通 のコンセ ンサスの形成である。「アクセス

の 自由」、「プライバ シーの確保」、「セ キュ リティへの万全」、「表 現の 自由」、「知 的所有 権 の尊

重」、 これ らが情報化社会 のルール としてある種の強制力を もって確立 されなければな らない。

もう一つの社会 システム との関わ りで重要 なのは、地域の情報化 である。 それは、地域 によっ

て情報化の恩恵 を受 けるの に、差別があってはな らない とい うことだろう。地方 自治体が推進 す

るさまざまな情報化 のた めの方策 は、国の情報化推進施策(ニ ューメデ ィア ・コミュニテ ィ構想

やテ レ トピア構想 な ど)と 相侯 って、かな り積極的に進め られているし、産業 サイ ドか らも地域

の市場発掘 というニーズか ら、積極的 な展開 を行 う例 も多 くなって きた。例 えばコンビニエ ンス・

ス トアや地方銀行が情報 関連 サー ビスを営業品目に加 えるな どの活動が目立つ。郵便局や農業協

同組合な どもこの領域 に取 り組んでいる。
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地方 自治体が衛星通信 による防災 ネ ッ トワーク建 設や救急医療 ネ ッ トワーク、図書館情報 シス

テムな どを公共 目的で構築するほか、民間企業 との共同歩調(第 三 セクター)で 、パ ソコン ・ネ

ッ トワーク、地域VAN、 商店街の活性化 など、市民生活 のとって便利 なシステム を作 り上 げる例

な どが全国的に広が っている。公共セクターが投資 し、建設すべ きインフラス トラクチャーが、

もはや情報の レベル までに広がる ことを社会 は要求 しているといえる。

さらに今後の問題 として重要なのは、産業の情報化の中で述べた ようなプライベー トな企業情

報 システム ・ネ ッ トワー クがパ ブ リックな情報 システム ・ネ ッ トワーク と連結 ・接続 してい くこ

とによって起 こって くるであろう問題 である。今重要 な概念 にシステム ・インテグレーシ ョンと

い うのがあるが、 それぞれのシステムが統合 されていった ときの問題 である。

例 えば、 さきにあげたプライベー トな地域VANが 公共的なネ ッ トワーク と接続 し、 また全 国

ネ ッ トワーク と繋が り、 さらにはグローバルに接続 してい くことはおおいにあ りうるこ とである。

その時、すでにそのネ ッ トワークは情報空間 として一つの社会 システム を形成 してい くことにな

る。

9-2--3家 庭 ・個 人 の情 報 化 と情 報 管 理 の レベ ル

同 じような ことが、家庭 や個人 の情報化が進展 してい くときに起 こって くる。パー ソナル ・コ

ンピュータが飛躍的に発展 し、個人の レベルで も自由に使 えるようになって情報利用環境 は大 き

く変化 した。 それは電気通信の個人的利用 を電話以上 に拡大 したわけだ し、パ ソコン通信 といわ

れるグループの コミュニケーシ ョン手段 は、個人 と世界 をつな ぐメディア として拡張 し続 けてい

る。個人 も家庭 も、い ま以上に社会的広が りを持 って こよう。

パ ソコンによって膨大 な情報処理能力 を手に した家庭の中の人 々は、 自らの情報管理 を自らの

手で行 わなけれ ばな らない。個人的なデータベースは、今では簡単 にソフ ト・パ ッケージを使 っ

てで きる。パ ーソナル ・イ ンフォメー ション ・システム とい う個人 の情報管理用のパ ッケージ も

簡単 に手 に入る。個人 レベルの情報収 集 と分析 を簡単 にこなせ る。

人々 は、ゲームを楽 しむの も結構、パ ソコン通信 で広 くた くさんの人々 と交流 するの も結構、

内外のデータベースにアクセスし専門的なデー タの収集 と分析 に使 うもよし、ホーム ・オー トメ

ーシ ョンを実現するもよし、ホーム ・オ フィスで仕事 をす るも結構。現在 では、そ うした生活の

様式 を拡張する様 々な手段や道具が用意 されている。

電話 回線 はもはや単なる人 と人 との会話のための伝送手段 ではな く、情報 のパ イプラインに変

身す る。 テレビとて、 もはや単 なる娯 楽やニュースを楽 しむだけの もので はな く、人 と人 とのイ

ンタラクテ ィブなコ ミュニケー ションを可能 にす る情報端末 になる。電話回線 はすべてが アナ ロ

グか らデ ジタル化 し、ISDNと してサー ビス される。さらに広帯域 のB-ISDNの サー ビス も始

まる。

いずれマルチメデ ィア ・パ ソコンが 開発 され、 マルチメデ ィア ・ネ ッ トワーク も構想 される。

それ らのサー ビスが家庭 や個人 のレベルで享受 出来 るには、はるか先 の将来 の ことであるが、問
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題 はそうした情報環境 の進展の中で人 々はどの様 な生活スタイル を築 き上 げてい くか とい う意識

の問題であ り、 それが不可欠なニーズ として成長 していけば、意外 と早 く技術的障害 は克服で き

るか もしれない。

かつて ワープロが コンピュータ と同 じように、 まさか家庭 に、個人 に使 われ ると思 っていなか

った。 日本人 の生活 には、 タイプライターが入 り込 んで くるとはだれ も考 えなか った。 まさか フ

ァクシ ミリが家庭 で使 えるようになるとは考えなかった。 よしんば家庭 にあって もなにに使 うか

考 え も及 ばなか った。

それが どうだ。ア ッとい うまにわれわれの身の回 りには、情報器機が溢れ出しているではない

か。一体 なにが変わ ったのか。 どれだけ生活は豊かになったのか。 で も、 もはや必要不可欠 な生

活 の道具 として定着 している。 それ らを賢 く使 って生活の豊 かさに役立てている人達 は確実 にい

る。人々 を煩雑で大変 な家庭労働か ら解放 した様 々な電気製 品 とは一味違 うなにかが ある。精神

の豊か さとその拡張 を可能 にするメデ ィアとして開発するのは まさに これか らではないか。

その時、個人 に とっての情報管理 とはにか、家庭 に とってのデータベース とはなにかがはっき

りす る。 閉ざされた団樂の家庭 という小宇宙が、外 の世界 と双方向の情報ネ ッ トワークと確実 に

つなが った とき、その接点で起 こるさまざまな出来事は、い まだ予測 し得ない。
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付 論 データベ ース用語辞典編集の考え方

1.デ ータベース用語辞典の必要性

以前 は限 られた分野の情報専門家のみの間で利用 されていたデー タベー スが、情報化 の進展 と

ともに行政や産業の分野 に普及 し、現在では情報 にかかわ るあ らゆる分野でデータベースが利用

されるようになっている。 しか しなが ら、データベースをどうとらえるか については、それぞれ

の人や機関の置かれた立場 によりかな りの開 きがみられる。 そのた め、 データベースお よびその

関連用語 について も、 その範囲や各用語の定義、用法 について混乱が生 じている。 データベー ス

は今後 とも情報サー ビス産業や情報管理の諸場面で主要な役割 を果たす ことが予想 され るため、

データベースに関す る用語 の意味や用法 を整理 して個々の用語 についてさまざまな立場の人々の

間で共通 の理解 を形成す ることが必要 とな っている。

デー タベース という概念 は外国、特 に米国で生 まれ、 日本 に輸入 され てきたことか ら、 この分

野の用語の大部分が英語 か らの訳語 であ り、英語 をカタカナに した形 で用い られているもの も多

い。一方、 日本語化 された訳語の場合 には、 ひとつの英語につ いて企業や業界 ごとに異なる訳語

を用いている例 も多 くみ られ、マニ ュアルな どの表記 について は同 じ概念 を異なる用語 で記述 し

ているため、一般の人 々の間 に混乱 を招 く原因 となっている。

情報産業や メディア技術 の発 展に伴い、 データベースの概念 その ものが拡が ると共 に変質 して

お り、新 たな関連用語 も次々 と生 まれている。 その結果、一般の人 々のみな らず、異分野間、異

業種 間でデータベースに関わ る専 門家の間でさえ、デー タベー スを論ず る場合 に、必ず しも共通

の理解 が得 られない ような状況 も生 じている。

この ような状況 を打開す るためには、権威のある機関がデー タベ ース関連用語 を整理 し、普遍

性のある定義 を与 える ことが不可欠であ る。その意味で、財団法人 デー タベース振興 セ ンターが

現時点 で 「データベース用語辞典」 を企画 ・編集する ことは、時宜 にかなった重要な試 みであ る

といえ よう。 この用語辞典 の編集 にあたっては、データベースの専門家だけでな く利用者や潜在

利用者 を含む一般の人々 に とって役 に立 つ内容 とし、 さまざまな場面でデータベースを論ずる際

に典拠 として用い ることので きる もとのすべ きである。そのためには、現在データベースに関 し

て用 い られている様々な関連用語の語源 を探求 し、 どのような経緯でその用語が生 まれて きたの

かを明 らかにす るとともに、その過程 で生 じた訳語や用語 にみ られ る語義 のあいまいさや混乱 を

整理 し、用語間の関連 を体 系づ ける作業が必要である。 そうする ことに よって、データベースお

よびその関連用語 について社会全体 に共通の理解が導 き出 されるのみな らず、産業や技術 の諸分

野 にお けるデータベースの発展が期待で きるか らである。
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2.デ ー タベ ー ス用 語 辞 典 の 体 裁

用語辞典 は、 データベースお よびその周辺 の産業、技術、施策、利用等 の中で現在用 い られて

いる用語 に普遍性のある定義 を与 え、正 しい用法 を示すだけでな く、 それ らの用語の解説 を通 じ

て、読者 をデータベース に関連す る産業、技術、施策、利用等 に関する正 しい理解 を導 くよ うな

もの とすべ きである。 そのためには、産業、技術、施策、利用 とい ったい くつかの柱 を設 け、各

柱 ごとに用語 を位置づける とともに、 これ までの発展の経緯 と現状の全体像 を分か りやす く解説

するよ うな構成 を採用す る ことが望 ましい。 また、文字 による解説だけでな く、図表やイ ラス ト

等の ビジュアル化 による表現 を多用す ることにより、一般の人々が読みやす く理解 しやすい体裁

を とる ことが望 ましい。

なお、用語辞典 を印刷 出版物 として編集 ・制作 するのみな らず、近年急速 に発展 しているハイ

パーメデ ィア等 のメディア技術 を活用 し、利用者が 自らの関心 を追求す る過程でデータベース全

般 に関する幅広 い理解 を得 られ るような ビジュアル学習支援 ツールをめざす といった工夫 をす る

ことも期待 される。

3.デ ー タベース用語辞典の編集方針

データベースは コンピュータ技術や情報 システムな どさまざまな分野 と関連 してお り、 これ ら

の関連分野では、「コンピュータ用語辞典」、「情報 システム用語辞典」等 の用語辞典 が存在 し、今

後 も新 たに発行 されるであろう。「データベース用語辞典 」で は、 これ ら関連分野の用語辞典 に収

録 されてい るもの と重複す る用語がか な り含 まれ るもの と想定 される。そこで、「データベ ース用

語辞典 」の編集 にあた っては、関連分野の用語辞典 との差別化 を計 る ことが必要である。 そのた

めには、早い時点で収録範 囲や用語の選定 に関 して明確 な指針 を確立すべ きであ る。 また、個々

の収録 用語 についてデータベ ース とどの ような関連 を有 するかを明示 する ことも必要であ る。

データベースおよびその関連用語 の概念 は、既 に延べた ように、時代 の動 きや産業 ・技術 の発

展 とともに大幅に変化 して きている。 このような用語の概念変化 を時系列 に沿ってた どるこ とに

よ り、 データベースの発展の経緯 をた どることがで きる もの と思 われ る。 そ こで、収録す る個々

の用語 を検討す る際 に、 その語 の起源 と語義の変化の過程 を追跡 する作業 を行 うことが望 ましい。

具体 的には、個々の用語 につ いて、 その起源、意味 の範 囲(語 義)や 用法 とその変化、用語 間の

相互関係、外国語 との対応 を確認する作業 を通 じて、 これを明 らか にす る ことが可能であ ろう。

また、用語辞典 を編集す るにあた り、 キー項 目ごとに当該項 目の解説 を行 なう。 これによって、

読者(利 用者)に 対 しいきな り用語の説 明をす るのではな く、それ らの用語が出て くる分野の動

向 を予備知識 として読者 に与 えることがで き、用語の理解 を深め ることになる(予 備知識の ある

読者 は解説 を飛 ばして用語 に直接 当たれ ばよい)。 この解説 の中には、「用語」 として取 り上 げる

べ きキーワー ドはすべて出て くるようにす る。 また、 ボ リュームの制約上 「用語」 として解説 で

きない言葉 については、可能 なか ぎ りこの解説 でフォローすればよいであろう。
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